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共通論題 ｢いま保険 と は何かを考え る ｣

レジ ュ メ ; 江澤雅彦

保険 と 共済 の ｢境界 ｣ に つ い て

早稲 田 大学 江澤雅彦

I . は じ め に

2 0 0 6 年度 ( 末 ) に お け る 4 団 体 と 日 本 生命 の 業績指標 比較 ( 単位 : 万件 、 億 円 )

全 労 済 全 国 生 協連 日 生 協 全 共 連 日 本 生命

保 有契約 件数 3 , 5 9 5 1 , 6 4 7 6 9 2 4 , 2 9 3 1 , 5 6 0

共 済 金額 ･ 保 有 契約 金 額 6 , 5 7 3 , o o o l , 8 8 8 , 0 2 6 5 6 , 5 7 8 3 , 5 3 5 , 8 6 6 3 , 3 3 3 , 5 2 2

受 入 共 済 掛金 ･ 保 険 料 収 入 5 , 8 9 8 4 , 1 5 4 7 3 4 4 6 , 6 5 2 4 8 , 5 4 3

支 払 共 済 金 ･ 支 払保 険 金 3 , 0 9 2 2 , 0 1 3 2 8 2 3 4 , 9 6 3 3 8 , 3 1 1

総 資 産 2 7 , 6 2 4 3 , 3 8 5 8 7 4 44 1 , 0 9 6 5 1 8 , 4 1 9

( 出 典 ) 『 全 労 済 フ ァ ク ト ブ ッ ク 2 0 0 7 年版 』 、

『 全 国 生 協 連 ･ 県 民 共 済 グ ル ー プ の 現状 2 0 0 6 年 度 』

『 c o ･ o p 共 済 事 業 の ご報 告 2 0 0 7 』

『 日 本 生命 の 現状 2 0 0 7 』

『 J A 共 済 連 の 現状 20 0 7 』

( 注 ) 日 本 生命 の 保有 契 約 件数 は 、 個 人保 険 、 個 人 年 金保 険 の 合 計 。

日 本 生命 の 保有 契 約 金額 は 、 個 人保 険 、 個 人年 金保 険 ( 年 金原 資 と 責任 準備金 ) 、 団 体

保 険 ( 保 障額 ) 、 団 体年金保 険 ( 責任 準備 金 ) の 合計 。

全共連 の 保 有 契 約 件数 は 、 生 命 総合共 済 、 建 物 更 生 共 済 、 自 動 車共 済 、 自 賠 責 共 済 の

の 合 計 。

全共 連 の 共 済 金額 は 、 長 期 共 済 、 年 金 共 済 の 合計 。

上表 は 、 各 種協 同 組合法 ( 消 費 生活協 同組合法 、 農 業協 同組合法 ) に も と づ き

共済事業 を 実施 し て い る 協 同 組合 の 共済 4 団 体 と 民 間 生保最大手 の 日 本生命 と を

い く つ か の 業績指標 に つ い て 比較 し た も の で あ る 。 4 団 体 の う ち 、 全共連 ( 全 国

共済農業協 同組合連合会 ) 、 全 労済 ( 全 国 労働者共済生活協 同組合連合会 ) 、 全 国
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生協連 (全 国 生活協 同組合連合会 ) は 、 生命 共済 に加 え 、 火 災 ･ 建 物 共済 、 自 動

車共済 等 も 取 り 扱 っ て お り 、 ま た 日 生協 ( 日 本 生活協 同 組合連合会 ) は 、 元 受 共

済 と し て 住 宅 災 害共済 を 扱 う 等 、 程度 の 差 は あ れ 、 い ずれ も い わ ば ｢ 生損保兼営 ｣

の 状態 で あ る 等 、 比 較す る 上 で留意す る 必要 が あ る 。

本報告 に お い て は 、 ｢ い ま 保 険 と は何 か を 考 え る ｣ を 共通論題 と し て 、 保 険 と 、

そ の 類似制 度 と し て の 共済 の ｢ 境界 ｣ に つ い て 検討す る 。 そ の 際 、 共済 の 形態 は

い く つ か の 種類 に 分 け る こ と が で き る が 1 、 本 報告 で は 、 上表 で掲 げ た 協 同組合法

に も と づ く 共済事業 の う ち 、 特 に 全労済 、 全 国 生協連 、 自 生 協 と い っ た ｢ 大規模

生協共済 ｣ を 取 り 上 げ 2 、 ま た こ れ に 対 し 、 株式会社 ま た は相 互会社 に よ る 保 険 を

会社保 険 と 呼ぶ こ と と す る 。

以 下 、 第 2 章 で は 、 第 2 次 大戦前後 を 通 じ た 、 協 同 組合 に よ る 『 保 険 ｣ 事業 へ

の 参入要請 と そ の 頓挫 、 そ の 後 の ｢ 共済 ｣ 事業 の 開 始 の 過程 を概観す る 。

第 3 章 で は 、 こ こ 数年 の 法律改正 と い う 環境変化 の 中 で の 協 同組合 に よ る 共 済

事業 = 協 同組合保 険 と 会社保 険 の ｢ 境界 ｣ の 変化 を 考察す る 。 す な わ ち 保 険市場

が 会 社 保 険 と 協 同 組 合 保 険 に よ っ て 構 成 さ れ 、 後 者 は も は や 前 者 に と っ て

out s 1d e r (外 部者 ) で は な く 、 c omp e t l t o r ( 競合相 手 ) で あ る こ と の 確認 で あ る 。

ま た 第 4 章 で は 、 会社保険 に 対 し comp e t l t o r と な っ た 協 同 組合保 険 の 側 が 、

会社保 険 の 側 に対 し 、 そ の 特徴- 自 発 的 な 協 同組織 に よ る 相 互扶助 制度- と い う

自 ら の ア イ デ ン テ ィ テ ィ ー発揮 、 す な わ ち 境界設定 を行 う た め に は ど の よ う な 運

営努力 を 払 う べ き か を 検討す る 。

1 押 屋 [ 2 0 0 7 ] に よ れ ば 、 共 済 の 形 態 は 、 ① 先 駆 的 共 済 の 残存形態 、 ② 私企 業 化形体 、 企 業

内 共 済形態 、 ⑧社会保 険化形態 、 ④ 協 同 組合保 険形態 、 ⑤ 自 主 共 済 形態 ( = 労働組合共済 、

非 営利 ･ 協 同 自 治組織 に よ る 共 済 ) の 5 つ に 分 け ら れ て い る ( p . 8 ) 。
2 共 済 事 業 の 根拠法 と な っ て い る 法律 に は 、 他 に 、 農 業 災 害 補償法 、 水 産 業 協 同 組合法 、 森林

組合法 、 中 小 企 業 等 協 同 組合法 、 地 方 自 治 法 、 国 家公務 員 共済組合法等 が あ る 。
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ロ . 協 同 組合 に よ る ｢ 保 険 ｣ 事業 へ の 参入要請 3

( 1 ) 第 2 次 大戦前 の 動 向

保険業法 が 制 定 さ れ た 1 9 0 0 ( 明 治 3 3 ) 年 は 、 わ が 国 最初 の 協 同 組合法 で あ る

『 産業組合法 ｣ が 制 定 さ れ た 年 で も あ る 。 以 降 、 同 法 に も と づ い て 各種 の 協 同組

が 各地 に 設 立 さ れ 、 そ の 数 は 、 1 9 0 4 ( 明 治 3 7 ) 年 に 1 , 2 3 2 、 1 9 1 4 ( 大 正 3 ) 年

に 1 1 , 1 6 0 、 1 9 2 3 ( 大 正 1 2 ) 年 に 1 4 , 2 5 9 に 達 し た 。

こ の よ う に 協 同組合 が 普及す る 中 、 1 9 2 4 ( 大 正 1 3 ) 年 4 月 に 開 催 さ れ た ｢ 第

20 回 全 国産業組合大会 ｣ で は 、 生命保 険事業 開 始 に 関 す る 議案 が満場一致 を 以 っ

て 採択 さ れ 、 そ の 実施方法 に つ い て は 、 産 業組合 中 央会 が調査研究 を行 う こ と と

し た 。 中 央会 が 策 定 し た 協 同組合 に よ る 保 険事業 の構想 は 、 ｢ 疾 病保 険 ｣ 、 ｢ 傷 害保

険 ｣ 、 ｢ 廃 疾及家族保険 ｣ 、 『 火 災保 険 ｣ 、 ｢ 気象保 険 ｣ 、 『 家 畜保 険 ｣ 等 6 種類 の保 険

実施 に 関す る も の で あ っ た 。 そ の 後 約 20 年 間 、 都 合 1 6 回 の 全 国 産業組合大会 に

お い て保険経営 の 決議 が繰 り 返 さ れ た が 、 当 時 、 保 険業 の所轄官庁 で あ っ た 商 工

省 は 、 民 営保険会社 の 新設 を 許可 し な い 方針 を 堅持 し 、 ま た保 険業界 の 反対 も 強

く 4 、 そ れ が 実 を 結ぶ こ と は な か っ た 5 。

( 2 ) 第 2 次 大戦後 の 動 向

1 9 46 ( 昭 和 2 1 ) 年設置 さ れ た金融制 度調査会 は 、 第 4 部 会 を 設 け 損 害保険お

よ び生命保 険 の 各分科会 に よ っ て 討議 し 、 株式会社お よ び相 互会社 の ほ か に 保 険

事業 を 営 む こ と が で き る 組織 と し て 協 同組合 を も 認 め 、 こ れ を 法制 化す る こ と

が 決定 さ れ 、 1 9 46 ( 昭 和 2 1 ) 年 3 月 1 1 日 に 政府 に 答 申 し た 。 こ れ に 呼応 し て 協

同組合側 も 、 協 同 組合保 険研究会 を 設 け 、 繰 り 返 し 業法改正 の 陳情 を 行 っ た 。

3 以 下 は 、 高 橋 [ 1 9 6 8 ] p p . 7 9 5 一 8 6 8 、 安 井 [ 1 9 9 7 ] p p . 2 7 2 一 2 7 7 に 多 く を 負 っ て い る 。
4高 橋 [ 1 9 6 8 ] p . 8 0 6 .

5保 険 事 業 運 営 の 要 望 は繰 り 返 さ れ 、 つ い に 損 害保 険保会社 2 社 ( 大 東海 上 、 大 福 海 上 ) の 買

収 に 成 功 し 、 1 9 4 2 (昭 和 L 7 )年 2 社 を 統 合 し て 、 組合 が 経 営 権 を 得 る こ と に 成功 し た が 、 事 業

形 態 は株式会社 ( 共 栄火 災 、 1 9 4 6 ( 昭 和 2 1 ) 年 、 相 互 会 社 、 さ ら に 2 0 0 3 ( 平成 1 5 年 ) 、 再

度 、 株 式会社 に 変 更 ) で あ っ た 。
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同研究会 は 、 1 9 4 7 年 8 月 金融制 度調査会長 お よ び大蔵大 臣 に 陳情書 を提 出 し た

が 、 そ れ に 際 し て の 基本 的態度 は 、 ( a ) 協 同 組合組織 に よ る 保 険事業 の 正 常健全

な発達 を 図 る た め 保 険業法 を 速や か に 改 正す る こ と 、 ( b ) 保 険組合 は職域 、 あ る

い は 小 区域 に 限定せず 、 広 区域 の 連合体 も 認 め る こ と 、 ( c ) 保 険組合 の 運営 に つ

い て は 協 同組合 の 特質 を 減殺せず 、 こ れ を 発揮す る よ う に す る こ と 、 で あ っ た 6 。

し か し な が ら 、 結 果 と し て こ う し た 陳情 が 実現 さ れ る こ と は な か っ た 。

そ の 後 、 議論 の 場 は 大蔵省保 険業法改正委員 会 に移 っ た 。 1 9 4 7 ( 昭 和 2 2 ) 年

1 1 月 お よ び 1 9 49 ( 昭 和 2 4 ) 年 3 月 、 そ れ ぞれ 、 い わ ゆ る ｢ 第 1 次 改正委員 会 ｣

お よ び 『 第 2 次 改正委員会 ｣ に お い て保 険業法改正 の た め の 要綱案 が ま と め ら れ

た 。 そ れ ら は と も に 、 地域 ま た は職域 に も と づ く 保 険組合 の設置 を 合法化 し よ う

と す る も の で あ っ た 。 た だ し 、 第 2 次案 は 生命保険 を 除外す る と い っ た 内 容 も 有

し て い た 。

大蔵省 は 、 1 9 5 0 ( 昭 和 2 5 ) 年 1 2 月 の 第 1 0 通 常 国 会 に 上述 の 第 2 次案 を修正

し た 改 正法律案 7の 提 出 を 予 定 し た が 、 協 同組合 関係 団 体 の反対 も あ り 、 提案 は 見

合 わせ ら れ た 。 ま た 同省 は 、 『 協 同 組合 の 保険事業 に 関 す る 法律 』 を 保 険業法改

正案 と と も に 第 1 5 特別 国会 に 提案す る こ と と し 、 1 9 5 3 ( 昭 和 2 8 ) 年 1 月 7 日 そ

の 要綱 を 関係各省 に提示 し 折衝 を 開 始 し た 。 そ の 内 容 は 、 中 小企業等協 同組合法 、

農業協 同組合法 、 水産業協 同組合法 、 消 費 生活協 同組合法 の 協 同組合 ま た は そ の

連合会 に 対 し て 、 保 険業法 の 準用 を 求 め る も の で あ っ た 8 。

こ れ に 対 し 上述諸 団 体 は 、 1 9 5 3 ( 昭 和 28 ) 年 1 月 2 1 日 付 け で反対声 明 を 発 し 、

同 要綱 は 、 ｢ 各種協 同組合 間 の 相違 を 無視 し て 画一 的 に 規制 し よ う と し て い る ｣ 、

｢ 共 済 の 本質 と 目 的 と を 無視 し 営利保険 と 混 同 し て い る ｣ と い っ た 理 由 を 掲 げ 、

｢ か か る 営利保険 を 擁護 し 共 済事業 を 抑圧す る 反協 同組合 的法律 を 別個 に 制 定す

6高 橋 [ 1 9 6 8 ] p . 8 1 4 .

7 第 2 次 案 と 異 な る 点 は 、 保 険組合 の 出 資 額 を 2 0 0 万 円 以 上 と す る こ と 、 組織 は 同 一 業種 に

限 る こ と 、 再保 険 取 引 を 認 め る こ と 等 が あ っ た ( 高 橋 [ L 9 6 8 ] p . 8 1 8 ) 。
8 い く つ か 摘記 すれ ば以 下 の と お り で あ る 。 ①保 険会社 と 同 様 の 基礎書類 を 要す る 、 ② 責任

準備金 の 積 立 て 、 財 産利 用 、 保 険 計 理人 等 に つ い て 保 険 業法 を 準 用 す る 、 ⑧ 報告徴収 お よ び

調査 、 監 督命令お よ び基礎書類 の 変 更命令 、 違 法行為 に 対す る 処 分 、 決 算 書類 の 提 出 等 に つ

い て は保 険業法 を 準 用 し 、 募集 に つ い て は募 取 法 ( 当 時 ) を 準 用 す る ( 高 橋 [ 1 9 6 8 ] p . 8 2 0

参 照 ) 。
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る が 如 き 暴挙 を排 し 、 各 協 同 組合法毎 に 監督規定 の 不備 あ る も の に つ い て は 、 こ

れ を 速やか に整備 し 各 協 同組合 の 実情 に 即 し た 共済事業 の発達 を 一 層 育成助長せ

ら れ ん こ と を 要望す る も の で あ る ｣ と し た 。 そ れ ま で業法改正 に よ る 組合保険 の

認可 を 求 め て い た 共済 諸 団 体 は 、 自 由 な 運営 を 阻害す る と し て 、 こ れ に 反 対す る

立場 を と る よ う に な っ た 。

こ れ に 先 ん じ て 、 1 9 4 7 ( 昭 和 2 2 ) 年 、 従 来 の 産 業組合法 に 代 わ っ て 農 業協 同

組合法 が 制 定 さ れ 、 同 法 1 0 条 1 項 8 号 に よ り 、 組合 が ｢ 農業 上 の 災 害又 は そ の

他 の 災 害 の 共済 に 関す る 施設 ｣ を 実施す る こ と が 可能 と な っ た 。 こ れ が 今 日 の 農

協 に よ る 共済事業 の 出 発 点 と 考 え ら れ る 。 さ ら に 、 農 協 は 、 共 済事業 の 普及 と 再

共 済 の機 関 と し て 、 1 9 5 1 ( 昭 和 2 6 ) 年 1 月 、 全 国 共済農業協 同組合連合会 を 設

立 し た 。

以 上 の と お り 、 協 同 組合 は 、 自 ら ｢ 保 険 ｣ 事業 を 実施す る 方 向 を模 索 し て い た

が 、 各種協 同組合や そ の 他 の 共済事業 が発生段階か ら 普及段 階 に 入 っ て い た こ と

も あ り 、 全 国 規模で 、 ｢ 共 済 ｣ と い う 名 称 を 冠 し な が ら も 事実上 ｢ 保 険 ｣ 事業 を 営

む道 を 歩み だ し た 。 こ の 農協 の 共 済 に つ づ い て 、 他 の 協 同 組合 も そ れぞれ の組合

法 9 に も と づ き 、 共 済事業 に 着 手 し た 。

要 す る に 、 戦前 ･ 戦後 を 通 じ て 協 同組合 は 、 自 ら 保 険事業 を 営 む こ と を 可能 と

す る た め保険業法 の 改正 を 要請 し た が 、 実現 に は 至 ら な か っ た 。 そ し て そ の 後 は 、

各種協 同組合 の根拠法 に 共済事業 の裏づ け と な る 規定 が 盛 り 込 ま れ 、 以 降 、 共 済

と い う 名 で 実質 的 な保 険事業 を 営 む途 が 開 かれ る こ と と な っ た 。

m . 法制 度 の 変 更 に よ る 新 た な 状況

前述 し た経緯 を た ど り 、 制 度共済 は 、 少 な く と も 保 険業法 に よ る 規制 の 枠外 で 、

今 日 ま で周 知 の よ う な 普及 ･ 発 展 を 遂 げ た 。 規模 の 拡大 は 、 い わ ゆ る ｢ イ コ ー ル ･

9 1 9 5 0 ( 昭 和 2 6 ) 年 1 2 月 水 産 業 協 同 組合法 1 0 0 条 の 2 、 1 9 4 9 ( 昭 和 2 4 ) 年 6 月 中 小 企

業 等協 同 組合法 7 0 条 、 1 9 4 8 ( 昭 和 2 3 ) 年 7 月 消 費 生 活 協 同 組合法 1 0 条 4 。
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フ ッ テ イ ン グ ｣ 論 を 呼び起 こ し 、 や が て 制 度共済 を め ぐ っ て 法規制 の 変 更 が 実施

さ れ た 。 以 下 、 保 険業法 、 保 険法 、 協 同 組合法 に つ い て そ の 動 向 を 概観す る 。

( 1 ) 保 険業法

2 0 0 6 ( 平成 1 8 ) 年 4 月 の保 険業法改正 に よ り 、 保 険業 の 定義 が 見直 さ れ 、 特

定 の 者 を 相 手方 と し て 保 険 の 引 き 受 け を 行 う 事業 に つ い て も 保 険業 に含 め 原則 と

し て 保 険業法 の適用 下 に お く も の の 、 保 険業法第 2 条 1 項 の 中 に ｢ 他 の 法律 に 特

別 の 規定 の あ る も の ｣ を 挙 げ 、 当 面保 険業法 の適用 が 除外 さ れ た 。 こ れ に よ っ て

各種協 同組合 に よ る 根拠法 を 有す る 制 度共済 は 、 保 険業法上 の保険業 に含 め ら れ

る も の の 、 そ の 適 用 を ｢ 当 面 ｣ は 、 免 れ る こ と と な っ た 。 す な わ ち 、 金融担 当 国

務 大 臣 ( 当 時 ) か ら 、 改 正保険業法施行後 5 年 を メ ド に 、 制 度 共済等 を 含 め た ｢ 共

済事業全体 の在 り 方 ｣ を 検討す る 方 向 性 が 示 さ れ た 1 0 。

( 2 ) 保 険法 ( 2 0 0 8 ( 平成 2 0 ) 年 5 月 3 0 日 成 立 、 同 年 6 月 6 日 公布 )

新法 は 、 商 法 か ら 独 立 し た 単行法 と し て 制 定 さ れ 、 そ の 適用 範 囲 は 商行為 と し

て 引 き 受 け ら れ る 保 険 に 限 定 さ れ な い こ と と な っ た 1 1 。 ま た ｢ 保 険契約 ｣ の 定義

( 第 2 条 第 1 号 ) に お い て は 、 ｢ 共済 契約 ｣ 等 の 名 称 を 問 わ な い こ と が 明 確化 さ

れ た 。

( 3 ) 各種制 度共済 の 根拠法規 1 2

一 方 、 各種制 度共済 の 根拠法規 の 改正 も 行 われ た 。 一 例 を 挙 げれ ば 、 消 費 生活

協 同組合法 も 約 60 年ぶ り に 改正 さ れ 、 2 0 0 8 ( 平成 20 ) 年 4 月 1 日 、 施行 さ れ た

1 3 。 同 法 の 改正 内 容 の う ち 、 特 に 契約者保護 に 関連す る と 考 え ら れ る 主 な 規定 を

列挙すれ ば以 下 の と お り で あ る 。

1 ) 最低 限保有すべ き 出 資金額 に 関す る 規定 ( 5 4 条 の 2 )

い わ ゆ る ｢ 入 口 規制 ｣ で あ る 。 共 済金 の 支払能力 を確保す る た め 、 最低 限保

有すべ き 出 資金額 を 、 一 定規模以 上 の 共 済事業 を 行 う 生協 で は 1 億 円 以 上 、 ま

1 0押 尾 直 志 [ 2 0 0 7 ] p . 6 .

1 1 大 串 淳 子 ･ 日 本 生命保 険生命保 険研究会 [ 2 0 0 8 ] : 『 解 説保 険 法 』 弘 文 堂 、 p p . 2 1 - 2 3 .

L 2 江 澤 [ 2 0 0 8 ] p p . 9 8 一 m4 .

1 3 そ の 他 、 農 業 協 同 組合法 等 の 改 正 ( 2 0 0 5 ( 平成 1 7 ) 年 4 月 1 日 施 行 ) 、 中 小 企 業 等 協 同 組

合法 等 の 改 正 ( 2 0 0 7 ( 平成 1 9 ) 年 4 月 1 日 施 行 ) 等 が あ る 。
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た 共済事業 を 行 う 連合会 は l o 億 円 以 上 と 定 め た 。

2 ) 兼業禁止 に 関 す る 規定 ( 1 0 条 3 項 )

共済事業 を 行 っ て い る 生協 が購 買 事業 を 兼業す る 例 は 多 く み ら れ る が 、 今 改

正 に お い て 、 規模 が 一 定以 上 の 共済事業 を 実施す る 消 費 生活協 同組合お よ び連

合会等 に つ い て は 、 他 の 事業 の 兼業 を禁止す る こ と と し た 。

3 ) 諸 準備金 の 充 実 に 関 す る 規定 ( 5 1 条 の 4 第 1 項 、 第 2 項 )

共 済経営 に お い て は 、 健全性確保 の た め 、 出 資 金 に加 え て 事業運営 の 結果生

じ る 剰余 の う ち の 一部 を 将来 の 共済金支払 い の た め に 積み 立 て て い る 。 今 回 の

改正 に お い て 、 毎 事業年度 の 剰余金 に係 る 積 立割合 は 1 0 分 の 1 以 上 か ら 5 分

の 1 以 上 に 引 き 上 げ ら れ る と と も に 、 積 立 限度 は 、 出 資 総額 の 2 分 の 1 以 上 か

ら 出 資総額以 上 に 引 き 上 げ ら れ 、 財政力 の 強化 、 支 払能力 の確保 が 図 ら れ た 。

4 ) 共 済 計理人 の 活用 に 関す る 規 定 ( 6 0 条 の 1 1 )

今 回 の 改正 で は 、 契約 が 長期 に わ た る も の で 、 共済 規約 の設計 に お い て 共済

数理 の 知識お よ び経験 を 必要 と す る 場合や 、 契約者割戻 し を 行 う 場合 に は 、 共

済計理人 の 選任 を 義務づ け 、 責任準備金 の積立 の 妥 当 性や割戻 し の 公正性 に 関

し て 意 見書 の提 出 を 義務付 け る こ と と な っ た 。

5 ) 支払 余 力 比 率 の 導入 に 関す る 規 定 ( 5 0 条 の 5 )

共済事業 の財務健全性 を確保す る た め 、 一 定規模以 上 の 共済事業 に つ い て 支

払余力 比率 を 定 め 、 同 比 率 に も と づ く 経営 の健全性確保 の た め の 改善計画 の提

出 お よ びそ の 実行命令 な ど の 行政庁 に よ る 早期 是正措置 を 導入す る こ と と し た 。

6 ) 透 明 性 の確保 と 外部 か ら の 監視 に 関 す る 規定 ( 3 1 条 の 8 、 5 3 条 の 2 )

新 た に 組合 に加入 し 、 契約 を 締結す る 組合員 等 に 広 く 業務お よ び財産 に 関 す

る 情報 を 提供す る た め 、 そ れ ら に 関 す る 説 明 書類 に つ い て公衆縦覧 を 義務づ け

る こ と と し た 。 ま た 、 負 債額が 一定以 上 の 共済事業 を 実施す る 組合 に つ い て は 、

外部 の公認会計士 ま た は監査法人 に よ る 監査 を 義務 づ け る こ と と し た 。

7 ) 契約締結時 に お け る 禁止行為 に 関 す る 規定 ( 1 2 条 の 2 第 3 項 )

共 済事業 が適正 に 行 われ る に は 、 組合員 が 生協 の推進担 当 者か ら 十分 かつ適

切 な 情報 を 得 た 上 で 、 契約締結 に い た る 必要 が あ る 。 そ れ に 資す る た め 、 従 来
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は 、 厚 生 労働省 の 通知 に も と づ く 行政指導 と い う 形 で行 われ て き た 共済 の 推進

に 際 し て の 禁止行為 に つ い て 、 保 険業法第 30 0 条 ｢ 保 険契約 の 締結又 は募集 に

関 す る 禁止行為 ｣ 1 4 を 準用 す る と い う 規定 が 設 け ら れ た 。

8 ) 共 済契約 に か か わ る 契約 条件 の 変 更 ( 5 3 条 の 4~ 5 3 条 の 1 5 )

今 回 の 改正 に よ り 、 共 済 契約 に お い て も 保 険契約 同様 、 契 約 条件 の 変 更 、 具

体 的 に は 、 ｢ 経営破綻前 の 予定利 率 引 き 下 げ等 ｣ が 可能 と な っ た 1 5 。

以 上 の よ う な 法改正 が 、 同 法 の 規制 対象 で あ る 生協共済 に 及 ぼす影響 と し て 以

下 の 点 が 考 え ら れ る 。

第 1 に 、 兼業禁止 、 諸 準備金 の 充実 、 共済 計理人 の活用 、 支払余 力 比 率 の 導入

等 に よ っ て 、 確 か に 生協共済 の財務体質 が 強化 さ れ る こ と は 予測 で き る 。 し か し

な が ら 、 特 に 諸 準備金 の 充実 、 支 払 余 力 比率 に よ る 早期 是正措置 に よ り 、 従 来 、

そ の 特徴 と し て 指摘 さ れ る こ と の 多 か っ た 『 共済契約者へ の 割 戻金 の 高 さ ｣ 1 6 が

一 部抑 制 さ れ る 結果 と な ろ う 。 そ の 点 、 組合員 へ十分 な説 明 を 行 い 、 理解 を 得

て 、 生 協共済 か ら の 脱退 を 防 ぐ 必要 が あ ろ う 。

L 4 本 規 定 に 関 す る 詳 細 な 議論 は 、 江澤 [ 2 0 0 4 ] 参 照 。

1 5 保 険 契 約 の 場 合 に つ い て は 、 江澤 [ 2 0 0 7 ] p p . 3 3 2- 3 3 5 参 照 。

1 6 以 下 、 ｢ 割 戻 率 ｣ を 団 体 ･ 会 社別 に 掲 げ る ( い ずれ も 2 0 0 6 年 度 末 の 数 字 ) 。

･ 全 労 済 … 割 戻金総額 5 0 6 億 円 と 火 災 共 済 の 利 用 割 戻金 2 3 億 円 を 合 計 し て 5 2 9 億 円 、 受 入

共 済掛金 5 , 8 9 8 億 円 で 、 割 戻 率 9 . 0 % ( 『 全 労 済 フ ァ ク ト ブ ッ ク 2 0 0 7 年 版 』 p . 1 0 ) 。

･ 全 国 生 協 連 … 割 戻 準備金繰入額 1 , 3 3 0 億 円 、 受 入 共済掛金 4 , 1 5 4 億 円 で 、 割 戻 率 3 2 . 0% ( 『 全

国 生 協 連 ･ 県 民 共 済 グ ルー プ の 現状 20 0 6 年 度 』 p . 2 7 、 p . 4 0 ) 。

･ C 0 ･ OP 共 済 … 生命 ･ 住 宅 災 害 共 済 、 こ ど も 共済 の 利 用 割 戻金 1 0 0 億 円 と 定 期 生命 共済 の

割 戻金 4 1 億 円 を 合計 し て 1 4 1 億 円 、 受 入共 済 掛金 7 3 4 億 円 で 、 割 戻 率 1 9 . 2 % ( 『 C 0 ･ OP 共

済 事 業 の ご報告 2 0 0 7 』 p . 9 、 p . 4 3 ) 。

･ 全 共連 … 割 戻 準備 金繰入額 1 , 0 2 3 億 円 、 受 入 共 済掛金 4 兆 6 , 5 3 2 億 円 で 、 割 戻 率 2 . 2 % ( 『 J

A 共 済 連 の 現状 2 0 0 7 』 p p . 7 5 一 7 6 ) 。

･ 日 本 生命 … 社員 配 当 準備金 2 , 3 9 7 億 円 、 保 険 料収入 4 兆 8 , 5 4 3 億 円 で割 戻 率 4 . 9 % ( 『 日 本

生命 の 現 状 2 0 0 7 』 p . 8 4 、 p . 8 7 )
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第 2 に 、 契約締結 時 の 契約者保護 の た め に 、 保 険業 法第 30 0 条 を 準用 し て 、 ｢ 共

済 契約 の締結又 は共済 の 募集 、 す な わ ち 推進 に 関 す る 禁止行為 ｣ が 法定 さ れ た 点

を 取 り 上 げ た い 。 かつ て の厚生労働省 の 通知 に も と づ く 行政指導 と い う 形 か ら さ

ら に進 ん で 、 組合やそ の役職員 な ど に 対 し て 、 共済 契約 の締結等 に 関 し て 共済契

約者等 に 対 し て 虚偽 の こ と を 述べ る こ と を 禁止す る な ど 、 共済推進 時 の行為 規制

を 設 け る と と も に 、 共 済契約 の締結 の 代理 ま た は媒介 を 行 う 者 を 法令上位置づ け 、

こ れ ら の 者 に つ い て も 当 該行為 規制 を 適用 す る こ と に よ り 、 共 済事業 の健全 な 運

営 を 図 る こ と と し て い る 。

生 協共済 の 推進 は 、 組合員 が 自 主 的 に 参加 し て い る 。 た と え ば全労済 の 場合 、

職場 で は 、 組合員 の組織 と し て 、 労働組合や事業所 を ｢ 協 力 団 体 ｣ と し て 、 労働

組合員や従業員 に 全労済 ･ 共 済 の 紹介や各種手続 き を 行 い 、 地域 で は 、 全 労済 に

｢ 共感 ｣ し た者 を ｢ 地域推進員 ｣ と し て 登録 し 、 地域住 民 に 対 し て 全労済 ･ 共 済

の 紹介や各種手続 き を 行 っ て い る 1 7 。

ま た 日 生 協 を そ の 中 心 的組織 と す る CO - OP 共済 の加入 に 際 し て は 、 主 に 商 品

を 配達 ( 共 同購入や個別配達 ) す る 職員 や店舗で働 く 職員 が 窓 口 と な っ て い る 。

組合員 は 、 配達商 品 を 受 け 取 る と き や 、 店舗 に 来店 し た 際 に 、 CO - OP 共済 に つ

い て 加入手続 き や 問合せ を す る こ と が で き る 1 8 。

こ う し た 組合員 に よ る 自 主 的 な 推進 に つ い て は 、 生 協 の 活動 の 特徴 と し て 維持

さ れ る 必要 が あ ろ う 。 そ れ と 同 時 に 、 推進現場で働 く 職員等 の 意識改革 、 そ の 裏

づ け と な る 推進行為 に 関す る 教育体制 の整備 が 強 く 要請 さ れ る 。

以 上 の よ う な 新生協法 の 規定 を概観す る こ と に よ り 、 い ずれ に し て も 、 保 険業

法 と 生協法 が 規制 レベル の 平灰 を 一 定程度合 わせ る こ と が で き た と 評価 で き よ う 。

1 7 『 全 労 済 フ ァ ク ト ブ ッ ク 2 0 0 7 年 版 』 p . 3 6 以 下 参 照 。

1 8 『 c o ･ op 共 済 事 業 の ご報 告 2 0 0 7 』 p . 1 9 以 下 参 照 。 な お 、 2 0 0 7 年 u 月 3 0 日 付 生 協 共

済研究会 資料 に よ れ ば 、 日 本 生 協 連 の 共 済推進 は 、 ｢ 共 同 購入 ･ 個 配 チ ャ ネ ル ｣ で 、 2 0 0 4 年

度 デ ー タ で 新規 契 約 の 約 7 7 % を 占 め 、 会 員 生 協 の 店舗 で 来 店 し た 組合員 に 対す る 加 入推進 は 、

同 じ く 2 2 % で あ る 。
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W .今 後 の 会社保険 と 協 同組合保険 の境界 に つ い て

-協 同 組合保 険 の ア イ デ ン テ ィ テ ィ ー発揮 の 可能性-

社団 法人 日 本共済協会 『 フ ァ ク ト ブ ッ ク 2 0 0 7 日 本 の 共済事業 』 に お い て 、 共

済事業 は 、 ｢ 協 同 組合 が保険 の し く み を 使 っ て 行 う 保 障事業 ｣ と 説 明 さ れ て お り 1 9 、

会社保 険 も 協 同組合保 険 も 、 そ の 事業 内 容 が ｢ 保 障 の 提供 ｣ で あ る と い う 点 で は

共通 し て い る 。 上 述 の 法規制 の 変 更 か ら み て も 、 協 同 組合保険 は 、 も は や会社保

険 の out s 1 d e r で は な く 、 co肛p e t 1 t o r で あ る 2 0 。 問 題 は 、 株式会社 ま た は相 互会

社 が 経営主体 と な る ｢ 会社保 険 ｣ と 、 共 済 と 呼 ばれ る ｢ 協 同 組合保 険 ｣ の 境界 の

存在 の 有無 、 あ る い は 、 そ の位置づ け で あ る 。

国 際協 同組合 同 盟 ( I CA) 声 明 2 戴こ よ れ ば 、 ｢ 協 同組合 は 、 そ の組合員 に よ り 管

理 さ れ る 民主 的 な組織 ｣ で 、 ｢ 組合員 は そ の 政策決定 、 意志決定 に積極的 に 参加す

る ｣ ( 同 第 2 原則 ) も の と さ れ る が 、 一 方 で 、 そ れ が 大規模化す る に つれ 、 加 入

者 の 結合 は 間接的 と な り 、 自 治意識 は希薄化 し て ゆ く と い う 可能性 も 指摘 さ れ る 。

ま た 、 制 度 共済 に よ っ て は 、 そ の 加入手続 き に お い て 、 新 聞 等 に 折 り 込 ま れ た加

入 申 込書 に 署名 し 、 同 時 に 掛金 の 振替 口 座 を 指定 し て 返送す る と い っ た仕組み が

と ら れ て い る 。 こ う し た 手続 き か ら み て 、 共 済 団 体 で あ る 協 同組合 に 対 し 、 契約

者 が ロ イ ヤ ルテ ィ を も ち う る か と い う 疑 問 も 生 じ う る 2 2 。

以 下 で は 、 保 障 の 提供 と い う 会社保険 と 共通 の 事業 内 容 を 有す る 制 度共済 が 、

1 9 同 書 p . 4 参 照 。

2 0 ｢ そ れ ぞ れ の 保 険機 関 が 独 自 の 存 在 理 由 を 強調 す る こ と は 自 由 で あ る が 、 し か し 、 ど れ が

本 筋 で ど れ が ア ウ ト サ イ ダ ー か 、 と い う 色 分 け は あ り 得 な い 。 保 険 と 共 済 は 保 障 の 観 点 か ら

は 対 等 で あ る 。 ｣ 田 村 [ 2 0 0 8 ] p . 1 6 6 .

2 1 ｢ 協 同 組合 の ア イ デ ン テ ィ テ ィ に 関 す る I CA 声 明 ｣ ( 1 9 9 5 年 対こ お け る 協 同 組 合原 則 と は 、

第 1 原 則 : 自 発 的 で 開 かれ た 組合員 制 、 第 2 原 則 : 組 合員 に よ る 民 主 的 管理 、 第 3 原 則 : 組

合員 の 経 済 的 参 加 、 第 4 原 則 : 自 治 と 自 律 、 第 5 原 則 : 教 育 、 研修 、 お よ び 広報 第 6 原 則 :

協 同 組 合員 間 の 協 同 、 第 7 原 則 : 地 域社会 へ の 関 与 、 で あ る 。 ( 岡 田 [ 2 0 0 8 ] p . 1 2 3 )

2 2 水 島 [ 2 0 0 6 ] p . 1 2 5 参 照 。
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な お組合員 に よ る 相 互扶助制 度 と し て の ア イ デ ン テ ィ テ ィ ー を 打 ち 出 す と すれ ば 、

具体的 に は 、 ど の よ う な 点 に 努 め る べ き か 、 主 と し て 全労済 、 全 国 生協連 、 日 生

協 と い っ た 、 い わ ゆ る 大規模生協共済 を 例 に 検討す る こ と と し た い 。

以 下 、 ｢ 組合員 へ の 契約推進 の 枠 を 超 え た 共済 ･ 保 険 に 関 す る 幅広 い 学習機会 の

提供 ｣ 、 『 共 済契約者 か ら の 意 見反 映 を 通 じ た ｢ 間 接 的 自 治 の 実現確保 ｣ の 2 点 に

つ い て 延べ る こ と と す る 。

( 1 ) 共 済組合員 へ の 契約推進 の 枠 を超 え た 共済 ･ 保 険 に 関 す る 幅広 い学習機会

の提供

1 ) 意義

た と え ば 、 消 費 生活協 同組合法 2 条 に は 、 生 協 が 備 え る べ き 要件 と し て 、 『 組

合員 の 生活 の 文化 的経済 的 改善 向 上 を 図 る こ と の み を 目 的 と す る こ と ｣ が 挙 げ ら

れ て い る 。 こ の 目 的 を 共済事業 と い う 分 野 で果 そ う と すれ ば 、 そ れ を 営 む 主体 と

し て の 生協 ( あ る い は連合会 ) は 、 単 に 契約推進 の た め に 共済 に 関 す る 説 明 ･ 情

報提供 を行 う だ け で は な く 、 組合員 の 生活保 障 に 関す る ｢ 経済 的 改善 向 上 ｣ と い

う 視 点 の 下 、 他 の 共済 、 あ る い は保険商 品 に 関 す る 情報 を 幅広 く 提供 し 、 あ る い

は 、 ま た そ う し た 学習機会 を 積極 的 に設 け る べ き で あ る 。

筆者 は別稿 2 3 に お い て 、 保 険募集行為 は 2 重 の 構造 に な っ て い る と の認識が 重

要 で あ る と 主 張 し た 。 す な わ ち 、 1 つ は ｢ 全社共通部分 ｣ で 、 保 険へ の ニ ー ズ を

喚起 し 、 そ れ を 質 的 ( 保 険種類 ) 、 量 的 (保 険金額 、 保 険料 の 大 き さ ) に 明 確 に

さ せ る プ ロ セ ス で あ る 。 こ れ は特定会社 の 特定商 品 の購入 に 直接結びつ く も の で

は い が 、 そ れ は募集行為 の今 1 つ の 構成要素 で あ る 、 『 自 社商 品 販売促進部分 ｣

に 、 そ れ は募集行為 の 今 1 つ の構成要 素 で あ る 、 ｢ 自 社 商 品 販売促進部分 ｣ に と

り 不 可欠 な 前提 と な っ て い る 。 こ う し た 区分 を 考慮す る と き 、 非 営利 を 原則 と す

る 協 同 組合 で あ れ ば 、 こ の ｢ 全社共通部分 ｣ を 契約推進 の 枠 を 超 え て さ ら に積極

的 に推 し 進 め る こ と が 期待 さ れ る 。

個 別事例 を 挙 げれ ば 、 CO - OP 共済 の ホ ー ム ペー ジ に ｢ 共 済事業 の め ざす も の ｣

と い う 6 か条 か ら な る 方針表 明 が あ り 、 そ の 4 か条 目 に 『 私 た ち は 、 組合員 が 共

2 3 江 澤 [ 2 0 0 4 ] p . 2 0 参 照 。
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済や保 険 に つ い て 学び あ え る 機会 を つ く り 、 く ら し に 役 立つ保 障 の 選択 が で き る

力 を 養 い ま す 。 ｣ と あ る 。 こ う し た 方針 を よ り 積極 的 に 推 し進 め る こ と が 、 共 済事

業 を 実施す る 生協 の 存在意義 と い え る 。

2 ) 現状 で の 取 り 組み

こ う し た 取 り 組み の 現状 を 以 下 に概観す る 。

第 1 が 、 全 労済 に お け る ｢ 生活保障設計運動 と 生活保 障プ ラ ン ナ ー の養成 ｣ で

あ る 2 4 。 生活保 障設計運動 と は 、 組合員 各 人 が 自 分 の ラ イ フ ス テ ー ジ を あ ら た め

て 認識 し 、 自 ら に 合致 し た あ っ た ラ イ フ プ ラ ン (保 障計画や資金計画等 の 生活設

計 ) を 、 組合員 自 ら 立案 で き る よ う 、 保 険や共済 と い っ た 保障分野 に と ど ま ら ず 、

生活 関 連情報 の提供や相 談活動 を 通 じ て 幅広 く サ ポ ー ト す る 活動 で あ る 。 こ れ は

特 に職域協力 団 体 ( 労働組合や職域 の 共済会 ) に お い て 特 に積極展 開 さ れ て い る 。

す な わ ち 、 公 的 な F P 資格 を 有す る 全労済職員 が 、 同 団 体 の 福利厚生担 当 者 ･ 労

働組合執行部 を 対象 に F P 単元 に 準拠 し て ラ イ フ プ ラ ンや 関連知識 に 関 す る 講座

を 開 催 し 、 ｢ 生活保 障 プ ラ ン ナ ー ｣ と し て 養成す る も の で あ る ( 2 0 0 7 年 9 月 末現

在 、 修 了 者 は全 国 で約 9 , 0 0 0 名 ) 。 こ の ｢ 生活保障プ ラ ン ナ ー ｣ が 、 個 別 の組合

員 か ら の 質 問 に 対応す る 。

こ の 全労済 の 取 り 組み に は 、 さ ら な る 量的拡大 を 求 め る と 共 に 、 い わ ゆ る 地域

組合員 に も 浸透 を 要請 し た い 。 こ く み ん 共済 の 取扱 い 開 始以 降 四 半世紀 を 経 て 、

同 団 体 に お い て 地域 の 組合員 の 重要性 は 、 職域組合員 と 同様 あ る い は そ れ 以 上 に

高 ま っ て い る と 考 え ら れ る 。 ま た こ く み ん 共済 が 、 不 特定多数 を 対象 に銀行窓 口

で加入 を 受 け 付 け る と い う 特徴 か ら み て 、 共 済 事業 の利 点 で あ る 共済加入者 の 共

済 団 体 に 対す る ロ イ ヤ ルテ ィ を 大 き く 期 待 し 得 な い と の 前述 の よ う な批判 に鑑み

て も 、 そ う し た努力 を 払 う べ き で あ ろ う 。

取 り 組み の 第 2 の 例 は 、 コ ー プ共 済 の ｢ ラ イ フ プ ラ ン ニ ン グ活動 ｣ 2 5 で あ る 。

こ れ は 、 組合員 が く ら し の 保 障や ｢ お金 ｣ に つ い て 学ぶ活動 と さ れ て い る 。 中 心

的 な テ ー マ で あ る ｢ 保 障 の 見 直 し ｣ で は 、 組合員 に と っ て 真 に 必要 な保障 を 自 ら

2 4 『 全 労 済 フ ァ ク ト ブ ッ ク 2 0 0 7 年 版 』 p . 2 7 以 下 参 照 。

2 5 『 c o ･ o p 共 済 事 業 の ご 報 告 2 0 0 7 』 p . 2 3 以 下 参 照 。
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選択す る 力 を つ け る 手助 け を し て い る 。

日 生 協 で は 、 こ の 活動 の 担 い手 と し て 、 組合員や職員 を 対象 に 『 ラ イ フ プ ラ ン ･

ア ド バ イ ザー ( L P A ) ｣ を 養成 し て い る 。 L P A 養成セ ミ ナ ー の 受講者 は 、 日 本

生協連所定 の 講座で ラ イ フ プ ラ ン ニ ン グや保 険 、 税金 、 金融等 に つ い て 総合 的 に

学習 し 、 修 了 後 L P A と な る 。 2 0 0 6 年度末現在 で L P A は 1 , 8 4 1 名 で 、 全 国 の 生

協 で活躍 し て い る 。 こ の LPA が 、 前述 の 組合員 向 け の ｢ 保 障 の 見 直 し 学習 会 ｣ な

ど の 企画 ･ 運営 お よ び講 師活動 を 行 っ て い る 。 こ の 事例 に お い て も 、 少 子 ･ 超 高

齢社会 に お い て 、 組合員 の ラ イ フ プ ラ ン に 関 す る ナ ビ ゲー タ ー と な る べ く 、 そ の

活動 内 容 を 質量 と も に さ ら に 充 実 さ せ る 必要 が あ ろ う 。

以 上 、 全 労済 は ｢ 生活保障 プ ラ ン ナ ー ｣ 、 日 生協 は 、 ｢ ラ イ フ プ ラ ン ･ ア ド バ イ

ザー ｣ と い っ た 独 自 の 資格 を 設 け 、 当 該資格 を 保持す る 組合員 が 、 他 の 組合員 に

生活保障全般 、 税金 、 金融等 に 関 す る 啓蒙 を 行 う と い う 形 を と っ て い る 。 こ こ で

1 つ 留意すべ き こ と は 、 保 障 の 見 直 し に お い て 、 組合員 の既契約 が 他 の保 険会社

の も の で あ る 場合 に 、 前述 の保険業法第 30 0 条 の 1 項 4 号 の ｢ 不 利 益 と な る べ き

事実 の 不告知 に よ る 乗換募集 ｣ あ る い は 同 項 6 号 の ｢ 誤解 さ せ る お そ れ の あ る 商

品 比較情報 の 提供 ｣ と い っ た 事態 を 発生 さ せ な い と い う こ と で あ る 。

( 2 ) 共 済 契約者 か ら の 意 見反映 を 通 じ た ｢ 間 接 的 自 治 ｣ の 実現

生協共済 の 契約者 は 、 自 ら の 意 見 が 、 頻繁 かつ迅速 に 共済運営や共済契約 の 内

容 に 反 映 さ れ て は じ め て 、 生 協 共済 の 『 民 主 的運営 ｣ を 実感す る と 考 え ら れ る 。

そ う い う 意 味で は 、 組合員 の 意見 吸収 ･ 反 映 の仕組み の 完成度 が 、 そ の ま ま ｢ 共

済 ら し さ ｣ の 尺度 に な る と い え る 。

1 ) 全 労 済 の 場合

実際 の 取 り 組み と し て 、 ま ず 、 全 労済 が 2 0 0 年 5 月 か ら 実施 し て い る 業務改善

活動 を 同 会 の ホ ー ム ペ ー ジ か ら み て み る 。 『 お 客様 の 声 ｣ に 対す る 改 善実績 は 、 以

下 の と お り で あ る 。

･ 2 0 0 5 年度 に お け る ｢ お 客様 の 声 ｣ 1 7 , 1 7 4 件 に 対 し 業務改善 45 件 (0 . 2 6 % )

･ 2 0 0 6 年度 に お け る ｢ お 客様 の 声 ｣ l o , 8 3 2 件 に 対 し 業務 改善 47 件 (0 . 4 3 % )

･ 2 0 0 7 年度 ( 6 ~ 9 月 ) に お け る ｢ お 客様 の 声 ｣ 3 , 0 2 0 件 に 対 し 業務 改善 1 2 件



【 平成 20 年度 日 本保険学会大会 1

共通論題 ｢いま保険 と は何かを考え る ｣

レジュ メ : 江澤雅彦

(0 . 4 0 % )

要 望数 に 対す る 業務 改善実行数 が 、 1 % を 割 っ て い る と い う こ の 実績 か ら 判 断

し て 、 契約者 か ら の 意 見 に対す る 業務 改 善 の 態勢 に は 、 改 善 の 余 地 が 大 き く 残 さ

れ て い る と い わ ざ る を え な い 。 2 0 0 6 年 4 月 に 役員 が 委員 を 兼 ね て ｢ お 客様満足 の

向 上 に 向 け た 業務改善推進委員会 ｣ を 設置 し 、 2 0 0 7 年 1 0 月 か ら は ｢ 全 労済 業務

改善 向 上委員会 ｣ と 改組 し た と の こ と で あ る が 、 こ う し た 措置 が 実効性 を 伴 う こ

と を 期 待 し た い 。

次 に 、 連合会 と し て の 全労済 を組織す る 各 県共済生協 の 中 で 、 一 般組合員 か ら

の 意 見 が 吸 い 上 げ ら れ る 場 と 考 え ら れ る の が ｢ 地 区集会 ｣ で あ る 。 こ れ は 、 総 代

会 の審議事項 (決算報告 、 活 動 方針 ) や共済制 度 の 開 発 ･ 改 定等 の 重要 な 課題 に

つ い て 説 明 ･ 意 見 交換 を も と に 、 総代会 ･ 理事会 の 審議事項等へ の 意見反 映 を 行

う も の で あ る ( 2 0 0 7 年 開 催 回数 ･ 出 席者数 ( 全 国 ) 6 2 5 回 1 7 , 7 8 7 名 参加 ) 。

2 ) 全 国 生協連 の 場合

各都道府県 民共済 に お い て は 、 パ ン フ レ ッ ト を 届 け て い る 普及員 が 、 地域 か ら

直接受 け て く る 意 見 ･ 要 望や 日 常 の 電話対応 に お け る 組合員 か ら の 声 を 集約 し 、

そ れ を 連合会へ要望書 と し て 提 出 す る 。 ま た 、 定期 的 に 組合員集会 を 開 催 し 、 直

接 、 共 済事業 に 対す る 意 見 ･ 要 望 を聴取 し て 連合会へ 同 じ く 要 望書 を提 出 す る 。

そ の 他 、 連合会 主導 の 取 り 組み と し て 、 商 品 開 発 ･ 制 度 改正 の 参考 と す る た め 、

一 定期 間 の 新規契約者 に 対 し 、 必 要 と す る 保 障 内 容 、 保 障額 、 共済金額 に つ い て

ア ン ケ ー ト を 実施す る 。

3 ) C O - OP 共済 の 場合

第 1 が 、 組合員 モ ニ タ ー 制 度 で あ る 。 全 国 で約 400 名 の CO - OP 共済モ ニ タ

ー が 登録 し て い る 。 商 品 開 発 を 行 う 際 は 、 組合員 に モ ニ タ ー に ア ン ケ ー ト を と り 、

C O - OP 共済 に 対す る 要望や意見 、 あ る い は新商 品 案 に つ い て の感想 ･ 意 見 等 を

モ ニ タ ー か ら 集約 し て い る 。

第 2 が 、 前述 の ｢ 保 障 の 見 直 し 学習 会 ｣ の 利 用 で あ る 。 そ こ に 、 商 品 開 発担 当

者 が 出 席 し 、 C 0 ･ OP 共済 に 関 す る 要望や意見 の 聞 き 取 り を お こ な う 。 ま た 、 組

合員 か ら 個 別相 談 を 受 け る 。
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第 3 が 、 日 生 協 が 設置 し た ｢ 組合員 の 声推進室 ｣ で あ る 。 こ こ で は 、 組合員 か

ら の 苦情 ･ 相 談 を 直接受 け 付 け 、 そ れ ら を 分析 し 、 多発案件や重要案件 は商 品 改

定 に活 か し て い る 。

4 ) 契約者 か ら の 意見反映 に よ る 商 品 改 善 の 例

全労済 ホ ー ム ペ ー ジ で は 、 全 労済 が 契約者 か ら の 意 見 を 反映 さ せ て 商 品 を 改 善

し た 例 を 見 る こ と が で き る 。

た と え ば 、 ①電話以外 で の 共済金請求可能 にす る と い う 要望 に 対 し て は 、 ホ ー

ム ペー ジ で対応可能 と し た り 、 ② ｢ 落書 き ｣ 等 に よ る 車両損害担保 の 要望 に は担

保範囲 を 拡大 し 、 ③ こ く み ん 共済 の キ ッ ズ タ イ プ の 入院保障拡充 の 要望 に 対 し て 、

限度 を 36 5 日 に 拡 大 し 、 ④ マ イ カ ー 共済 で 自 転車運転 中 の 対人賠償 を 要望す る 意

見 に対 し 、 マ イ カ ー 共済 に 特約 を 設定す る こ と と し た 。

そ の 他 、 C0 ･ OP 共済 で は 、 日 頃 か ら 組合員 と 接 し て い る 生協 の職員 を 通 じ て

組合員 の 声 が 寄せ ら れ 、 こ う し た 声 を 商 品 開 発 に 生 か し て い る 。 2 0 0 6 年 9 月 に は 、

｢ ジ ュ ニ ア 1 8 コ ー ス ｣ に 関 し て 、 複数 の 会員 生協 の職員 ( 共 済部 局職員 、 共 同

購入お よ び店舗 の 推進担 当 職員 ) 合計 2 7 4 名 か ら 報告 さ れ た 告知 に よ り 謝絶 の 対

象 と な っ て い た 疾病 ( ぜ ん そ く 、 中 耳炎 、 斜視 、 扁桃炎等 ) に つ い て 、 そ れ ら を

免 責 と し た 上 で契約 を 引 き 受 け る と い う 、 加 入 引 受基準 の緩和 が 実施 さ れ た 。

一般 に 共済契約 は保 険契約 同様 、 附合契約性 を 有 し て い る 。 大 量 の 契約 を 迅速

に 処理す る た め に 共済契約 も 定型化 、 標 準化 さ れ た も の と な っ て い る 。 し た が っ

て 、 共 済契約 を締結す る 際 、 契約者 は具体的 な 契約 内 容 に つ い て 共済者 と 自 由 に

交渉す る 余 地 は ほ と ん ど残 さ れ て お ら ず 、 契約者 は共済者 が 一方 的 に 作成 し た 契

約 内容 を 総 て 受 け 入れ る か 、 契約締結 を 断念す る し か な い 。 上述 の よ う に 、 商 品

の 内 容 改善 の た め に 、 契約者 の 要望 の う ち 実行可能 な も の が 、 迅速 に 取 り 入れ ら

る 態勢 が さ ら に整備 さ れれ ば 、 附合契約性 の も つ 契約者側 に と っ て の 不利 益 を 一

部是正す る こ と が 可能 と な る 。

以 上 、 大 規模共済 の ア イ デ ン テ ィ テ ィ ー発揮 の た め の 運営努力 と し て 、 共済 ･

保 険 に 関 す る 学習機会 の積極的提供 、 共 済契約者か ら の 意 見反 映 を 通 じ た 『 間 接

的 自 治 ｣ の 実現 2 つ の 観点 か ら 現状 を概観 し た 。 特 に 後者 に つ い て は 、 全 労済 ホ
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一 ム ペー ジ で の 改善実施率等 か ら み て も 今後 さ ら に 真剣 に 取 り 組む 必要 が あ る 。

ま た 、 実 際 こ う し た 取 り 組み は 、 民 間 保 険会社で も 行 わ れ て い る 。 た と え ば 日

本生命 で は 、 全 国 の 支社 ･ 営 業部 ･ ラ イ フ プ ラ ザ等 で 、 来 客 時 ･ 電話対応 時 に 寄

せ ら れ る 契約者か ら の 意見 ･ 要望等 の 中 か ら 、 改 善すべ き 点 に つ い て と り ま と め 、

月 に 1 度 、 支社等 の 会議 で検討 し 、 す ぐ に 解決で き る 課題 に つ い て は 、 営 業 第一

線 で改善対応 を行 っ て い る ( 『 お 客様 の 声 ｣ に も と づ く 改 善提案活動 ) 。 ま た 1 9 7 5

年 以 来 、 全 国 の 契約者 に 事業活動 を説 明 し 、 経営全般 、 商 品 ･ サ ー ビ ス 等 に 関 す

る 意 見 ･ 要 望 を 聞 く 場 を 設 け て い る ( ニ ッ セ イ 懇話会 ) 2 6 。 こ の 点 、 契約者 ･ 組

合員 か ら の 意 見 ･ 要 望 の 吸 い 上 げ の ス ピ ー ド 、 そ の 実効性 に つ い て 協 同組合保 険

と 会社保険 の 間 で ｢ 競争 関係 ｣ が 生 じ て い る と い え る 。 当 面 、 こ う し た 競争 の 中

で相 対 的優位 を 目 指す こ と に ア イ デ ン テ ィ テ ィ ー を 見 出 す道 が 考 え ら れ る 。

こ の よ う な 状況下 、 大 規模共済 が そ う し た ア イ デ ン テ ィ テ ィ ー を 打 ち 出 そ う と

すれ ば 、 ｢ 共 済保 障 の提供者 ｣ と し て ｢ 顧 客 ｣ と 相 対す る と い う 構 図 は望 ま し い も

の で は な い 。 具体 的 に い え ば 、 契約者等 の 意 見 ･ 要 望 に ｢ 対応 ｣ あ る い は ｢ 対処 ｣

す る と い う 姿勢 と い う よ り は 、 む し ろ そ れ ら を 自 ら 呼び込 ん で 、 経 営 資源 と し て

利 用 し 、 契約者志 向 の 経営 の た め に 資す る と い う 態度 が 望 ま れ る 。

V . む すび に か え て

前章の協 同 組合保険のアイデンティティー に 関連 して 、 社会保 険 に見 られる危 険の程

度を考慮 し な い 一律掛金 を も っ て 、 危 険 の 程度 の 低 い者 か ら 高 い者へ の ｢ 扶養性 ｣

が 実現 さ れ 、 そ れ に よ っ て 協 同 組合保険独特 の 互助 や連帯 と い っ た価値基準 が働

い て い る と の 考 え 方 も あ る 。 一律掛金か ら 生 み 出 さ れ る 内 部補助 を も っ て 組合員

間 の 相 互扶助 ･ 助 け合 い の精神 の 現れ と す る も の で あ る 。 確 か に 、 全 国 生協連 は

｢ 運 営 方針 ｣ に お い て 、 ｢ 一 律掛金 ･ 一 律保 障 ｣ を 謳 い 2 7 、 ま た 日 生協 で 7 割

強 、 全 労済 で 6 割 弱 の 掛金収入 が 一律掛金 と な っ て い る 現状 が あ る 2 8 。

2 6 『 日 本 生命 の 現状 2 0 0 6 』 p . 9 参 照 。

2 7 『 全 国 生 協 連 ･ 県 民 共 済 グル ー プ の 現 状 2 0 0 6 年 度 』 p . 4 参 照 。
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た だ し 、 こ う し た 共済 団 体 が 実施 し た ア ン ケ ー ト 調査 2 9か ら は 、 契約者 の 主 た

る 加 入動機 が ｢ 掛 け 金 の 割安 さ ｣ に あ る こ と か ら み て 、 契約者 と の 意 思 の 垂離 が

あ る こ と も 否 定 で き な い 。 こ の 点 、 共済 団 体 の 側 か ら ( 見 込 ) 契約者 に 向 け た 、

一 層 丁寧 な趣 旨 の 説 明 が 求 め ら れ る と こ ろ で あ る 3 0 。

冒 頭 の 図 表 に 示 し た と お り 、 保 有契約件数で は 、 全 労 済 、 全 国 生協連 と も 生保

最大手 の 日 本生命 を超 え 、 契 約 の 普及 ･ 浸透 と い う 面 で は ｢ 大 規模化 ｣ し 、 市 場

に お い て 見過 ごせ な い存在 に な り つ つ あ る 。 そ れ が 、 ｢ 保 険 ･ 共 済統一規制 論 ｣ の

1 つ の 論拠 に な っ て い る と 思 われ る 。

新 た な 法制度 の 下 、 こ れ ら 共済 団 体 は 、 あ ら た め て 、 協 同 組合 ｢ 保 険 ｣ を 運営

2 8 宮 地 [ 2 0 0 8 ] p p . 1 9 9 - 2 0 0 、 中 林 [ 2 0 0 8 ] p , 1 6 3 参 照 。

一 律保 険料 は 日 生 協 の 場合 、 生命 共 済 、 住 宅 災 害 共 済 、 こ ど も 共 済 で 、 総 共 済掛金 7 3 4 億 円

の 7 3 . 2 % ( 『 co ･ o p 共 済 事 業 の ご報告 2 0 0 7 』 p . 3 6 ) 、 全 労 済 の 場合 、 受 入共 済掛金 う ち 一

律 掛金 を 取 り 出 す と ( カ ッ コ 内 は 構成 比 ) 、 こ く み ん 共 済 ･ 団 生 移行 共 済 ( 2 5 . 2 % ) 、 火 災 共

済 ( 1 0 . 2 % ) 、 自 然 災 害 共 済 ( 4 . 2 % ) 、 団 体 定期 生 命 共 済 ( 1 5 . 0 % ) 、 交 通 災 害 共 済 ( 2 . 0 % )

で 、 合 計 5 6 . 6% に な る ( 『 全 労 済 フ ァ ク ト ブ ッ ク 2 0 0 7 年 版 』 p p . 3 0 一 3 5 、 p . 7 3 参 照 ) 。

2 9 2 0 0 7 年 6 月 に 行 わ れ た 全 労 済 モ ニ タ ー ア ン ケ ー ト ( 複 数 回 答 ) で は 、 全 労 済 の 共 済 へ の

加 入理 由 は 、 ①掛金 が 安 か っ た ( 8 4% ) 、 ②保 障 内 容 が 良 か っ た ( 44% ) 、 ③ 全 労 済 を 信 頼 し

て い る ( 4 1 % ) 、 ④ 自 分 に あ っ た 保 障 内 容 だ っ た ( 3 8% ) 、 ⑤ 全 労 済 が 非 営利組織 で あ る ( 3 6% ) 、

⑥ 経 営 の 安 定感 ( 3 2 % ) の 順 で あ る 。 ま た 、 全 国 生協 連 共 済 の ｢ 総 号保 障型 ｣ へ の 加 入理 由

に 関 す る ア ン ケ ー ト ( 2 0 0 7 年 1 2 月 2 0 日 現在 、 複数 回 答 ) の 結 果 は 、 ①掛金 に 対 し て 保 障 が

充 実 し て い る ( 2 1 . 5 % ) 、 ②保 障 が 8 6 歳 ま で 続 く ( 1 6 . 5 % ) 、 ③ 家族 で 入 っ て も 月 々 の 掛金 が

安 く 済 む ( 1 3 . 6 % ) 、 ④ 入 院保 障 も 死 亡 保 障 も 手厚 く な っ た ( 1 1 . 3 % ) 、 ⑤ 共 済 金 の 支 払 い が

早 い ( 9 . 8 % ) 、 ⑤ 国 や 自 治 体 の 認 可 を 受 け た 事 業 だ か ら ( 9 . 6 % ) 、 で あ る ( 宮 地 [ 2 0 0 8 ] p . 1 9 4

参 照 ) 。

3 0 ま た 、 今 回 の 報 告 で は 取 り 上 げ な か っ た JA 共 済 が 、 基 本 的 に は 個 別保 険料主 義 に よ り 運

営 さ れ て い る 実態 を み る と 、 同 共 済 も 含 め た 協 同 組合保 険 の ア イ デ ン テ ィ テ ィ ー を 考 え る 場

合 に 、 一 律保 険料 に よ る 相 互 扶助 の 実 践 と い う 考 え 方 は採 る こ と が で き な い 。
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す る 者 で あ る こ と が確認 さ れ た 。 自 ら が 、 保 険市場 の out s lde r で は な く 、 独 自 の

存在意義 、 ア イ デ ン テ ィ テ ィ ー を 主 張す る comp e t i t o r で あ る と の 認識が 重要 で あ

る 3 1 。

共 済 団 体 に お い て も 、 今 後 に 時代 に 向 け 、 自 ら の ア イ デ ン テ ィ テ ィ ー を 『 組合

員参加 と 民 主 的運営 ｣ と い っ た 抽 象 的 な 表現 で語れ た と し て も 、 そ の 具体化 は い

ま だ模索 の 時代 3 2 をこ あ る と 言 わ ざ る を 得 な い 。 前 章 で述べ た ア イ デ ン テ ィ テ ィ ー

発揮 の た め の 方策 は 、 そ の 手 が か り に 過 ぎ な い が 、 こ う し た努力 を 粛 々 と 続 け る

こ と が 、 今 後 に お い て も 大規模生協共済 が さ ら に 社会 に根付 く 、 一 見迂遠 に 見 え

る が 、 最 も 確実性 の 高 い道 だ と 考 え る 。

3 1 田 村祐 一 郎 教授 に よ れ ば 、 保 険 と 共 済 を 『 何 ら か の 上位概念 で 括 る か 、 あ る い は 国 民 の 生

活保 障 の 視 点 か ら 公 ･ 私保 険 シ ス テ ム を 含 め て ｢ 生 活保 障 シ ス テ ム ｣ と い う 呼称 の 下 に 整理

す る 方 が 分 か り やす い 。 ｣ ( 田 村 [ 2 0 0 8 ] p . 1 5 0 )

3 2 1 9 9 7 年 8 月 2 8 ･ 2 9 両 日 に 開 催 さ れ た 全 労 済 第 69 回 通 常総会 に お い て 承認 さ れ た ｢ 日 本 の

共 済 協 同 組合 の 2 1 世 紀 に お け る 協調 ･ 連 帯 構想 ｣ の 中 に ｢ 近 年 、 協 同 組合金融 で あ る 信 用 組

合 の 破綻や 、 住 専 問 題 の 発 生 、 一 部 生 協 の 運 営 と 事 業 の 失敗 な ど が 生 じ て い ま す 。 き び し い

市場 の 中 で 戦 わ ざ る を え な い 協 同 組合 に と っ て 、 経 営 の 近代化 を すす め な が ら 、 協 同 組合 と

し て の ア イ デ ン テ ィ テ ィ を 維持 し 、 組合員 参 加 と 民 主運 営 を 確保 し つ つ 、 事 業 上 の 優位性 と

独 自 性 を ど う 獲 得す る の か 、 そ れ ぞれ の 協 同 組合 と も 大 き な 模 索 の 時代 と な っ て い ま す 。 ｣ と

あ る 。 ( 『 全 労 済 フ ァ ク ト ブ ッ ク 2 0 0 7 年 版 』 p . 1 0 3 参 照 )

ま た 、 日 本 生活 共 同 組合連合会 ｢ ｢ 保 険法 の 見 直 し に 関 す る 中 間 試案 ｣ に 対す る 意 見 ｣ ( 2 0 0 7

年 9 月 ) に は 、 次 の よ う な 記 述 が あ る 。 ｢ 保 険 と 共 済 と は 、 制 度 の 理念や歴 史 的 な 沿革 を は じ

め 、 監 督 法や組織法 が 異 な っ て い る こ と か ら 、 保 険 と 同 じ 法 律 の 下 に 適 用 対象 と す る 場合 に

は 、 ま ず保 険 と 共済 に 関 す る ｢ 定 義 規 定 ｣ を 設 定す る こ と が 必 要 で す 。 そ の 点 を 曖 昧 に す る

こ と は 、 協 同 組 合 が 行 う 共 済 の ｢ 相 互 扶 助 ｣ と し て の 特 質 と 社会 的 役割 を 軽視 し た り 、 共 済

に 対す る 消 費者 の 理解 を 曖 昧 に し た り す る こ と に な る 惧れ が あ り ま す 。 ｣

ま さ に 、 『 定 義設 定 ｣ が 、 保 険 と 共 済 の 境 界設 定 で あ っ て 、 協 同 組 合保 険 の ア イ デ ン テ ィ テ ィ

ー の 確 立 の た め の 作業 で あ る 。
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保険契約 の 法的性質再考

-- 保険契約 の ( 最 大 ) 善意契約性 か ら 導 かれ る こ と --

東 北 学 院 大 学 梅 津 昭 彦

1 問題認識

本共通論題 につ い て 、 法学研究者 の 立場 、 す な わ ち 保 険 を 保 険者 と 保 険契約者

と い う 法 的 主 体 間 の 権利 義務 関係 を 基礎 と し た 契約 と し て 探求す る 立場か ら 考 え

て み た い 。 そ こ で 、 将来 を 見据 え る こ と も 含 め て ｢ い ま ｣ と い う 時代 に 保険契約

は い か に 理解 さ れ解釈 さ れ る べ き か を 、 そ の 法 的性質 に 改 め て 焦 点 を 当 て た 検討

を行 う 。 そ れ に よ り 、 保 険契約 に つ い て他 の 一般契約 と は 異 な る 性質 を 強調す る

こ と が で き れ ば 、 保 険契約 の解釈論 を 展 開 す る う え で 妥 当 な 結論 を 導 く こ と が で

き る の で は な い か と 考 え て い る 。

近 時 、 わ が 国 の 保険法学 に お い て 保険契約 の 性質論 を 強調す る こ と は 少 な く な

っ た よ う に 思 われ る 。 例 え ば 、 保 険契約 の性質 と し て 主張 さ れ て き た 善意契約性

に つ い て は 、 保 険契約 の 当 事者 は そ の 権利 の 行使お よ び義務 の 履行 は 当 然 に 『 信

義 に 従い誠実 に行 わ な け れ ば な ら な い ｣ の で あ り ( 民 法 1 条 2 項 ) 、 あ え て 保 険

契約 が 契約 当 事者 に 善意 を 要求す る 契約 で あ る こ と を 強調す る 必 要性 は な い と も

批判 で き る 1 。 確 か に 、 保 険契約 も 契約 で あ る と すれ ば 、 そ の よ う な 理解 も 無理 は

な い 。 し か し な が ら 、 保 険 が ｢ い ま ｣ と い う 社会 生活環境 に お い て そ の 必要性 と

社会 的影響 の 大 き さ が 認知 さ れ て い る と すれ ば 、 保 険契約 の 個 別 の 規定 を解釈 し

1 2 0 0 8 年 5 月 3 0 日 に 成 立 し た ｢ 保 険 法 ｣ の 立 法過程 で は 、 こ の よ う な 趣 旨 を 明 ら か に す る
総 則 的 な 規律 を 設 け る か否 か に つ い て 議論 が あ っ た が 、 か か る 趣 旨 を 明 確 に す る 内 容 の 規 定
は 設 け ら れ て い な い 。 平成 l 9 年 8 月 8 日 法 制 審議会保 険法部会 決 定 ｢ 保 険 法 の 見 直 し に 関 す
る 中 間 試案 ｣ 第 1 ( 注 2 ) 、 で は 『 保 険契 約 に 関 す る 総則 的 な 規律 と し て 、 保 険者 、 保 険 契 約
者 そ の 他 の 関 係 当 事者 は 、 保 険契 約 の 締 結 か ら 終 了 に 至 る ま で 、 信 義 に 従 っ て 誠 実 に 行 動 し 、
必 要 に 応 じ て 互 い に 協 力 す る よ う 努 め る 旨 を 定 め る こ と に つ い て は 、 な お 検討す る ｣ と し 、

『 保 険 法 の 見 直 し に 関 す る 中 間 試案 の 補 足説 明 ｣ 第 1 で は 、 ｢ こ の よ う な 規律 を 設 け た 場合 に
は 、 こ れ か ら 直 ち に 効 果 を 生 じ る も の で は な い が 、 こ の 規律 を 具 体化 し た 個 々 の 規律や 民 法
の 一 般法理 ( 権利 濫 用 ( 民 法 第 1 条 第 3 項 ) 、 公 序 良 俗違反 ( 同 法 第 9 0 条 ) 等 ) の 適 用 に つ
い て 解釈す る 際 の 指針 と な る も の と 考 え ら れ る ｣ と 指 摘 さ れ て い た 。
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そ の 適用 要件 を 検討す る 場面 に お い て 保険契約 自 体 の 法 的性質 を 強調す る こ と が

必要 で あ る と 考 え る 。 す な わ ち 、 保 険契約締結過程 ( 保 険契約成 立前 で あ る が ) 、

保 険契約 が 有効 に継続 し て い る 間 、 そ し て 具体的保 険事故 ( 給付事 由 ) が 発 生 し

た 場合 に お い て 、 保 険契約 が そ の 両 当 事者 に 権利 を 認 め 義務 を課す根拠 を そ の 契

約 の 法的性質 の 中 に 見 出 す こ と に よ り 、 他 の 一般的 契約 と の 差別化 が 必然 的 で あ

る と 考 え て い る 。 そ こ で 、 本報告 で は 、 保 険契約 の性質 の う ち 善意契約性 を 取 り

上 げ 、 わ が 国 に お け る こ れ ま で の議論 を フ ォ ロ ー し 、 特 に 伝統 的 に 保険契約 当 事

者 に ( 最大 ) 善意 を 要 求 す る 英 国 ( 米 国 ) の 理解 を 再確認す る こ と に よ っ て 、 保

険契約解釈 の こ れ か ら の 議論 に 資す る よ う な 提言 を 行 っ て み た い 。

2 わ が 国 に お け る 善意契約性 につい て の こ れ ま で の議論

( 1 ) 善意契約性説

保 険契約 の 善意契約性 に 関す る 見解 は 、 保 険契約 に射倖契約性 を 認 め る こ と を

前提 と し 、 保 険契約 は射倖契約 で あ る が 故 に 、 一般 の 契約 以 上 に信義則 ( 民法 1

条 2 項 ) が 強 く 要請 さ れ 、 そ の 善意性 が認 め ら れ る と す る も の で あ る 。 す な わ ち 、

大森博士 は 、 ｢ 保 険制 度発達の初期 以 来 、 あ る い は保険制 度 が 不 法 な 賭博 的行為 に

悪用 せ ら れ 、 あ る い は保険取 引 に 際 し て 不信 ･ 不公正 な詐欺 的行為 が 流行 し た こ

と は 、 保 険制 度 の歴史上顕著 な と こ ろ で あ り 、 と く に 保 険契約 の 善意契約性 が 強

調せ ら れ た の も 、 こ れ ら の 事情 と 関連 し て い る と 考 え ね ば な ら な い 。 し か も 保 険

制 度 が 賭博 的 に悪用 せ ら れ た り 、 ま た保 険取 引 に 際 し て 不 信 ･ 不公 正 な 行為 が行

われ た の は 、 保 険制 度 に と っ て 偶然 的 な 現象 で は な く 、 む し ろ 保 険契約 の構造そ

の も の の 内 部 に 、 や > も すれ ば こ の よ う な 行為 に 悪用 せ ら れ易 い よ う な 特殊 な構

造が 内 在 し て い る こ と を 見逃 し て は な ら な い 。 こ の 特殊構造 を 明 確 にす る 意 味 で 、

保 険契約 の 善意契約性 を 強調す る こ と は決 し て 無意味 で は な い と 考 え る ｣ 2 と 主 張

さ れ た 。 そ し て 、 ｢ 射倖 契約 に あ っ て は 、 当 事者 の授受す る 具体的 給付 の 双互 の均

2 大 森 忠 夫 ｢ 保 険 契 約 の 善意 契約性 ｣ 『 保 険契 約 の 法 的 構造 』 ( 有 斐 閣 ･ l 9 5 2 年 ) ( 以 下 、 大 森 ･
善 意 契 約 性 ) 1 7 3 ‐ 7 4 頁 。 な お 、 引 用 文 の 旧 字 体 は 現代 通 用 字体 に 改 め た こ と を お 断 り し て お
く ( 以 下 に 同 じ ) 。
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衡 関係 は偶然 の事実 の 経過如何 に よ っ て 左右せ ら れ る 結果 ｣ 、 ｢ 相 手方 の 不知 に 乗

じ て 契約 を締結 し た り ｣ 、 ｢ 不 信行為 が行 われ る こ と が 考 え ら れ ｣ 、 ｢ 問 題 と な る 事

実 の 不 可測 性や 偶然性 の 程度 が 当 事者双方 に と っ て 平 等 で あ る こ と が 要 求 さ れ

る ｣ の で あ り 、 ｢ 射倖契約 と し て の 構造そ の も の 故 に 、 当 事者 の 相 手方 に対す る 『 善

意 』 な い し 『 信義誠実 』 を 確保す る た め の 具体 的 な 特殊法則 が 要請せ ら れ る ｣ 3 と

述 べ て お ら れ た 4 。

以 上 の よ う な 大森博士 の 見解 か ら 、 当 該契約 に認 め ら れ る 特殊 な構造が 当 事者

に 対 し 信義則 を 強 く 要請す る 契約 が 善意契約 で あ り 、 保 険契約 は善意契約 で あ る

と 理解で き る 5 。

そ こ で 、 保 険契約 に 関 す る 特有 の 法則や法制度 の 意 味 を 正確かつ十分 に 理解す

る た め に は 、 保 険契約 の 善意契約性 の理解か ら 出発す る こ と が 必要 で あ り 、 ま た

少 な く と も そ れ が 適 当 で あ る 場合 と し て 、 特 に保 険契約者側 に 告知 義務 ( 商 法 6 4 4

条 、 6 4 5 条 、 6 7 8 条 ) 6 、 通 知 義務 ( 商 法 6 5 8 条 、 6 8 l 条 ) 7 、 損 害 防止義務 ( 商

3 大 森 ･ 善 意 契 約 性 1 7 6 頁 。

4 大 森博 士 は 、 ｢ 射 倖 契 約 ｣ と は 、 『 実 定契 約 ( c o n t r a t c o m m u t a t i f ) に 対 立 す る も の と し て 観
念せ ら れ る の で あ り 、 そ の 客観 的 ･ 構 造 的 特殊性 と し て は … 契約 当 事者 が そ の 契 約 に も
と づ い て 実 際 上果す べ き 給 付義務 ま た は そ の 範 囲 が 契 約 成 立 当 時 に は 不 確定 な 偶然 の 事 実 に
よ っ て 左 右 さ れ る 、 と い う 関 係 に あ る 場合 に ｣ こ れ を 射倖 契 約 と 称す る と い わ れ た 。 大 森 忠
夫 ｢ 保 険契 約 の 射倖 契 約 性 ｣ 『 保 険契 約 の 法 的 構造 』 ( 有 斐 閣 ･ 1 9 5 2 年 ) 1 2 2 頁 以 下 、 1 2 5 頁 、
l 2 8 頁 。 そ こ で 、 保 険契 約 に お い て は 、 当 事者 と し て の 加 入者 と 保 険者 と が な す 具 体 的 給付
と 反 対給付 、 す な わ ち 保 険 料 と 保 険 金 と は 、 そ の 双 方 ま た は 少 な く と も そ の 一 方 が 支 払 わ れ
る か否 か 、 ま た は 少 な く と も 支 払 わ れ る 額如 何 が 偶 然 の 事 実 に よ っ て 左 右 さ れ 、 よ っ て 双 方
の 給付 間 の 均衡 関 係 が 偶然 の 事実 に 左 右 さ れ る の で あ り 、 し た が っ て 保 険 契 約 は射倖契約 の
一種 に 属 す る と さ れ る 。 大 森 ･ 同 1 3 3 頁 。 さ ら に 、 射倖 契 約 に あ っ て は 、 『 そ れ が 不 労利 得獲
得 の 目 的 の た め に 悪 用 さ れ る 余 地 を な く す る よ う な 法 則 が 設 け ら れ 、 そ の 意 味 で 、 当 事者 の
行 為 の 善意性 が 確保 さ れ る こ と が と く に 必 要 と な る ｣ 、 ｢ 契 約 構 造 そ の も の 故 に ｣ ｢ と く に そ の
善 意性 を 確保す る た め の 具 体 的 な 特殊 法則 が 要 請 さ れ る こ と と な る の で あ っ て 、 こ の よ う な
善 意性 は い わ ば射倖 契 約 に 固 有 な 属 性 で あ り 本 質 的 な 特徴 で あ る ｣ と 指 摘 さ れ た 。 大森 ･ 善
意 契 約 性 1 7 5 頁 。

な お 、 倉 澤康一 郎 ｢ 射倖契 約 と 条 件 の 法理 -- 損 害保 険 契約 論 の た め に -- ｣ 『 保 険 契 約 の
法理 』 ( 慶応 通 信 ･ 1 9 7 5 年 ) 1 6 2 頁 以 下 。

6 な お 、 大 森 忠 夫 『 保 険制 度 と 信 義則 ｣ 『 保 険 契 約 法 の 研 究 』 ( 有 斐 閣 ･ 1 9 6 9 年 ) l 頁 以 下 。
さ ら に 、 信 義則 と の 関係 に つ い て は 、 野 津 務 『 保 険法 に お け る 信 義誠 実 の 原 則 』 ( 中 央 大 学
生 協 出 版 局 ･ 1 9 6 5 年 ) 6 9 頁 以 下 、 坂 口 光 男 ｢ 保 険契 約 法 の 立 法論 と 信 義則 ｣ 『 商 法 の 課題 と
そ の 展 開 ( 野 津先 生 追悼 ) 』 ( 成 文 堂 ･ l 9 9 1 年 ) 2 4 3 頁 以 下 、 花 房 一 彦 ｢ 保 険契 約 法 ･ 保 険契
約 と 信 義 則 ｣ 同 書 3 0 5 頁 以 下 、 勝 野 義孝 『 生命保険契 約 に お け る 信 義誠 実 の 原則 -- 消 費者
契 約 法 の 観 点 を と お し て -- 』 ( 文 眞 堂 ･ 2 0 0 2 年 ) 。
6 保 険 法 4 条 、 2 8 条 、 3 7 条 、 5 5 条 、 6 6 条 、 8 4 条 。

7 保 険 法 l 4 条 、 3 5 条 、 5 0 条 、 7 9 条 。

- 3 -



【 平成 20 年度 日 本保険学会大会 1

共通論題 ｢いま保険 と は何かを考え る ｣

レジ ュ メ : 梅津昭彦

法 6 6 0 条 ) 8 な ど が 課 さ れ て い る の は そ の 善意契約性 に 由 来す る も の で あ る と 説

明 さ れ て い た 9 。 す な わ ち 、 事 実 の 認識 に 関す る 両 当 事者 の 平等性 ･ 公平性確保 の

点 に保険契約 の 善意契約性 が 具体 的 に 発現 し て い る と 考 え ら れ て き た l o 。

( 2 ) 善意契約性否定論

以 上 の よ う な 見解 に 対 し 、 射倖契約性 の 理解 に も 温度差 が あ り = 、 ま た 、 善意

契約 の意味 が 、 契約 の 成 立 か ら 履行 に 至 る 間 、 契約 当 事者 が信義誠実 に 従 っ て 行

動 し な け れ ば な ら な い 契約 と い う 意 味 に す ぎ な い と し た な ら ば 、 そ の よ う な 善意

契約性 はすべ て の 契約 に 等 し く 認 め ら れ る も の で あ り 、 特 に保 険契約 に つ い て 強

調 さ れ る べ き も の で は な い と い う 意 味 で 、 善意契約性 を 否定す る 理解 も 主 張 さ れ

て い た 1 2 。 あ る い は 、 保 険契約 が ｢ 最 大 善意 の 契約 ｣ で あ る と 言 わ れ る こ と も 、

元 来 は保 険 の 賭博化 を 警告 し た 沿革 的意味 の も の に す ぎ な い の で あ り 、 保 険 の 消

極 的 ( 補正 的 ) 性格や社会 的性質お よ び団 体 的性質か ら 当 然 に 要請 さ れ る べ き 保

険契約 の 特異性 を 素 朴 に 表現 し た も の に す ぎ な い と も 言 わ れ て い た l 3 。

そ し て 射倖契約 と の 関連 に お い て 、 『 保 険契約特有 の 法規整 が 射倖契約性か ら 導

かれ る も の で あ る と すれ ば 、 同 じ よ う な 法規整 は他 の 射倖契約一般 に も 妥 当 し な

け れ ば な ら な い はず で あ る が 、 決 し て そ の よ う な こ と は な い の で あ っ て 、 こ の こ

と は射倖契約性 に よ る 保 険契約特有 の 法規整 の説 明 に は無理 が あ る こ と を 明 ら か

に す る も の で あ る 。 現 に 諸外 国 で も 保険契約 特有 の 法規整 を射倖契約性か ら 導 く

説 明 は一般 に は み ら れ な い と こ ろ で あ る 。 射倖契約 に様 々 な 範嗜 が あ り 、 そ れ ぞ

8 保 険 法 1 3 条 。

9 大 森 ･ 善 意 契 約性 L 7 8 ‐ 7 9 頁 、 石 田 満 『 商 法 酌 ( 保 険 法 ) 〔 改 訂版 朝 ( 青 林書 院 ･ l 9 9 7 年 )
5 8 ‐ 5 9 頁 。

1 0 坂 口 光 男 『 保 険 法 』 ( 文 眞 堂 ･ 1 9 9 l 年 ) 3 8 頁 。

1 1 最 近 の 射倖契約 に 関 す る 議論 と し て 、 西 原 慎治 ｢ 射倖 契 約 に お け る 損 益 の 不確 実性 ｣ 法 学
政 治 学論 究第 5 1 号 ( 2 0 0 l 年 ) 2 9 9 頁 以 下 、 同 ｢ 射 倖 契 約 に お け る 主観 的 偶然性 と 客観 的 偶
然性 ｣ 法 学 政治 学論 究第 5 3 号 ( 2 0 0 2 年 ) 2 2 7 頁 以 下 、 同 『 商 法 六 四 二 条 論 - 保 険契約 に
お け る 主観 的 偶 然性 - ｣ 『 商 法 の 歴 史 と 論 理 ( 倉 澤先 生 古稀記念 ) 』 ( 新 青 出 版 ･ 2 0 0 5 年 )
7 3 9 頁 以 下 、 同 ｢ 射倖 契 約 に お け る コ ー ズ の 法 理 ｣ 神 戸 学 院 法学 第 3 4 巻 3 号 ( 2 0 0 5 年 ) 2 2 3
頁 以 下 ( 私 法 第 6 9 号 ( 2 0 0 7 年 ) l 7 8 頁 以 下 ) 。

1 2 松 本蒸 治 『 保 険法 』 ( 中 央 大 学 ･ 1 9 1 5 年 ) 2 6 頁 、 青 山 衆 司 『 保 険 契 約 論 ( 上 巻 ) 』 ( 巌 松 堂 ･
l 9 2 0 年 ) l 1 9 ‐ 2 0 頁 。 ま た 、 青 山 ･ 同 書 1 1 8 頁 で は 、 被保 険者 は 契 約 の 締結 に 伴 い 危 険負 担
の 移転 を 生 じ て い る の で あ り 、 条 件 の 成就 に よ っ て 特別 の 利 益 を 受 け る も の で は な い と 解 す
る と 、 射倖 契 約 は ま っ た く 問 題 と な ら な い と も 主 張 さ れ て い た 。 な お 、 来 栖 三 郎 『 契 約 法 』

( 有 斐 閣 ･ 1 9 7 4 年 ) 6 8 6 ‐ 8 9 頁 、 参 照 。

1 3 石 井 照 久 『 商 法 肛 』 ( 勁 草書房 ･ 1 9 5 7 年 ) 2 5 2 頁 。
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れ に 法規整 は異 な る の で あ っ て 、 保 険契約 特有 の 法規整 も 保 険契約 の 特質 に応 じ

て 説 明 さ れ る べ き で あ ｣ る と し て 、 保 険契約 に お け る 特異 な 各規定 は 、 ｢ 保 険技術 、

情報 の 非対象性 、 モ ラ ル ･ ハ ザー ド と い っ た 具体 的 な 特質か ら 説 明 さ れ る べ き で

あ ろ う ｣ 1 4 、 と も 主 張 さ れ て い る と こ ろ で あ る l 5 。

さ ら に 、 例 え ば保険契約者 ま た は被保険者 の 告知義務 の根拠 を 善意契約性 に 求

め る 見解 に 対 し て も 、 ｢ 射倖契約説 の よ う に 、 強 い て 保 険契約 の 善意契約性 に よ り

告知 義務 の 義務性 を 根拠づ け る 必要 は な い し 、 適 当 で も な い 。 確 か に 、 射倖契約

と し て の 保 険契約 の 性質か ら 、 保 険加入者 の側 に 逆選択 ( ad v e r s e s e l e c t l o n ) が

生 じ やす く 、 告知 義務 は こ れ を 防止す る と と も に 、 保 険契約成立後 の保険加入者

の モ ラ ル ･ ハ ザー ド を 事前 に抑 止す る 機能 を 有す る こ と は 明 ら か で あ る 。 ま た 、

告知 義務 の 歴 史 的 な 成 立過程で は 、 告知 義務 を 正 当 化す る 根拠 と し て 、 射倖契約

説 に相 当 す る 説 明 が 強調 さ れ た こ と は疑 い が な い 。 こ れ は 、 英米 法 で は 、 今 日 に

至 る ま で 、 保 険契約 の 最高信義 ( u tm o s t g o o d fa i t h ) 性 と い う こ と か ら 告知義務

に 相 当 す る 不 実表示 ( m i s r e p r e s e n t a t i o n ) お よ び不 開 示 ( n o n ‐ d i s c l o s u r e ) の 法

理 が 説 明 さ れ て い る こ と に も 現れ て い る 。 し か し 、 英 米法 で も かつ て ほ ど最高信

義性 と い う こ と は 強調 さ れ な く な っ て い る し 、 大 陸法諸 国 で は告知義務 を保 険契

約 の射倖契約性 ･ 善意契約性か ら 導 く 考 え 方 は一般的 で は な く 、 保 険者 の保 険給

付義務 が 偶然 の 事実 の 発 生 に か か っ て い る と い う 保 険契約 の 特殊構造 に よ っ て 、

告知 義務 を課す こ と の 根拠 の説 明 と な る か ど う か は疑 問 で あ る ｣ l 6 と す る 1 7 。

1 4 山 下 友信 『 保 険法 』 ( 有 斐 閣 ･ 2 0 0 5 年 ) ( 以 下 、 山 下 ･ 保 険 法 ) 7 2 頁 。
1 5 ま た 、 山 下 ･ 保 険 法 7 3 頁 で は 、 ｢ 給 付 が 偶 然 の 事 実 に 左 右 さ れ る 取 引 を そ の 外形 だ け か ら
す べ て 賭博 と し て と ら え る の は 賭博概念 の 不 当 な 拡 張 で あ っ て 、 刑 事 法 上達 法 と さ れ 、 ま た
私 法 上 も 違 法 と さ れ る 賭博 と 、 現 在 問 題 な く 違 法 な も の と し て 認 め ら れ て い る 保 険 と の 間 に
は い わ ば グ レ ー ･ ゾ ー ン が あ る と い う べ き ｣ で あ り 、 ｢ 保 険 の 内 部 に お い て も 、 保 険 が 賭博 そ
の も の と な る こ と か ら 導 か れ る 強行法規整 と 賭博 そ の も の に は な っ て い な い が そ れ で も 保 険
の 本質 、 す な わ ち モ ラ ル ･ ハ ザ ー ド の 存在 な ど か ら 導 かれ る 強 行法規整 と は 区別 さ れ る べ き
で あ る ｣ と 述 べ ら れ て い る 。

1 6 山 下 ･ 保 険 法 2 8 4 頁 。 さ ら に 、 山 下 = 竹 濱 = 洲 崎 = 山 本 『 保 険 法 ( 第 2 版 ) 』 ( 有 斐 閣 ･ 2 0 0 4
年 ) 6 7 ‐ 6 8 頁 。

l 7 な お 、 西 島 梅治 『保 険 法 〔 第 三版 〕 』 ( 悠 々 社 ･ l 9 9 8 年 ) 8 - 薹 頁 で は 、 保 険 契 約 の 射倖 契
約 性 を 当 事者 間 の 具体 的 給付相 互 間 の 均衡 関 係 が 偶 然 に よ っ て 左 右 さ れ る と い う 保 険 契 約 の
構造上 の 特殊性 と し て 認 め て お ら れ る が 、 善 意 契 約 性 に つ い て は 言及 し て お ら れ な い 。
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3 英国保険法 に お け る 理解

( 1 ) 最大善意性の根拠 (源泉 ) ･ 内 容

国 保険契約 の 最大善意 ( u tm o s t g o o d fa l t h ) ( 最 高 信義 ( “ " “栩拗けず““ $ ) )

契 約性 を伝統 的 に認知 し て き た の は 、 周 知 の 通 り 、 英 国 で あ る 。 た だ し 、 そ れ は

も っ ぱ ら 契 約 の 一 方 当 事 者 が 他 方 当 事 者 に 対 し て の 開 示 義 務 ( t h e d u t y o f

d l s c l o s u r e ) を 負 う こ と の 根拠 と し て 強調 さ れ て き た 。 著 名 な 判 例 で あ る l 7 6 6

年 C a r t e r v . B o e hm 事件 に お い て Man s fi e l d 郷 が 、 保 険 は推測 ( s p e c u l a t i o n ) に

基づ く 契約 で あ り 、 契約 当 事者 の いずれ か一 方 が 知 っ て い る 事実 を 相 手方 に 秘 匿

す る こ と に よ り 、 相 手方 が そ の 事実 を 知 ら な い ま ま ま た は反対 の 事実 が 存す る こ

と を 信 じ さ せ取 引 を 行 う こ と は 善意 ( g o o d fa i t h ) が 許 さ な い 、 と 述べ た こ と が

哺 矢 で あ る 1 8 。 こ こ で 同 判例 に つ い て 改 め て 注意すべ き こ と は 、 保 険 に と っ て 偶

発 的事実 の発 生す る 機会 を 計算す る た め の 基礎 と な る 事実 は 、 通 常 の 場合 に は保

険契約者側 が 有 し て い る と し て も 、 当 該判 例 は 開 示 し な け れ ば な ら な い と い う 義

務 は契約 の 両 当 事者 に課せ ら れ て い る 点 で あ り 、 同 事件 で は保険者側 に 開 示義務

違反 が認 め ら れ保険者敗訴 の 事件 で あ っ た と い う こ と で あ る 。 す な わ ち 、 保 険契

約 は契約 の 両 当 事者 に対 し 等 し く 最大 善意 を 要求す る も の で あ り 、 そ の 意 味 で最

大善意 の 相 互性 ( m u t u a l i t y ) が 確認 さ れ な け れ ば な ら な い 。

さ ら に 、 保 険取 引 の 近代 的起源 で あ る 海上保険 は 商人 の 慣行 ･ 慣習 に 基礎 を 置

い た取 引 で あ り 、 海上保 険法 は そ の よ う な 商慣習 法 ( l aw m e r c h an t ) の 展 開 に よ

り 発 達 し た 。 そ こ で 、 商 取 引 に お い て 契約 当 事者 に 求 め ら れ る 善意 ( g o o d fa i t h )

は 商 慣 習 法 の 中 で 展 開 し た が 、 上 記 の Man s fi e l d 郷 が そ れ ま で の 商 事 法

( c omm e r c i a l l aw ) の 発展 に 合致 さ せ る 形 で そ れ を コ モ ン ロ ー に組み込み現在 に

至 っ て い る と 評価 さ れ て い る l 9 。 そ し て 、 英 国 で は 1 9 0 6 年海上保険法 ( t h e M a r i n e

I n s u r an c e A c t l 9 0 6 ) L 7 条 が 『 海 上保険契約 は最大善意 ( u tm o s t g o o d fa i t h ) に

基づ く 契約 で あ る 。 そ し て 、 当 事者 の いずれ か一方 が 最大善意 を 遵守 し な い 場合

1 8 ( l 7 6 6 ) 3 B u r r . 1 9 0 5 , 1 9 0 9 ‐ l o .

1 9 P . M . E g g e r s , S . P i c k e n & P . F o s s , G O O D F A I T H AN D I N S U R AN C E C O N T R A C T S ( 2 d e d . L L P ,
2 0 0 4 ) , a t 7 9 ‐ 8 2 .

- 6 一



【 平成 20 年度 日 本保険学会大会 鷲

共通論題 ｢いま保険 と は何かを考え る ｣

レ ジ ュ メ : 梅津昭彦

に は 、 そ の 相 手方 は 当 該契約 を 取 り 消す こ と が で き る ｣ と 規 定 し 保 険契約 の 最大

善意性 を 明 文化 し て い る 2 0 。

ま た 、 英 国 に お い て 、 保 険契約 が 契約 両 当 事者 に 最大善意 を 要求す る こ と は海

上保 険契約 に 限定 さ れ る も の で は な く 、 陸 上保険そ の 他 の種類 の 保 険契約 に つ い

て も 認 め ら れ る も の で あ る こ と は英 国 判 例法が 示す と こ ろ で あ る 2 1 。 そ し て 、 英

国 で は 上記 の C ar t e r v . B o e hm 事件 を 基礎 と し て 、 保 険契約者側 の 開 示義務 を 中

心 と し て 、 保 険契約 の 最大善意性 の議論 が 展 開 し て い た 2 2 。

回 ｢ 最 大 善意 ( u tm o s t g o o d fa i t h ) ｣ に お け る ｢ 善意 ｣ は 、 誠 実 さ ( h o n e s t y )

お よ び公正 さ ( fa i r n e s s ) の 程度 を 表す言葉 と し て 用 い ら れ 、 契約 締結 に 先 立 つ

交渉 中 に は 両 当 事者 に 対 し そ の 行動 に つ い て 具体 的態様で行 われ る こ と を 要 求す

る 2 3 。 同 様 に 、 契約 の 履行お よ び あ る 契約違反 の 対処 に つ い て も 、 当 事者双方 が

契約 の 目 的 を 達成す る た め に 協働す る ( c o ‐ o p e r a t i n g ) こ と 、 そ し て 契約 上 の 権

利 の行使 ま た は救済 の 実現 が他方 当 事者 を 害 さ な い 方法 で な さ れ る こ と を確保す

る た め の 公正取 引 ( fa i r d e a l i n g ) の 程度 を 現す言葉 と し て ｢ 善意 ｣ が 用 い ら れ て

い る 2 4 。

そ し て 、 保 険契約 の 両 当 事者 に つ い て 最大善意 が 要求 さ れ る の は 、 保 険契約 に

は他 の 一般契約 と は 異 な る 特殊性が認 め ら れ る か ら で あ る と 説 明 さ れ る と こ ろ で

2 0 同 条 に 続 く 第 1 8 条 以 下 で は保 険 契 約 者側 が 開 示すべ き 重 要 事項 に つ い て 規 定 し て い る が 、
保 険者側 の 積極 的 義務 に つ い て は 規 定 さ れ て い な い 。
2 1 梅 津 昭 彦 ｢ 英 国保 険者 の 最 高 信 義義務 -- 判 例 法 の 展 開 を 中 心 と し て -- ｣ 東 北 学 院 大 学
論集 ･ 法律 学 第 3 7 ･ 3 8 合 併 号 ( 1 9 9 1 年 ) 3 5 頁 以 下 、 4 2 ‐ 4 3 頁 。 な お 、 英 国保 険 法 に お け る
最 高 信 義 に つ い て 被保 険者側 の 義務 を も 含 め て 考 察す る も の と し て 、 石 山 卓 磨 ｢ 英 国 保 険 法
に お け る 最 高 信 義 の 義務 ｣ 『 現 代保 険 法海 商 法 の 諸 相 ( 中 村 ･ 金 澤還暦記念 ) 』 ( 成 文 堂 ･ 1 9 9 0
年 ) 5 3 5 頁 以 下 。

2 2 た だ し 、 C a r t e r v . B o e h m 事件 判 決 に お い て認 め ら れ た 保 険契 約 の 最 大 善意性 が 、 特 に 保
険 契 約 者 側 に 過 度 の 開 示 負 担 を 課す も の と し て そ の 後 の 裁判 所 が 同 事 件 を 引 用 す る 誤 り を 犯
し て い る と 判 例 の 展 開 を 批判す る も の と し て 、 R . A . H a s s o n , “ T h e D o c t r i n e o f U b e r r i m a
F i d e s m I n s u r a n c e L a w -- A C r i t l c a 1 E v a l u a t l o ]ゞ . ( 1 9 6 9 ) 3 2 M . L . R e v . 6 1 5 , 6 3 2 ‐ 3 4

ま た 、 そ の 後 の 展 開 に つ い て は 、 H . N . B e n n e t t , “ M a p p i n g t h e U t m o s t G o o d F a 1 t h i n
I n s u r a n c e C o n t r a c t L aw " , [ 1 9 9 9 ] 2 L . M . C . L . Q . 1 6 5 .

2 3 具 体 的 に は 、 ( a ) 約 束 し た こ と を 守 る こ と 、 ( b ) 交 渉 に お い て 、 相 手 方 当 事者 が 損 害 を 被
る よ う な 方 法 を 用 い な い こ と 、 ( c ) 交 渉 が う ま く い く よ う に 最 善 を 尽 く す こ と 、 ( d ) 公 正 か
つ 誠 実 に 行 動 す る こ と ( e ) 協 働 す る こ と ( c o ‐ o p e r a t e ) 、 ( f ) 相 手 方 当 事 者 に と っ て 、 知 る
必 要 の あ る 全 て の 情 報 を 提供す る こ と 、 ( g ) 虚 偽 で あ る ま た は 誤 導 的 な 行 動 を 避 け る こ と 、
そ し て ( h ) 詐 欺 を 行 わ な い こ と を 要 求す る 。 P . M . E g g e r s , S . P i c k e n & P . F o s s , s ““ね n o t e

( 1 9 ) , a t 5 - 6 .
2 4 ノ る # “ .
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も あ る 。 例 え ば 、 当 該契約 が 、 保証契約 ( g u a r an t e e ) や 単 な る 補償契約 ( i n d e m n i t y )

あ る い は他 の 契約 と は 対比 さ れ て 、 善意お よ びそ れ に含 ま れ る 行動態様が 基礎 と

な る 保 険契約 と し て 性格づ け ら れ る こ と が 重要 で あ る と す る 2 5 。 こ の 点 に 関 し て 、

契約 は そ の 実質 的 目 的 ( s u b s t an t i v e p u r p o s e ) の 観 点 か ら 考察 さ れ な け れ ば な ら

な い と し て 、 保 険契約 は 、 一 方 当 事者 ( 保 険者 ) が あ る 程度 の金銭 (保 険料 ) を

対価 と し て ( i n c o n s i d e r a t i o n ) 他 方 当 事者 ( 保 険契約者 ) に 支払 う こ と 、 あ る い

は 特定 の 出 来事 の発 生 に よ る 損 害 を て ん補す る こ と に 両 当 事者 が 合意す る 契約 が

保険契約 で あ り 、 保 険契約 は 、 保 険者 が保 険契約者 ま た は被保険者が被 る で あ ろ

う リ ス ク ま た は そ の 一 部 を 引 き 受 け る こ と に 合意す る 契約 で あ る と の 性格づ け が

な さ れ て い る 2 6 。

他 方米 国 法 で は 、 す べ て の 契約 は 当 事者 の 双方 に 対 し そ の 履行お よ び執行 に お

い て 善意 ( g o o d fa i t h ) で公正 な 取 引 ( fa i r d e a l i n g ) を 要 求す る も の で あ る 2 7 。

そ こ で 、 保 険契約 が 他 の 一般 的 契約 と は 異 な る 性質 、 例 え ば保険契約 は 生来 的 に

不確定 な 変 更 を 伴 う 射倖契約 ( an a l e a t o r y c o n t r a c t ) と し て の 性質 を 有す る も の

で あ る と す る 見 解 2 8 、 特 に 保 険 者 と 保 険 契 約 者 と の 間 に 類 似 信 託 性

( q u a s i - f i d u c i a r y n a t u r e ) を 認 め 、 保 険者 と 保 険契約者 と の 関係 を 信託 関係 と 捉

え る 判 例 も 見 い だせ る と こ ろ で も あ る 2 9 。 そ の こ と 故 に 、 保 険者 に は 善意 と 公正

な 取 引 が 強 く 要請 さ れ る と も 言 われ て い る 3 0 。

2 5 /ダ リ a t 6 - 7 .

2 6 M . A . C 1 a r k e , T H E L Aw o F I N S U R AN c E C ON T R A c T s , ( 5 t h e d . 1 n fo r m a , 2 0 0 6 ) , a t 5 - 7 , た
だ し 、 英 国 に お い て も 保 険 ( 契 約 ) の 法 的 定 義 に つ い て は 、 そ れ ぞれ の 規整 目 的 、 例 え ば保
険者 の 組織規整 の た め 、 保 険 の 販 売 規整 の た め 等 に お い て そ れ ぞれ に 定義 づ け ら れ る も の で
あ る と も 言 わ れ て い る 。 J , B i r d s & N . J . H i r d , B I R D S ' M O D E RN I N S U R AN C E L AW ( 6 t h e d .
T h o m s o n , 2 0 0 4 ) , a t 1 2 ‐ 1 9 .
2 7 E . A . F a r n s w o r t h , G o o “ 戸の紡 ぎ “ C o 拗ねα P"〆"物 の れ c 8 J n G O O D F A I T H AN D F AU LT I N

C O N T R A C T L AW ( B e a t s o n & F r i e d m a n n , e d . C 1 a r e n d o n P r e s s , 1 9 9 5 ) , a t l 5 3 . な お 、 米 国 法
を 素材 と し て 検討す る も の と し て 、 吉 田 直 ｢ 信 義 誠 実原則 に 基づ く 保 険 会 社 の 開 示 義務 ｣
『 現代 商 事 法 の 重要 問題 ( 田 中 先 生 米 寿記念 ) 』 ( 経 済 法 令研究会 ･ l 9 8 4 年 ) 5 9 5 頁 以 下 、 同
『 ア メ リ カ 商 事 契 約 法 -- 統 一 商 事法典 を 中 心 に 』 ( 中 央 経 済社 ･ 1 9 9 1 年 ) l 7 9 頁 以 下 、 2 4 3
頁 以 下 。

2 8 E . W . P a t t e r s o n , E S S E N T I A L s o F I N S U R A N C E L AW ( 2 d e d . M c G r aw ‐ H i l l , 1 9 5 7 ) , a t 6 2 .

2 9 E g a n v . M u t u a l o f o m a h a I n s u r a n c e C o . , 5 9 8 P . 2 d 4 5 2 ( 1 9 7 9 ) ; T a n k v . S t a t e F a r m F i r e
& C a s . C o “ 7 1 5 P . 2 d l 1 3 3 ( Wa s h . 1 9 8 6 ) う S h o r t V . D a i r y l a n d 1 n s . C o り 3 3 4 N . W . 2 d 3 8 4
( M i n n . 1 9 8 3 ) ; C o r r a d o B r o s . , I n c . v . Tw i n C i t y F i r e 1 n s . C o . , 5 6 2 A . 2 d u 8 8 ( D e l . l 9 8 9 ) .
3 0 J , W . S t e m p e L I N T E R P R E TAT I O N O F I N S U R AN C E C O N T R A C T S ( L i t t l e , B r o w n & C o , , l 9 9 4 ) ,
a t 4 5 7 ‐ 6 2 ; E . F i s c h e r , P . N . S W i s h e r & J . W . S t e m p e l , P R I N C I P L E S O F I N S U R AN C E L AW ( 3 d .
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( 2 ) 保険者 の最大善意義務

国 上述 の ょ ぅ 及こ 、 英 国保 険法 に お け る 保 険契約 の 最大善意性 は 、 保 険契約者側

に 義務 を 課す根拠 と し て 捉 え ら れ が ち で あ っ た が 、 保 険者側 に 義務 を課す根拠 と

し て そ の 最 大 善 意性 を 強 調 す る 近 時 の 判 例 と し て 注 目 さ れ た も の が 、 1 9 8 7 年

B an q u e F i n a n c i e r e d e l a C i t e v . We s t g a t e I n s u r a n c e C o . L t d . 事件 3 1 で あ る 。 同

事件判 旨 は 、 最 大 善意 は被保険者 に 対 し て の み な ら ず 、 保 険者 に も 等 し く 要求 さ

れ る 相 互性 あ る も の で あ る こ と を 明 確 に認 め た 点 に お い て 注 目 さ れ 、 保 険者 の被

保険者 に 対す る 開 示義務 を根拠づ け る た め に 保 険契約 の 最大善意性 を 取 り 上 げ て

い る 。 す な わ ち 、 最 大 善意 が海上保 険 に つ い て の み要求 さ れ る も の で は な く 、 ま

た被保険者 に 対 し 最大 善意義務 の - 内 容 と し て 保 険者 に 対す る 開 示 義務 を課す合

理性 は リ ス ク に と っ て 重要 な 事実 は被保険者側 に あ る こ と に 求 め ら れ る が 、 同 様

に 当 該事柄 が保 険者側 に あ る と き に は そ れ を保険者 は被保険者 に 対 し 開 示す る 義

務 が 等 し く 課せ ら れ る こ と を 明 確 に し た判例 で あ る 3 2 。

同 事件裁判所 は 、 保 険契約 の 当 事者 が最大善意 の義務 を 負 う こ と は裁判 官 が 展

開 し て き た ルール で あ り 、 契約 の 黙示 的条項 ( l m p l i e d t e rm s ) と し て 分類 さ れ る

も の で は な い こ と を 認 め て い る 3 3 。 さ ら に 保 険者 の 最大 善意義務違反 に 対す る 被

e d , L e x i s N e x 1 s , 2 0 0 4 ) , a t 9 1 , た だ し 、 こ の よ う な 信 託 法理 の 中 で 保 険 契 約 を 捉 え る 考 え 方
は 、 米 国 保 険 法 に お い て 支 配 的 で あ る と は 言 え な い 。 例 え ば 、 そ の 批判 的 論調 と し て 、 W . B a k e r ,

P . G 1 a d & S . L e v y , !s 4 “ /“ $ “ ア g 7 の F畝拗ね 7y r o Z r s 勿 s “ “ “8 7 , 2 5 T o r t & I n s . L . J ‐ 1
( L 9 8 9 ) .

3 1 口 9 8 7 ] I L 1 o y d ' s R e p . 6 9 . 銀行 が 4 件 の 貸付 け を 行 う に 際 し て 、 借入先 が 所有す る 宝 石
類 に 担保権 を 設 定 し 、 さ ら に 銀行 を 被保 険者 と す る 信 用 保 険 を ブ ロ ー カ ー の 手 配 で締結 し た 。
一 方 、 当 該保 険 契 約 の 保 険者 は 、 そ の ブ ロ ー カ ー が こ れ ま で詐 欺行 為 を 働 い て い た こ と を 認
識 し て い た が そ の よ う な こ と は 銀行 に 告 げ て い な か っ た 。 そ の 後 、 担保 と さ れ た 宝 石 類 に は
鑑 定 ど お り の 価値 は な く 、 ま た 当 該信 用 保 険 契 約 の た め に ブ ロ ー カ ー が 発 行 し た カ バ ー ノ ー
ト に は 虚 偽 の 記載 が あ り 、 一 連 の 貸付 け に よ る 融 資金 は借入先 を 支配 し て い た 者 に 横領 さ れ 、
結 局 、 借 入先 は 返 済 不 能 に 陥 っ た 。 そ こ で 、 銀行 は 、 当 該信 用 保 険 契 約 に 基づ き 保 険者 に 対
し て 保 険金請 求 を 行 っ た が 、 銀行 の 損 害 は ブ ロ ー カ ー あ る い は 借入先 を 支配 し て い た 者 に よ
る 詐 欺 に 基 づ く 損 害 で あ り 、 当 該保 険 契 約 の 詐 欺免 責条 項 に 照 ら し 保 険者 は 免 責 さ れ る と 主
張 し た 。 [ 1 9 8 8 ] 2 L 1 o y d ' s R e p . 5 1 3 . 原 審 に お け る 被告 は S k a n d i a ( U K ) I n s u r a n c e C o . L t d .
で あ っ た 。 同 事件 の 事 実 関 係 に つ い て は 、 石 山 ･ 前 掲註 ( 2 1 ) 5 5 8 ‐ 6 1 頁 、 梅 津 ･ 前 掲 認 ( 2 1 )
4 9 ‐ 5 0 頁 。

3 2 口 9 8 7 ] I L 1 o y d ' s R e p . 6 9 , 9 3 ,

3 3 同 判 決 の 前 の l 9 8 5 年 B 1 a c k K i n g S h i p p i n g C o r p . v . M a s s i e ( T h e L i t s i o n P r i d e ) 事 件
( 口 9 8 5 ] 1 L 1 o y d ' s R e p . 4 3 7 ) で は 、 最 大 善意 義務 を 黙 示 的 条項 と し て 位 置 づ け て い た 。 梅
津 ･ 前 掲 証 ( 2 l ) 4 4 4 5 頁 。
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保 険者 の 救済 ( r e m e d y ) に つ い て は 、 原審 で は損 害賠償 を認 め た が 3 4 、 控訴審 で

は 、 C a r t e r v . B o h e m 事件以 来認 め ら れ て き た 契約 の 取消 し と い う 効果 を 与 え て

い る 3 5 。

回 同 事件判決後 も 、 保 険者 の 最大 善意義務違反 が 問題 と な っ た 事件 が い く っ か

注 目 さ れ て い る 3 6 。 保 険契約 が 有効 に継続 し て い る 間 の 保 険者 の 開 示義務 に つ い

て は 、 B ank o f N o v a v . H e n e n i c Wa r R i s k s A s s o c i a t i o n ( B e rm u d a ) L t d . ( T h e

G o o d L u c k ) 事件 が あ る 3 7 。 船舶 の 所有者 が 戦争危険保険 ( w a r r i s k s i n s u r an c e )

を 締結 し た が 、 そ の 条件 の 一 つ に 、 当 該船舶 は 、 保 険者 に 通知す る こ と な し に は

追加保険料領域 (A d d i t i o n a 1 P r e m i u m A r e a ) に は侵入 し て は な ら な い こ と が あ

っ た 。 そ の 後 、 保 険者 自 身 を 当 事者 の 一 人 と す る 合意 の 下 に 、 当 該船舶所有者 に

対す る 貸付 け を 行 っ た 銀行 は 、 当 該船舶 に 担保権 を設 定 し そ の 限 り で保 険契約 の

保険金 は原告銀行 に 譲渡 さ れ た 。 そ の 後 、 当 該船舶 は かか る 追加保険料領域 に侵

入 し た と こ ろ 、 そ の 事 実 は保険者 の ロ ン ド ン に在住す る エ ー ジ ェ ン ト の 知 る と こ

ろ と な り 、 結 果 と し て 保険者 も 知 る に 至 っ た が 、 銀行 は知 ら さ れ な か っ た 。 保 険

者 は 、 当 該船舶 が かか る 領域で魚 雷 に よ り 撃沈 し た の で被保険者 た る 所有者 に よ

る 保 険金請求 を 拒絶 し た 。 銀行 は 、 保 険者 は継続的 な 最大善意義務 を 負 う も の で

あ り 、 保 険者 は 当 該保 険契約 の 有効性 が 脅 か さ れ て い る こ と を 銀行 に も 開 示 す る

義務 を 負 う も の で あ る と 主 張 し て 保 険者 に 対 し て 訴 え を 提起 し た 。 同 事件控訴裁

判所 は 、 保 険者 は被保 険者で あ る 所有者 の み な ら ず銀行 に 対 し て も 最大善意 の継

続的義務 を 負 う と 判 断 し た 。 そ の 理 由 と し て 、 銀行 は被保 険者で は な い け れ ど 、

当 該保 険契約 の保険金 に つ い て 唯一譲渡 を 受 け て い る 者 で あ り 、 保 険者 は知 る に

至 っ た 事実 を 銀行 に 対 し て も 開 示 し な け れ ば な ら な い と こ と を 指摘 し て い る 3 8 。

3 4 [ l 9 8 7 ] 1 L 1 o y d ' s R e p , 9 6 ,

3 5 口 9 8 8 ] 2 L 1 o y d ' s R e p , 5 1 3 , 5 5 l .
3 6 判 例 の 指 摘 は 、 R . M e r k i 恥 C O L I N VA U × ' s L AW O F I N S U R AN C E ( 8 t h e d . S w e e t & M a x w e l l ,

2 0 0 6 ) , a t 2 4 3 ‐ 4 5 . に よ る 。
3 7 口 9 8 9 ] 2 L 1 o y d ' s R e p . 2 3 8 .
3 8 た だ し 、 同 事件 で は 、 当 該船舶所有者 が 自 ら の 違反行為 に つ い て 完全 に認識 し て い た の で
あ り 、 保 険者 は そ の 事 実 を 開 示 す る 必 要 は な い と し て 、 銀行 の 請 求 を 棄却 し て い る 。 ま た 、
保 険者 に 知 ら れ て い る 契 約 者 の 行 動 が 保 険 契 約 の 有 効性 、 あ る い は そ れ に 基 づ く 保 険 金 請 求
を 害 す る よ う な も の で あ る 場合 に は 、 保 険者 は 契 約 者 に そ れ を や め る よ う 警 告 し な け れ ば な
ら な い か に つ い て は 、 否 定 的 で あ る 。 R . M e r k i 恥 s ““ ね n o t e ( 3 6 ) , a t 2 4 4 . ま た 、 D i a b v . R e g e n t

一 1 0 -
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さ ら に 、 保 険者 の 最大善意 の継続性 に 関 し て 、 責任保険者 が被保険者 の側 に 立

っ て 善意 で交渉 を 行 う 義務 を 負 う こ と が 、 黙 示 的 条項 と し て 効 力 の あ る 義務 と 認

め ら れ る こ と が あ る が 、 そ れ が 一般原則 、 す な わ ち 最 大善意 の 義務 と し て 認 め ら

れ る か否 か を 検討す る 裁判例 が あ る 。 例 え ば 、 仮 に 最 大善意 の継続的義務 を 保 険

者 が 負 う と し て も 、 保 険者 に 善意 で合理 的 な 早 さ で和解 し 保 険金 を 支払 う こ と を

義務 づ け る も の で は な い と す る も の 3 9 、 第 三 当 事者 の請求 に 対す る 和解 の 際 に は

被保険者 の利 益 を 考慮 し な け れ ば な ら な い 義務 が 責任保険者 の継続的最大善意義

務 と し て 課 さ れ て い る こ と を 認 め る も の 4 0 、 な ど 判 例 は 分 かれ る と こ ろ で あ る 。

そ の よ う な 判 例 の 分析 に よ れ ば 、 保 険金請求 に保険者 が 対応す る 場合 に は完全 な

裁量が認 め ら れ て い る も の で は な い と い う の が 英 国 で の 考 え 方 で あ る と い う こ と

で あ る 4 1 。

以 上 の よ う に 英 国 で は 、 保 険契約 の 善意契約性は 、 契約 締結 の 交渉時 に お い て

保険者 の 開 示義務 の み な ら ず 、 契約 が 有効 に 存続 し て い る 間 、 保 険事故発生時 の

保険金請求 に つ い て の 保険者 の 対応 に も 継続 し て 認 め ら れ る と こ ろ で あ る 4 2 。

4 ( 最 大 ) 善意契約性 を認 め る こ と の意味

( 1 ) 保険契約 の く 最大 ) 善意性の承認

わ が 国 に お い て 保 険契約 の 善意契約性 を 強調す る 場合 、 こ れ ま で は保険契約者

側 の 義務 の根拠 な い し そ の 趣 旨 を 説 明 す る た め に 用 い ら れ 、 善意契約性 の 相 互性

は あ ま り 意識 さ れ て こ な か っ た よ う に 思 わ れ る 。 英 国保 険法 に お い て も 確立 し て

I n s u r a n c e C o . L t d . 事 件 ( [ 2 0 0 6 ] U . K . P . C . 2 9 ) で は 、 被保 険者 が 保 険金請 求 の た め の 手
続 的 条件 に 従 う 必 要 が あ る こ と を 積極 的 に 告 げ な け れ ば な ら な い 善 意 の 義 務 が あ る こ と を 否
疋･ し て い る 。

3 9 I n s u r a n c e C o r p o r a t i o n o f t h e C h a n n e l I s l a n d s v . M c H u g h , [ 1 9 9 7 ] L . R . L . R , 9 4 , 他 に 、
G a n v . T a i p i n g , [ 2 0 0 1 ] L 1 o y d ' s R e p . I . R . 6 6 7 .
4 0 K / S M e r c - S k a n d i a x xX X II v . C e r t a i n L l o y d U n d e r w r i t e r s , [ 2 0 0 □ L 1 o y d ' s R e P . I . R .
8 0 2 .

4 L R . M e r k i n , 5 ““ ア α n o t e ( 3 6 ) , a t 2 4 4 .

4 2 P . M . E g g e r s , S . P i c k e n & P . F o s s , 5 “pね n o t e ( 1 9 ) , a t 2 9 8 - 3 0 2 , さ ら に 、 英 国 で は 自 主
規 制 と し て の 英 国保 険者協会 ( A s s o c i a t i o n o f B r i t i s h I n s u r e r s ) の 定 め た t h e S t a t e m e n t o f
G e n e r a l I n s u r a n c e P r a c t i c e l 9 8 6 な ら び に t h e L o ng Te r m I n s u r a n c e P r a c t i c e l 9 8 6 も 保 険
金 請 求 に 対す る 保 険 者 の 対応 と し て 重 視 さ れ て い る 。 !“ . , a t 3 0 2 3 J . B i r d s & N . J . H i r d ,

s ““ ね n o t e ( 2 6 ) , a t l 3 9 4 0 . 同 S t a t e m e n t の 試訳 と し て 、 梅 津 昭 彦 『 保 険 仲 介者 の 規制 と 責
任 』 ( 中 央 経 済社 ･ 1 9 9 5 年 ) 1 6 2 ‐ 6 8 頁 。
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い る よ う に 、 保 険契約 の ( 最 大 ) 善意契約性 は 、 契約 当 事者双方 に 契約 の成 立か

ら 終了 に 至 る ま で ( 最 大 ) 善意 を 要求す る も の で あ り 、 保 険契約 に あ っ て は保険

者 に 対 し て も 当 然 に そ れ が 要求 さ れ る も の で あ る 。

そ こ で 、 確 か に 、 保 険法 な い し 各種約款 の 各規定 は 、 そ れぞれ の 趣 旨 ･ 目 的 を

見極 め た う え で解釈す る こ と が 必要 で あ る が 、 保 険契約 が 、 同 様 の 危険 に 曝 さ れ

た 多数 の 経済 主体 た る 被保険者 ま た は保険契約者 の 存在 を 前提 と し た危 険分散 と

い う 保 険 シ ス テ ム が 有す る 特性 を 前提 と し た 契約 で あ る こ と 4 3 、 ま た そ れ を 射倖

契約 と 呼ぶ か ど う か は別 に し て 、 保 険契約 の 一方 の 具体的 給付 の 有無 な い し 内 容

が 将来 の 一 定 の 出 来事 の 発 生 ･ 不 発 生 に よ っ て の み確定す る も の で あ る こ と 4 4 、

あ る い は 、 例 え ば 、 契約 当 事者 の 給付 ･ 反 対給付 が 同 時 に 履行 さ れ瞬間 的 に 消滅

す る 売 買 契約 の よ う な 法律 関係 と は 異 な り 、 保 険契約 は継続 的契約 4 5 と し て の 性

質 を 有す る も の で あ る こ と 4 6 、 な ど を 認 め る こ と が で き る な ら ば 、 そ も そ も 論 と

し て 保 険契約 の性質 を 強調す る こ と に よ り 各規定 の解釈 の 前提 と すべ き で は な い

だ ろ う か 。 そ こ で 、 以 上 の よ う な保 険契約 の 性格 は 、 契約 両 当 事者 に他 の 一般契

約 以 上 に 、 他 方 当 事者 に 対 し て 善意 で あ る こ と を 要 求 し 4 7 、 契 約 当 事者双方 に そ

4 3 田 中 耕太 郎 ｢ 保 険 の 社会性 と 団 体性 ｣ 『 商 法 学 特殊 問 題 中 ( 田 中 耕太 郎 著作集 9 ) ( 復 刻 版 ) 』
( 新 青 出 版 ･ 1 9 9 8 年 ) 1 0 7 頁 以 下 、 1 4 2 頁 以 下 ( 初 版 l 9 5 6 年 ) 。

4 4 商 法 6 2 9 条 、 6 7 3 条 ( 保 険 法 2 条 6 号 い 9 号 ) 。
4 5 継続 的 契 約 は 、 『 一 定 期 間 ま た は 不 定 の 期 間 中 に 契 約 当 事者 が 継続 し て 履行義務 を 負 う 旨 の
合 意 ( す な わ ち 、 当 事 者 の 意 思 に よ っ て そ の 趣 旨 の 義務 が 発 生 し て い る ) が 認 め ら れ る 契 約 ｣
で あ り 、 一 回 の 履行 に よ り 直 ち に 履行 義務 が 消滅す る 趣 旨 の 契 約 で あ る ｢ 一 時 的 契 約 ｣ と 対
比 し て 用 い ら れ る 。 平 井 宜雄 『 債 権 各論 1 上 契 約 総論 』 ( 弘 文 堂 ･ 2 0 0 8 年 ) 6 1 頁 。
4 6 田 中 ･ 前 掲 認 ( 4 3 ) 1 l 8 ‐ 2 1 頁 。 ま た 、 金 澤 理 『保 険 法 上巻 〔 改訂版遡 ( 成 文 堂 ･ 2 0 0 1
年 ) 4 3 4 4 頁 は 、 ｢ 保 険契約 は 、 当 事者 間 に 保 険 関 係 を 生 じ さ せ る 法律行為 で あ っ て 、 保 険 関
係 つ ま り 保 険 者 の 不確定 な 保 険金支 払債務 と 保 険 契 約 者 の 保 険料支払 債務 は 、 期 間 の 長 短 は
あ る け れ ど い ずれ も 一 定期 間 ( 保 険期 間 ) 中 存続す る 性格 を も つ 。 し た が っ て 保 険契 約 は 、
電 気 ･ ガ ス の 供 給契 約 や借地 ･ 借 家契 約 と 同 じ よ う に 、 継 続 的 契 約 で あ る ｣ と し て 、 保 険 契
約 の 解 除 の 効 果 が 将 来 に 向 か っ て の み 効 力 を 生 じ る こ と を 原 則 と す る の は 、 契 約 存続 中 に 当
事者 の 一 方 の 債務不 履行 が あ っ た 場合 に つ い て も 、 他 方 当 事者 は そ れ ま で の 期 間 は 既 に 履 行
が 終 わ っ て い る こ と か ら 説 明 さ れ る 。 ま た 、 田 辺 康 平 『 新版 現代保 険法 』 ( 文 眞 堂 ･ l 9 9 5 年 )
3 3 ‐ 3 4 頁 は 、 保 険者 の ｢ 危 険負 担 ｣ に 法 的 意 味 に お け る 給付性 を 認 め る こ と は で き な い が 、
保 険契 約 の 成 立 に よ る 経 済 的 効果 と し て ｢ 危 険負 担 ｣ な る も の が 認 め ら れ る な ら ば 、 そ の ｢ 危
険負 担 ｣ が 継続 的 に 行 わ れ て い る こ と に お い て 保 険 契 約 を ｢ 類 似継続 的 契 約 ｣ と 認 め る こ と
が で き る と す る 。

4 7 海 上保 険契 約 は 、 保 険者 の 相 手方 で あ る 保 険契 約 者 の 多 く は 、 海 上保 険 の 付保対象 で あ る
船舶や運送 品 を 扱 う 商 人 ･ 企 業 で あ り 、 他 方 、 保 険 者 は ( ロ イ ズ に お け る 個 人 ア ン ダ ー ラ イ
タ ー を 除 き ) こ れ も 商 人 ･ 企 業 で あ る 。 し た が っ て 、 海 上保 険 契 約 の 当 事者 間 で は 、 契 約 自
由 の 原則 が 当 然 に 妥 当 し 対 等 な 者 同 士 と し て 善意 が 要 求 さ れ る 。 田 中 ･ 前 掲 註 ( 4 3 ) 1 3 4 頁 。
そ れ に 対 し 、 各 種 の 陸 上保 険 の 分 野 に お け る 保 険契 約者 ･ 被保 険者 ･ 保 険金 受 取人 の 中 に は 、

… 1 2 -
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の性質 の 具体 的発現 と し て の 権利 な い し 義務 を 指摘すべ き で あ る 4 8 。

( 2 ) ( 最大 ) 善意性に基づ く 保険者の義務

特 に 、 保 険契約 の ( 最 大 ) 善意契約性故 に あ ら た め て 保険者側 に 何 ら か の 具体

的義務 が認 め ら れ る 必要 が ｢ い ま ｣ あ る の で は な い か 。 す な わ ち 、 契約締結 に 至

る 交渉過程 に お い て 、 契約 が 有効 に継続 中 に お い て 、 そ し て 保 険事故 ( 給付事 由 )

が 発 生 し た 時点 に お い て 保険者 に 対 し 保 険契約 の ( 最 大 ) 善意性 の 具体的 要請 が

認 め ら れ る 場合 が あ る の で は な い か 。 例 え ば 、 保 険契約 が ( 最 大 ) 善意契約 で あ

り 、 保 険者 に そ の 具体 的発現 と し て 開 示義務 を認 め る 場合 、 そ れ が 契約締結 時 ( 前 )

の 義務 で あ る な ら ば 、 そ れ は 、 保 険者 ･ 保 険募集人 の 説 明 義務 と し て 行為 規制 の

問題 と し て 処理 さ れ て い る 4 9 。 ま た 、 通 常 の 商 品 の 売 買 契約 ま た は サ ー ビ ス 供給

契約 に お い て 、 一 方 当 事者 の 権利 実現 の た め の請求 ま た は義務 の 履行 は そ の者 の

単独 の 作為 で完結す る こ と が ほ と ん ど で あ る の に 対 し 5 0 。 保 険契約 の 特異性 と し

て 、 当 事者 の 一 方 の 権利 の行使 あ る い は義務 の履行 が 、 そ の 者単独 で は実現 し な

い 、 完結 し な い 、 意 味 あ る も の と な ら な い 契約 で あ る こ と が 指摘 で き な い だ ろ う

か 。 例 え ば 、 一 定 の 事実 が発生 し た 場合 に 、 当 該事実 の発 生 が保険者 の 給付義務

を 生 じ さ せ る ｢ 保 険事故 ｣ の 発 生 な の か 、 あ る い は ｢ 保 険事故 ｣ が 発 生 し た こ と

に 保 険契約者 ま た は被保険者 が 気付 かず に い る こ と が あ り 得 る 。 そ の 場合 に は他

方 当 事者 で あ る 保 険者 の 協力 が 必要 で あ る と 考 え る 。 そ の 意 味 で も 、 保 険契約 は

( 最 大 ) 善意 契約 で あ る こ と を 強調す る 必 要 が あ る 5 1 。

保 険者 に 対 し て 対 等 で あ る と は認 め ら れ な い 多 く の 者 が い る 。 そ こ で 、 契 約 自 由 の 原則 が 法
規 の 強行性 を も っ て 修 正 さ れ る 必 要性 が 認 め ら れ 、 両 者 間 の 公 平性 が 確保 さ れ る 。 そ れ は 保
険契 約 の ( 最 大 ) 善 意性 を 基礎 と す る も の で あ る と は 考 え ら れ な い か 。
4 8 誤解 を 恐 れず 引 用 す る な ら ば 、 契 約 関 係 の 継続性 が 尊重 さ れ る 場合 に は 、 信 義 則 が 適 用 さ
れ た 裁判 例 の 分析 を 通 じ て ｢ 当 事者 の 義 務 の 根拠 は 、 契 約 締結 の 意 思 と い う よ り 、 当 事 者 が
形成 し た 『 関 係 』 そ の も の に あ る と 言 う 方 が 適切 に 感 じ ら れ る 。 そ の よ う な 契 約 モ デル が 、
関 係 的 契 約 に ほ か な ら な い ｣ の で あ り 、 保 険 契約 は 当 事者 の ( 最 大 ) 善意 が 要 請 さ れ る 関 係
的 契 約 で は な か ろ う か 。 内 田 貴 『 契 約 の 時代 』 ( 岩 波 書 店 ･ 2 0 0 0 年 ) 8 5 ‐ 8 6 頁 。
4 9 金 融 商 品 の 販 売 等 に 関 す る 法 律 3 条 、 保 険 業 法 3 0 0 条 、 参 照 。
5 0 一 般 契 約 法 の 分 野 に お い て 履行 の 相 手 方 に つ い て で は あ る が 、 弁 済 提供 に か か る 信 義則 上
の 協 力 義 務 が 認 め ら れ た と 評 価 さ れ た も の と し て 、 最 判 昭 和 3 9 ･ l o ･ 2 3 民 集 1 8 巻 8 号 1 7 7 3
頁 、 参 照 。

5 1 例 え ば 、 被 保 険者 を 加 害者 と し て 賠償請 求 訴 訟 が 提 起 さ れ た 場合 、 責任保 険 契 約 の 保 険者
は 防御 義務 ( d u t y o f d e f e n d ) を 負 う か議 論 が あ る 。 山 下 ･ 保 険 法 4 2 6 ‐ 3 4 頁 。 広 瀬裕樹 ｢ 責
任保 険者 に よ る 防御 と 利 害 対 立 に 関 す る - 考 察 ｣ 保 険 学雑誌 5 8 0 号 ( 2 0 0 3 年 ) l 2 3 頁 以 下 。
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以 上 の よ う に 保 険契約 の ( 最 大 ) 善意性 を 再確認す る 作業 に よ り 保 険者 に何 ら

か の 義務 を 認 め る こ と が 、 ｢ い ま 保 険 と は何か を 考 え る ｣ 場合 に は 特 に 強調 さ れ な

け れ ば な ら な い と 考 え る 5 2 。

5 2 保 険 契 約 が ( 最 大 ) 善意 の 契 約 で あ る こ と 、 ま た は保 険 契 約 の 当 事者 は 信 義 に 従 い誠 実 に
行 動 し な け れ ば な ら な い こ と が 強 く 要 請 さ れ る も の で あ る こ と を 立 法 に お い て 文 言化 し な け
れ ば な ら な い ( な ら な か っ た ) か に つ い て は 、 報 告 者 は そ の こ と が 注 意 ･ 確認 的 規 定 の 意 味
し か も た な い も の で あ っ て も 肯 定 的 な 意 見 を も つ も の で あ る 。 例 え ば 、 消 費者 契 約 法 l o 条 、
民 事 訴訟 法 2 条 、 参 照 。
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横断的投資サー ビ ス 法制度 に 関す る -考察

-生命保険は金融商品 と し て規制すべ き か

日 本生命保険相互会社 松澤 登

I は じ め に

平成 1 8 年 の 通 常 国会 に お い て 、 投 資 サ ー ビ ス に か か る 横断的 法制 度 で あ る 金融

商 品 取 引 法 (以 下 、 金 商法 ) が 制 定 さ れ た 。 法改正 を 提言 し た 金融審議会第一部会

報告 1 ( 以 下 、 第一部会報告 ) に 至 る 審議 の過程 で は 、 保 障性保 険 も 含 め た 包括 的

法制度 と すべ き と の 主 張 も な さ れ て い た が 、 結果 と し て 投資性保険 に つ き 金商法

の 一部販売規制 が 準用 さ れ る こ と に な っ た 。 た だ今後 、 よ り 包括 的 な 規制 の 枠組

み に つ い て 引 き 続 き 検討 さ れ る こ と と な っ て い る 2 。

第一 部 会 の議論 は概ね英 国 の 金融サ ー ビ ス 市場法 を モ デル と し て い る た め 、 本

稿 で は 、 日 本 の 規制 と EU の 各指令 を 踏 ま え て 生命保 険 と 金融商 品 の そ れぞれ の 規

制 ア プ ロ ー チ の 相 違 を 明 確 に し た う え で 、 そ れ ら を 英 国 は ど の よ う に横断的規制

に 取 り 入れ て い る の か を 見 る こ と と す る 。 そ の う え で 、 今 後 の 検討 に 当 た っ て の

視点 を 示 し た い 。

な お 、 本稿 で は検討 の 便 を 考慮 し 、 金 商法上 の 用 語 で あ る 金融商 品 を 商 品 と し

て の 投資 サ ー ビ ス を 指す言葉 と し て 使用 し 、 日 本 、 EU 、 英 国 の いずれ に お い て も

生命保 険業 を 営 む事業者 を 生命保 険会社 、 金融商 品 に か か る 業 を 営 む事業者 を 金

融商 品 取 引 業者 と し て 統一表記す る 。 ま た 日 本 、 EU 、 英 国 の 制 度 比較表 を 末尾 に

別表 1 、 別 表 2 と し て 添付 し て い る の で適宜参 照 さ れ た い 。

肛 生命保険業 と 金融商 品 取 引 業 に かか る 規制 ア プ ロ ーチ の相違

1 . 生命保険業 と 金融商品 取 引 業 と の 関係

l 金 融審議会第一 部会 報告 『 投 資 サ ー ビ ス 法 (仮称渇こ 向 け て ｣ 平成 1 7 年 1 2 月 2 2 日
2 金 融審議会 第 一部会 前掲報告 p 9 参 照 。 ま た 衆参 の 付 帯 決議 に も 検討 を 進 め る べ き こ と が 記
載 さ れ た 。
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最初 に 、 生命保険業 と 金融商 品 取 引 業 と の 関係 を ま ず確認す る 。

( 1 ) 日 本 の 状況

金商 法 は 、 金融商 品 を 取 り 扱 う 各種 の 業 を 金融商 品 取 引 業 と し て 幅広 く 規制 対

象 と し て い る (金 商法 2 条 8 項 、 2 9 条 ) 。 そ し て 、 金 商法 が 包括 的規制 と 言 われ る

の は 、 集 団 投資 ス キ ー ム に か か る 権利 を 適用 対象 と し て お り (金 商 法 2 条 2 項 5

号 ) 、 各種 の 金融商 品 に 幅広 く 金商法 が 適用 さ れ る た め で あ る 3 。

一 方 、 保 険業法 は 生命保険業 を ｢人 の 生存又 は死 亡 に 関 し … - 定額 の保 険金 を 支

払 う こ と を 約 し 、 保 険料 を 収受す る 保 険 ｣ を 引 き 受 け る 事業 と 定義 し て い る (保 険

業法 3 条 4 項 1 号 ) 。

金商 法上 の金融商 品 と 生命保 険 と の 関係 は必ず し も 明 確 で は な い が 、 上述 の集

団投資 ス キ ー ム の 規定 に 関 し て 保 険業 を 行 う も の の 引 き 受 け る 保険 を 除外す る 規

定 が あ る ( 金 商法 2 条 2 項 5 号 ノ、 ) 。 そ し て 、 生命保険会社 に は他業制 限 が 課せ ら

れ て お り (保 険業法 1 0 0 条 、 ま た 生損保兼営禁止 に つ き 3 条 3 項 ) 、 法 定 の 場合 (保

険業法 99 条 、 金商 法 3 3 条 2 項 ) を 除 き 、 金融商 品 取 引 業 を 行 え な い 。 し た が っ て 、

生命保険業 は金融商 品 取 引 法 か ら 明 示 的 に 除外 さ れ 、 特有 の 業 と し て 独 自 の 規制

を 受 け る も の と な っ て い る 。

( 2 ) EU 指令

EU の 金融商 品 市場指令4は 、 金融商 品 に 関 し て サ ー ビ ス ･ 事業活動 を 行 う ｢金融

商 品 取 引 業者 ( l n v e s t 血 e n t n rm) ｣ を 規制 対象 にす る (金 融商 品 市場指令 4 条 1

項 ) 。 規制 対象 と な る 金融商 品 に は株券 な ど の 譲渡性金融商 品 や集 団投資事業 の

ユ ニ ッ ト な ど 幅広 く 取 り 込 ん で い る (金融商 品 市場指令別表 1 S e c t 1 o n C ) 。

一 方 、 生命保 険指令 5 は 、 規制 対象 と な る 生命保 険会社 を 、 生命保 険 6 、 年 金 、

3 神 田 秀 樹 他 ｢新 し い 投 資 サ ー ビ ス 法制 ｣ 『 商 事 法務 』 No . 1 7 7 4 、 2 0 0 6 年 、 p 1 2 参 照 。
4 D I R E C T I V E 2 0 0 4 / 3 9 / E C O F TH E E U R O P EAN P A R L I AM ENT AND OF T H E C OUNC I L o f 2 1 A p r l 1 2 0 0 4

o n m a r k e t s 1 n f m a n c l a l 1 n s t r u m e n t s a m e n d 1 n g C o u n c n D 1 r e c t l v e s 8 5 / 6 l l / E E C a n d 9 3 / 6 / E E C

a n d D 1 r e c t W e 2 0 0 0 / 1 2 / E C 。 f t h e E u r o p e a n p a r l 1 a m e n t a n d 。 f t h e c o u n c 1 1 a n d r e p e a 1 1 n g

C o u n c 1 l D 1 r e c t 1 v e 9 3 / 2 2 / E E C

5 D I R E C T I V E 2 0 0 2 / 8 3 / E C OF T H E E UR OP E AN P A R L I AM ENT AND T H E C OUNC I L o f 5 No v e m b e r 2 0 0 2
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生命保険 に 付 随す る 一 定 の 特約 、 終身 医 療保 険 の 元受 (生命保 険指令 2 条 1 項 )

等 を 行 う 事業者 と い う よ う に 具体列挙 し て い る 。

そ し て 金融商 品 市場指令 は 生命保 険会社 を 適 用 除外 と し て い る (金 融 商 品 市場

指令 2 条 1 項 ( a ) ) 。 生命保 険会社 に は他業制 限 が あ り ( 生命保 険指令 6 条 1 項 ) 、

生命保険業 は金融商 品 取 引 業 か ら 独 立 し た 業 と な っ て い る 。

な お 、 日 本 で は銀行 に他業制 限 が あ り (銀行 法 1 2 条 ) 、 一 定 の 金融商 品 取 引 業 以

外 は行 え な い (金 商 法 3 3 条 1 項 ) が 、 EU で は ユ ニ バ ー サルバ ン ク 制 度 を採用 し て

お り 、 銀行 が 金融商 品 取 引 業 を 併せ行 う こ と が で き る (銀行指令 7別表 I 参 照 ) 。

( 3 ) 英 国 の 取扱

英 国 の 金融サー ビ ス 市場法 (F 1 n a n c 1 a 1 S e r v l c e s a n d Mar k e t s A c t , 以 下 FSMA )

は 、 生 命 保 険 業 を 金 融 商 品 取 引 業 の ひ と つ と し て 規 制 対 象 に 取 り 込 ん で い る

( FSMA 1 9 条 、 2 2 条 、 別 表 □ パ ー ト n 2 0 、 パ ー ト I 2 ( 1 ) ( 2 ) ) 8 。 た だ金融サ ー ビ

ス 機構 (F 1 n a n c 1 a 1 S e r v 1 c e Au t h or 1 t y , 以 下 FSA ) が 策 定す る 規則及びガ イ ド ラ イ

ン集 で あ る FSA ハ ン ド ブ ッ ク で は 、 EU 指 令 と 同様 に 生命保険会社 の他業 を 制 限 し

て い る ( I NS PRU 1 . 5 . 1 3 , 1 . 5 . 1 7 。 な お 、 本稿 で は FSA ハ ン ド ブ ッ ク を 章 の 名 称 だ

け で 引 用 す る 。 具 体 的 に は INS P RU , PE RG , GENPRU , C OLL , C OBS を 引 用 す る 。 ) し

た が っ て 英 国 で も 生命保険業 は他 の 金融商 品 取 引 業 か ら 独 立 し た 業 と さ れ て い る 。

と こ ろ で 、 英 国 で保 険 と 判 断 さ れ る 要 素 と し て は 、 ① - 国 以 上 の 支払 に対 し て 、

②金銭等 の 給付 が 受取人 に 対 し て 行 われ 、 ③偶然 、 かつ 受 取人 に と っ て 不利益 で

あ る 出 来事 に 対応す る も の 、 と さ れ て い る ( P ERG 6 . 3 . 4 ) 。 す な わ ち 受 取人 の リ ス

ク を 引 受 け る も の が 保 険 と さ れ て い る 。 そ し て こ の よ う な 特性 を 反 映 し て 、 以 下

C o n c e r n 1 n g l 主 f e a s s u r a n c e

6 生命保 険 に つ い て は 更 に 、 ｢ 特 定 年 齢 ま で 生 存 し た こ と に 関 す る 保 険 、 死 亡 に 関 す る 保 険 、
特 定年齢 ま で 生存 し た こ と ま た は そ れ よ り 早 期 の 死 亡 に 関 す る 保 険 、 保 険 料払 戻 の あ る 保 険 、
婚姻保 険 、 出 生保 険 、 か ら な る 保 険 の 種類 ｣ と 定 義 さ れ て い る ( 生命保 険 指 令 2 条 1 項 ( a ) ) 。

な お 、 投 資 信 託 に リ ン ク し た 変 額 商 品 も 生命保 険 に 含 む (生命保 険指令別 表 1 ) 。
7 D I RE C T I VE 2 0 0 6 / 4 8 / E C OF T H E E U R OP EAN PA R L I AMENT AND T H E C OUNC I L o f 1 4 Ju n e 2 0 0 6

r e l a t 1 n g t o t h e t a k 1 n g u p a n d p u r s u 1 t o f t h e b u s 1 n e s s o f c r e d 1 t 1 n s t 1 t u t 1 o n s . な お 、
銀行 は 一 般 か ら 預 金 を 受 け 入れ 、 自 己 勘 定 で 貸付 を 行 う も の と し て 定義 さ れ て い る (銀行 指令
4 条 1 項 ) 。

8 生命保 険事業 の 範 囲 は EU 同 様 、 具 体 的 に 定 め ら れ て い る (規 制 活 動命 令別 表 1 パ ー ト ロ ) 。
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で み る よ う に 生命保険業 に は 特有 の 規制 が適 用 さ れ て い る 。

2 . 健全性 に かかわ る 監督規制

以 下 で は具体 的 な 規制 を 比較 し て い く 。 生命保険会社 と 金融商 品 取 引 業者 の 双

方 に 関 し て 、 破綻 時 に 於 け る 顧 客保護 の 問題等 を 踏 ま え て 、 健全性 に か か わ る 規

制 が そ れぞれ置 かれ て お り 、 本項 で は ま ず そ の 特徴 を 比較す る 。

( 1 ) 日 本 の 状況

一般 的 な 証券会社 に該 当 す る 第一種金融商 品 取 引 業者 に かか る 金 商法 の 主 な健

全性 に か か る 規制 を 見 る と 、 最低資本金規制 (金商法 2 9 条 の 4 第 4 号 、 金商 法施

行令 1 5 条 の 7 第 1 項 2 号 ) や 自 己 資本規制 比 率 (金 商 法 46 条 の 6 、 5 3 条 ) な ど が

あ る 。 特徴 的 な の は 、 顧 客資 産 の 分離 (金商法 42 条 の 4 、 4 3 条 の 2 ) で あ り 、 資 産

分離 に よ っ て 金融商 品 取 引 業者 の 資産流用 を 防 ぎ 、 破綻 時 に は 物権 的保護 を 与 え

る 9 。 ま た 投資者保護基金 に よ る 支払 等 (金商 法第 4 章 の 2 ) に よ る 保護 が あ る 。

一 方 、 生命保険会社の健全性確保 の た め 最低資本金 ･ 基金規制 (保 険業法 6 条 、

保 険業法施行令 2 条 の 2 ) や ソ ルベ ン シー マ ー ジ ン 比 率規制 (保 険業法 1 3 0 条 、 保

険業 法 1 3 2 条第 2 項 に 規定す る 区分等 を 定 め る 命令 2 条 ) 等 が あ る 。

そ し て 、 生命保 険会社規制 に 関 し て 最 も 特徴 的 な の は将来 の 保険債務 の 履行 に

備 え て 積み 立 て る 責任準備金で あ る (保 険業法 1 1 6 条 ) 。 保 険業法 は 、 生命保険契

約 を継続 さ せ る こ と を 重要視 し て お り 、 新 商 品 を 発 売す る に 当 た っ て 、 保 険料 と

責任準備金 の 算 定方法 に 関 し て 保 険数理 に 基づ い た合理性 の 審査 が 行 われ る (保

険業法 4 条 2 項 4 号 、 5 条 1 項 4 号 、 1 2 3 条 、 1 2 4 条 2 号 ) 。

ま た 、 破綻 回避 の た め の 契約 条件変 更 の 手続 (保 険業法 2 4 0 条 の 2 ) や 、 破綻 時

に 当 局 の 管 理 下 で処理 を 行 う 制 度 (保 険業法 24 1 条 以 下 ) や会社更 生 手続 の 特例

(金融機 関 等 の 更生手続 の 特例等 に 関す る 法律 1 6 8 条 以 下 、 3 5 7 条 以 下 、 4 2 1 条 以

下 ) が あ り 、 ま た 生命保険契約者保護機構 に よ る 救済会社宛 の 資金援助 業務 (保 険

業法 2 6 6 条 ) と い っ た 契約 を継続 さ せ る た め の 制度整備 が な さ れ て い る 。

9神 崎 克 郎 、 志 谷 匡 史 、 川 口 恭 弘 『 証券 取 引 法 』 初 版 、 2 0 0 6 年 、 p 4 5 2 参 照 。
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( 2 ) EU 指令

金融商 品 取 引 業者 に つ い て 、 最低 自 己 資本 の積立 (資本十分性指令 1 0 2 0 条 1 項 )

が 要求 さ れ て い る ほ か 、 銀行 の 自 己 資本規制 比率 の 国 際標準 で あ る バ ー ゼル n の

第 二 の 柱 に該 当 す る 、 頑 強 な ガバ ナ ン ス 、 明 確 な組織形態 、 効 果 的 な リ ス ク コ ン

ト ロ ー ル 、 十分 な 内 部 統制 と い っ た社 内 態勢 の整備 と 、 リ ス ク に 応 じ た 内 部 資本

の積立 も 要求 さ れ て い る (資 本十分性指令 3 4 条 ) 。

ま た 、 顧 客資産 の 分離 が 求 め ら れ (金融商 品 市場指令 1 3 条 7 項 ) 、 分離 さ れ て い

な い顧 客 資産 に つ い て 補償 ス キ ー ム へ加 入す る こ と が 義 務付 け ら れ て い る (金融

商 品 市場指令 1 1 条 ) 1 1 。

一 方 、 生命保 険会社 に つ い て 、 事業 の 開 始 に 当 た っ て の 最低補償基金保有義務

(生命保険指令 6 条 1 頂 く d ) ) や 、 ソ ルベ ン シー マ ー ジ ン 規制 が あ る (生命保険指令

2 7 条 、 2 8 条 ) 。 商 品 事前認可制 度 は禁止 さ れ て い る が 、 事前認可 に な ら な い 限 り

に お い て 各 国 の 数理規制 に合致 し て い る こ と を 確認す る た め の 事前報告 を 求 め る

こ と が で き る (生命保 険指令 6 条 5 項 ) と さ れ 、 ま た 責任準備金規制 (生命保険指

令 20 条 ) は 日 本 と 同 様 に 監督上 の 有力 な ツ ール と な っ て い る 。

経営悪化 時 に は財務健全化計画 の提 出 (生命保 険指令 3 7 条 2 項 ) や 、 契約者利益

が 害 さ れ る お そ れ が あ る 場合 の 再建計画 の提 出 (生命保険指令 38 条 ) な ど 当 局 の

管 理下 で事業継続 を 目 指す取扱 が な さ れ る 。 破綻時 に お い て は 、 清 算 手続 を 開 始

す る 権 限 を 母 国 当 局 だ け が も つ (保 険事業者再生清算指令 1 2 8 条 1 項 ) ほ か 、 再 生手

続 に 関 す る 決定権 限 が 母 国 当 局 に 限定 さ れ て い る (保 険事業者再生清算指令 4 条 1

項 ) 。 な お 、 生命保 険分野で は現在補償 ス キ ー ム に 関 す る 指令策 定 に 関 す る 諮 問ペ

ー パ ー が 出 さ れ て い る 段 階 に あ る 1 3 。 過 去 に 破綻 を 経験 し な か っ た 国 な ど で は補

l o D I R E C T I V E 2 0 0 6 / 4 9 / E C OF T H E EUR O P EAN P A R L I AMENT AND OF T H E C OUNC I L o f 1 4 J u n e 2 0 0 6

o n t h e c a p 1 t a l a d e q u a c y o f mv e s t m e n t f 1 r m a n d c r e d 1 t 1 n s t 1 t u t 1 o n ( r e c a s t ) 。 な お 、 こ
の 指令 は銀行 と 金 融 商 品 取 引 業者 共 通 の も の で あ る 。

1 1 補 償 ス キ ー ム の 内 容 に つ い て は 、 D I R E C T I V E 9 7 / 9 / E C O F T H E E U R OP EAN P AR L I AMENT AND OF

T H E C OUNC I L o f 3 M a r c h l 9 9 7 o n 1 n v e s t o r - c o mp e n s a t 1 o n s c h e m e 参 照 。

1 2 D I R E C T I VE 2 0 o l / l 7 / E C OF T H E E U RO P E AN P A R L I AME NT AND OF T H E C OUNC I L o f l 9 Ma r c h 2 0 0 1

o n t h e r e o r g a n 1 z a t 1 o n a n d wm d 1 n g - u p o f l n s u r a n c e u n d e r t a k 1 n g s 参 照 。

1 3 E u r o p e a n C o mm 1 s s 1 o n “ ℃のVis猪Z Z逐 グノのV P教P笈刃 物V 五Vis茂費月産℃“ ““方尺月"!甥だ ゞこ"亙乾ガザ 7 M a y 2 0 0 8



【 平成 20 年度 日 本保険学会大会 1

共通論題 ｢いま保険 と は何かを考え る ｣

レジ ュ メ : 松澤 登

償 ス キ ー ム 自 体 が 存在 し な い と い っ た こ と も あ り 、 指令化 が 遅れ て い る 1 4 。

こ の よ う に ①生命保 険契約 の継続 が 重大 な 関 心事 と さ れ て い る こ と 、 ま た ②健

全性 の維持 、 経 営 悪化 時 、 破綻 時 に お い て 当 局 の 関 与 の 程度 が 強 い こ と 、 が 生命

保険業 に お け る 健全性 に か か る 規制 の 特徴 と い え よ う 。 こ れ ら は 、 生命保 険会社

が長期 に わ た る リ ス ク を 顧 客 か ら 引 き 受 け る と い う 事業特性 と 、 次 項 で 見 る と お

り 生命保険会社の 健全性 の判 断 が 一般人 に は つ き に く い 特性 が あ る こ と に よ る も

の と 考 え ら れ る 。

( 3 ) 英 国 の 取扱

英 国 で は 以前 、 F S A が 銀行 ･ 保 険 ･ 金融商 品 取 引 業 に か か る 健全性ルール を 統

一す る 方針 を 示 し て い た が 、 2 0 0 6 年 に こ の 方針 を 変 更 し 、 現在 で は EU 指令 を 原

則 と し て そ の ま ま 導入 ( c op y - o u t ) し て い る 1 5 。 し た が っ て 制 度 内 容 を 説 明 す る こ

と は省 略 し 、 特徴 的 な 規定 の み指摘 し て お き た い 。

一 点 目 と し て 、 バ ー ゼル □ の 第 二 の 柱ルール は既 に 生命保険会社 に も 適 用 さ れ

て い る (GENP RU 1 . 2 . 3 0 ) 。 こ れ は金融商 品 取 引 業者 と 生命保険会社 の 規制 を 並べ て

規定 し て い る こ と で容易 に な っ た こ と は あ ろ う が 、 横 断的 法制 度 で な け れ ばで き

な か っ た と ま で は言 え な い で あ ろ う 。

二 点 目 と し て 、 清 算 手続 に 関 す る 法律 の 規定 に 生命保 険会社 に つ い て の 特則 が

あ り 、 既存 の 契約 を他 の 生命保険会社 に 譲渡す る こ と を 目 的 と し な け れ ば な ら な

い と さ れ て い る (FSMA 3 7 6 条 2 項 ) 。 こ の よ う に 英 国 で も 生命保 険会社 の 監督 は契

約 を継続 さ せ る と い う 理念 が 明 確 に な っ て い る 。 し た が っ て 、 少 な く と も 現時点

に お い て は 、 顧 客資産や権利 の確保 の仕方 な ど健全性 に かか わ る 規制 に 関 し て 、

生命保 険業 と 他 の 金融商 品 取 引 業 で 明 確 な 相違 が認 め ら れ 、 そ し て 、 英 国 の横断

的法制 度 は そ の よ う な 相 違 を そ の ま ま 受 け 入れ て い る と い え よ う 。

l 4 E u r o p e a n C o mm 1 s s 1 o n , の . “ 方 . p 2 に よ れ ば 、 補償 ス キ ー ム 自 体 2 7 か 国 中 l 3 カ 国 に し か
存在せず 、 か つ 生命保 険 に 関 す る 補償 ス キ ー ム が あ る の は 8 カ 国 に 過 ぎ な い 。
1 5 F 1 n a n c 1 a 1 S e r v 1 C e s A u t h o r 1 t y “ゞ #ぞe“# #透 e〃 〆“# ℃aP Z # a ノ ぶ #“刀 “ards - 荏e s 方才“C # “rメ“# #ゐ e

銘a〃ゐo or Ma y 2 0 0 6 、 p 6 参 照 。
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3 . 商 品 情報 ･ 会社情報の一般的 開示

本項 で は 、 商 品 情報 と 会社情報 の 一般 的 開 示 に つ い て の 規制 の 特色 を 見 て 行 く

こ と と す る 。 な お 、 本項 と 次項 で は金融商 品 の 例 と し て 日 本 は投資信託 (金商法 2

条 1 項 1 0 号 ) 、 EU ･ 英 国 は譲渡性金融商 品 に 対す る 集 団投資事業 (un d e r t a kmg s for

c o l 1 e c t 1 v e mv e s t m e n t 1 n t r an s f e r a b 1 e s e c u r 1 t 1 e s , 以 下 UC I T S ) を 取 り 上 げ る 。

( 1 ) 日 本 の 状況

投資信託 の募集 に 当 た っ て は 、 フ ァ ン ド の 名 称や購入 の 方法 、 あ る い は投資運

用 方針や運用 状況 ･ 経理状況等 と い っ た 商 品 に か か る 基本 的 な 情報 を 記載 し た 有

価証券届 出 書 の 当 局宛事前届 出 が 必要 で あ り 、 当 局 に よ る 公衆縦覧 が行 われ る ( 金

商法 4 条 、 5 条 5 項 、 2 5 条 ) 1 6 。 ま た 、 継続 開 示 と し て 、 投 資信託で は運用 状況 ･

経理状況等 が記載 さ れ た有価証券報告書 の 当 局宛提 出 ･ 当 局 に よ る 公衆縦覧 が 行

われ る (金 商法 24 条 1 項 、 5 項 、 2 5 条 ) 1 7 。

一 方 、 生命保険商 品 に 関 す る 一般 的情報 開 示規制 は な い 。 た だ生命保険会社の

経営情報 の 開 示規制 が あ り 、 業務及び財産 の 状況 に 関す る 説 明 書類 を 本支店 の備

付等 に よ り 公衆縦覧す る (保 険業法 1 1 1 条 1 項 2 項 、 保 険業法施行規則 5 9 条 の 2 、

5 9 条 の 3 ) 。 ま た 、 当 局 の モ ニ タ リ ン グ 目 的 で業務報告書 、 中 間 業務報告書等 の 当

局宛届 出 が 求 め ら れ (保 険業法 1 1 0 条 、 保 険業法施行規則 59 条 ) 、 支払 能 力 に 問題

の あ る 場合 は 改善命令等 が 措置 さ れ る (保 険業法 1 3 0 条 、 1 3 2 条 ) 。

( 2 ) EU 指令

UC I TS の 募集 に 当 た っ て は 、 簡 易 目 論 見 書 と 目 論 見 書 を 一般 的 開 示す る と と も

に 、 当 局 へ送付す る (集 団 投資事業指令 1 8 2 7 条 、 3 2 条 ) 。 ま た継続 開 示 と し て 、

1 6 有 価 証券 届 出 書 の 届 出 (金 商 法 4 条 、 5 条 ) 後 1 5 日 経 過 で 発 効す る (金 商 法 8 条 、 9 条 ) こ と と
な っ て い る 。

1 7 な お 、 四 半 期 報告 制 度 は 上場 ま た は 店 頭登録 を し て い る 場合 の み に 適 用 が あ り (金 商 法 2 4
条 の 4 の 7 第 1 項 、 金 商 法施行令 4 条 の l o ) 、 ま た 確認書制 度 ･ 内 部 統制 報告 制 度 も 同 様 で
あ る (金 商 法 2 4 条 の 4 の 2 第 1 項 、 2 4 条 の 4 の 4 第 1 項 、 金 商 法施行令 4 条 の 2 の 5 第 1 項 、
4 条 の 2 の 7 第 1 項 ) 。

1 8 c O UNC I L D I RE C T I V E o f 2 0 D e c e mb e r l 9 8 5 o n t h e c o o r d 1 n a t 1 o n o f 1 a w s , r e g u l a t 1 o n s a n d

a d m 1 n 1 s t r a t l v e p r o v 1 s 1 o n s r e 1 a t 1 n g t o u n d e r t a k 1 n g s f o r c o l l e c t 1 v e 1 n v e s t m e n t i n
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年次報告書 と 半期 報告書 の 一般 的 開 示 と 当 局 へ の 送付 を 行 う (集 団 投資事業指令

2 7 条 1 項 、 3 2 条 、 3 3 条 2 項 3 号 ) 。

一 方 、 生命保 険指令 に お い て 、 商 品 情 報 の 一般的 開 示規制 は な い 。 生命保険会

社 の 経営情報 に 関 し て は 、 年 次報告書 ･ 事業報告書 ･ 監査報告書 を 一般 的 開 示す

る ( 保 険事業者年次報告指令 1 9 6 8 条 ) 。 ま た 、 本店所在地 の 当 局 は 、 生命保 険会社

の財務状況 と ソ ルベ ン シー に か か る 年次報告 を 求 め る と と も に 、 定期 的 に 監督 に

必要 な 報告 を 求 め る (生命保 険指令 1 3 条 1 項 、 2 項 ) 。

投 資信託 に 関 し て 商 品 情報 の 一般的 開 示 が 行 われ る の は投資家 が 自 己 の 判 断 と

責任 に お い て 投 資決定 を 行 わせ る た め の も の で あ る 2 0 。 ま た 、 投 資信託 に は フ ァ

ン ド の 評価 を 行 う 第 三者機 関 と い う 社会 的 な 基盤 も 存在す る 2 1 。

一 方 、 生命保 険会社で は 、 経 営 情報 の 一般 的 開 示 と と も に 当 局 の モ ニ タ リ ン グ

が 行 われ る こ と が 特徴 的 で あ る 。 生命保険業 で は顧客 に と っ て 将来 の 給付 を 受 け

る こ と が 重要 な た め 、 経営状況 に か か る 情報 開 示 が 行 われ る も の の 、 契約 期 間 が

長期 に わ た る こ と や保 険計理 は技術的 な た め 一般 に は保 険会社 の健全性 を 理解 し

に く く 、 生命保険業 で は 開 示 さ え ずれ ばすべ て 顧客 の 自 己 責任 と い い が た い た め 、

当 局 の 役割 が 重視 さ れ て い る も の と 考 え ら れ る 2 2 。

( 3 ) 英 国 の 取扱

英 国 は若干 の修正 を 加 え つ つ 2 3 も 、 原則 と し て UC I T S の 一般 的 開 示規制 に つ い

て EU 指令 に お け る 規制 を そ の ま ま 受 け入れ て い る (C OL L 4 . 2 、 4 . 5 、 4 . 6 ) 。

生命保 険 に つ い て も 同 様 に EU 指令 を 受 け 入れて お り 、 商 品 情報 の 一般的 開 示 の

義務 は な い 。 た だ保険会社の 経営 情報 開 示 に つ い て は 、 半期 報告書 の 作成 と 当 局

t r a n s f e r a b 1 e s e c u r 1 t 1 e s ( U C I T S )

1 9 c o u n c u D 1 r e c t 1 v e 9 1 / 6 7 4 / E E C o f l 9 D e c e mb e r 1 9 9 l o n t h e a n n u a 1 a c c o u n t s a n d

c o n s o l l d a t e d a c c o u n t s o f 1 n s u r a n c e u n d e r t a k 1 n g s

2 0 神 崎 前 掲書 p 1 3 9 参 照 。 ま た 、 監 督機 関 が 有価証券 の 価値 自 体 に つ い て 一 定 の 判 定 を な し 、
取 引 を 許容 ま た は 拒 否す る こ と は な い と さ れ る 。

2 1 日 本 の 評 価機 関 の 一 覧 に つ い て は h t t p : /人vww . t o u s h m . o r . j p / 1 1 n k / 1 n d e x . h t m l 参 照 。
2 2 ま た 国 際 的 に 、 経 営 悪 化 に か か る 行 政措置 は 金融商 品 取 引 業 に 関 し て は 公表 さ れ る こ と が
通 常 だ が 、 保 険会社 に 関 し て 公表す る こ と で 会 社再建 と い う 目 的 に 反 す る こ と な り か ね な い
た め 、 公表 さ れ な い こ と も 多 い ( B a s e 1 C o m m i t t e e o n B a n k 1 n g S u p e r v 1 s 1 o n , の . 雀 # . p 1 4 ) 。

2 3年 次報 告 書 と 半 期 報告書 は EU 指 令 で 求 め ら れ て い る 通 常 版 の ほ か簡 易 版 も 作成す る こ と が
求 め ら れ 、 簡 易 版 に つ い て は フ ァ ン ド 保 有者 に 送付す る こ と と さ れ て い る ( C O L L 4 . 5 . 2 ) 。
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へ の 届 出 が 求 め ら れ て い る な ど の 追加 規制 が 行 われ て い る ( I PRU 9 . 3 、 9 . 3 A 、 9 . 6 ) 。

こ の よ う に 一般 的 開 示規制 に つ い て も 健全性 に か か わ る 規制 同様 に 生命保険業

と 金融商 品 取 引 業 で規制 が 相違 し 、 英 国 で も そ れ を 原則 的 に 受 け 入れ て い る 。

4 . 顧客へ の 直接的 な商 品情報の提供

( 1 ) 日 本 の 状況

直接的 商 品 情報 の提供 は通 常 、 募集 問題 と し て 議論 さ れ る が 、 ま ず投資信託で

は募集 時 の 目 論 見書交付 (金 商 法 1 3 条 、 1 5 条 対こ 加 え 、 契約締結前書面 を 交付す

る こ と (金 商法 3 7 条 の 3 ) 等 が 求 め ら れ て い る 。 目 論 見 書 に は 前述 の 通 り 投資信託

を購入す る た め の 必要情報 が 記載 さ れ て い る が 、 契約締結前交付書面 は リ ス ク 情

報や手数料等 の投資判 断 に重要 な 情報 を 理解 さ せ る た め の 書類 と な っ て い る 。

一 方 、 生命保険 に 関 し て は 、 契 約概要や注意 喚起情報 の顧客宛 交付 が 求 め ら れ

る (保 険業法 1 0 0 条 の 2 、 施行規則 5 3 条 の 7 、 保 険会社 向 け の 総合 的 な 監督指針 □

- 3- 3 - 2 ( 2 ) ( 以 下 監督指針 ) ) 。 契 約概要 は保障 の 内 容 に か か る 情 報 が 中 心 で あ り 、

ま た 注意喚起情報 は保 障 を 受 け ら れ な い場合等 の デ メ リ ッ ト 情 報等 が 記載 さ れ て

い る 。

注 目 すべ き は投 資性 の 保険 に つ い て 、 金商 法 の 準用 に よ り 、 契約 締結前交付書

面 の 記載 内 容 が 契約概要 ･ 注 意 喚起情報 に 組み込 ま れ る よ う に な っ た こ と で あ る

(保 険業法 3 0 0 条 の 2 、 監督指針 □ - 3 ‐ 3 - 2 ( 3 ) ) 。 ま た 、 生命保 険 で は募集時 に配 当

の 想 定受取金額 を 提示 さ れ る こ と が あ る こ と が 特徴 的 で あ る 24 。

( 2 ) EU 指令

UC I T S の 募集 に 当 た っ て は簡 易 目 論 見書 を顧客 に 契約締結前 に提示 し な け れ ば

な ら な い (集 団 投資事業指令 3 3 条 1 項 ) 。 簡 易 目 論 見書 に は UC I T S の 投 資 目 的 、 リ

ス ク 、 過 去 の 運用 実績や投資 に 要す る コ ス ト な ど が 記載 さ れ て い る (集 団 投資事業

24 監督 指針 ロ ー 3 - 3 - 2 ( 7 ) 参 照 。 な お 、 2 0 0 1 年 3 月 以 降 の 会 計 制 度 の 変 更 に 伴 い 中 期 国 債 フ
ァ ン ド な ど で 従 来行 っ て い た 予 想分配 率 の 提示 を 行 わ な く な っ た 。

- 9 -



菰 平成 20 年度 日 本保険学会大会 】

共通論題 ｢いま保険 と は何かを考え る ｣

レ ジ ュ メ : 松澤 登

指令別表 C ) 2 5 。 な お 、 顧 客 の 請求 に よ り 、 目 論 見書 、 年 次報告書お よ び半期 報告

書 が無料で交付 さ れ る (集 団 投資事業指令 2 7 条 1 項 、 3 2 条 、 3 3 条 2 項 3 号 ) 。

生命保 険 の募集 に 当 た っ て は 、 顧 客 に 対 し て 給付 内 容 、 配 当 、 解約 返戻金 、 保

険料 と い っ た 情報提供 が 求 め ら れ て い る (生命保険指令 3 6 条 、 別 表 田 ) 2 6 。

( 3 ) 英 国 の 取扱

英 国 は UC I T S の 顧 客宛情報提供 に つ い て 簡 易 目 論見書 ･ 目 論 見書 の EU 指令 を 原

則 そ の ま ま 取 り 入れ て い る (C OLL 4 . 2 、 4 . 6 ) 。

生命保 険 に つ い て は 、 EU 指令 で 要求 さ れ て い る 情報 を提供す る た め に 、 統合生

命保険指令情報 ( t h e Co n s o l 1 d a t e d L i f e D 1 r e c t 1 v e 1 n f o rma t l o n ) を 交付す る こ と

と さ れ て い る (C OB S 1 3 . 1 . 3 ) 。 同 時 に 、 一 定 の 配 当 利 回 り が 得 ら れ る と 仮定 し た 場

合 の 将 来 の 受 取 金 額 を 説 明 す る キ ー フ ィ ー チ ャ ー 説 明 書 ( k e y f e a t ur e

1 1 l u s t r a t 1 o n ) を 交付す る ( C OB S 1 4 . 2 . 1 ) 。

英 国 で 特徴 的 な の は 、 投資 目 的 、 顧 客側 の 義務 、 投 資 リ ス ク と い っ た 内 容 の 記

さ れ た キ ー フ ィ ー チ ャ ー 書類 ( k e y f e a t u r e d o c ume n t ) の 交付 が 要求 さ れ て い る こ

と で あ る 。 こ れ は 統合生命保険指令情報 に は な い が 、 投 資性商 品 の 購入判 断 に 必

要 と な る 情報 を提供す る も の で あ る 。 こ れ ら は 生命保険規制 を 基盤 と し つ つ 、 販

売 さ れ る 商 品 の 金融商 品 と し て の 性格 を 踏ま え 、 必 要 に 応 じ て 規制 を 上乗せす る

も の で あ る が 、 こ の よ う な 方策 は 上述 の 日 本 に お け る 契約概要や注意喚起情報 の

取扱 と 通ず る も の が あ る 。

5 . 適切 な 商品 を販売す る た め の規制

英 国 の 生命保険 の 規制 を 基盤 と し て 金融商 品 の 規制 を 上乗せす る と い う 方策 は

2 5 簡 易 目 論 見 書 に は 、 集 団 投 資事業 の 関 係者 の 情報や購入 手続 と い っ た 規 定 の 他 、 投 資 目 的 、
投 資 戦 略 と リ ス ク プ ロ フ ァ イ ル 、 過 去 の 運用 実績 (将 来 を 保 障す る も の で な い と の 警 告 と 併せ
記 載 ) 、 想 定 さ れ る 典型 的 な 顧 客像 と い っ た 証券情報 ( I n v e s t m e n t 1 n f o r m a t 1 o n ) と 、 税 金 、 購
入 ･ 解 約 手数料 、 そ の 他 の 費 用 に つ い て 顧 客 ･ フ ァ ン ド ･ 金 融商 品 取 引 業者 の い ずれ が 負 担
す る の か を 明 ら か に し た も の 、 と い っ た 経済 情報 (E c o n o m 1 c m f o r m a t 1 o n ) の 記 載 が 求 め ら れ
て い る (集 団 投 資 事業 指令別 表 C ) 。

2 6 保 険会 社 に か か る 情 報 の ほ か 、 主 な も の と し て は 、 給 付 と オ プ シ ョ ン の 説 明 、 契 約 期 間 、
配 当 の 計 算 と 分 配 、 解 約 返 戻金 と 支 払 済価値 の 表示 と 保 障範 囲 、 各 給付 に か か る 保 険料情報 、
ク ー リ ン グ オ フ 規 定 、 税金 、 苦 情 処理 手続 き 等 と な っ て い る ( 生保 指 令 別 表 m A ) 。
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適合性原則 な ど の 顧 客 の購入判 断 を 助 け る た め の 販売規制 に も 見 ら れ る 。

本論 点 に 関 し て の 検討 は既 に 別稿 で行 っ て い る 2 7 た め 、 こ こ で は ご く 簡 単 に概

略 を 述べ る だ け に と ど め た い 。 金融商 品 取 引 業 に は 、 顧 客属性 に 照 ら し て 金融商

品 の リ ス ク が 高 す ぎ る 商 品 の 販売 を 抑止 す る 適合性原則 が 適用 さ れ る 。 一 方 、 保

険で は顧客 の 必要性お よ び意 向 に 、 保 険商 品 の 内 容 が合致す る よ う な販売 を 行 う

と す る 原則 が 妥 当 す る 。 英 国 で は 現行生命保 険規制 の 体 系 上 、 保 険型 の販売原則

をベー ス と し て 、 投 資助 言 を 行 っ て 生命保 険 の販売 を 行 う 場合 に金融商 品 の 適合

性原則 を 上乗せす る と い う 方策 を 採用 し て い る 。

こ の 点 、 目 本 に お い て も 、 投 資性商 品 に は意 向確認書面制度 と 金 商 法上 の適合

性原則 の 両方 が適 用 さ れ て お り 、 英 国 と 同 様 の 方策 を採用 し て い る 。

こ こ で若干 の 小括 を 行 う 。 要 約 す る と 、 生命保険業 が リ ス ク を 引 受 け る 事業 で

あ り 、 金融商 品 取 引 業 が リ ス ク を 顧客へ移転す る 事業 と い う 相 違 を 反 映 し た 特徴

を 有す る 健全性規制 、 開 示規制 、 募集規制 が そ れぞれ に 存在す る 。 そ し て 、 英 国

に お い て も こ の よ う な 規定体 系 は 妥 当 し 、 た だ し 、 販売 の 場面 に お い て は 、 情 報

提供や適合性原則 な ど 金融商 品 と し て の 性格 を 有す る 限 り に お い て 金融商 品型 の

規制 を 重ね て 適用 し て い る 。

英 国 を 見 る 限 り 横断 的 法制 度 と は こ の よ う な 構造 の も の で あ る が 、 上述 の と お

り 既 に 日 本 で も 同 様 の構造 と な っ て い る た め 、 横 断 的 法制 度 を 導入す る こ と が 現

行規制 に 大幅 な 改革 を 迫 る も の で は な い と 思 われ る 。

m 規制 を支 え る 制度

第一部会 の議論 で は さ ら に 自 主規制機 関 、 紛争解決制 度 (オ ン ブ ズマ ン ) や エ ン

フ ォ ー ス メ ン ト な ど に つ い て も 横 断化 の 主 張 が な さ れ て い る 。 次 に こ れ ら の 規制

を 支 え る 制 度 に つ い て 検討 を 加 え る 。

2 7 拙 著 ｢ 保 険 仲 介者 と 募集 規 制 - 日 本 、 E U 、 米 国 を 比 較 し て J 『 生命 保 険論集 』 第 1 6 4 号 、
2 0 0 8 年 、 p p 2 6 7 ‐ 2 7 9 参 照 。
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レジュ メ : 松澤 登

1 . 自 主規制 団体

( 1 ) 日 本 の 状況

金商法 は 、 自 主規制 団 体 と し て認可金融商 品 取 引 業協会 ( 金 商 法 6 7 条 1 項 ) お

よ び公益法人金融商 品 取 引 業 協会 ( 金 商法 7 8 条 ) を 定 め て い る 。 こ れ ら の 協会 は

会員 に 対す る 規則 を 制 定 し (金 商法 6 7 条 の 8 第 1 項 1 0 号 、 7 8 条 2 項 7 号 ) 、 規則

違反 に つ い て 制裁 を 科す る こ と が で き る (金 商 法 6 8 条 の 2 、 7 9 条 の 2 ) 。

保 険業 法 に 自 主規制 に 関す る 規定 は な い 。 生命保 険協会 の 自 主 ガ イ ド ラ イ ン は

非拘束 的 な も の に 過 ぎず 、 自 主 ガ イ ド ラ イ ン違反 に 制裁 を課す こ と は原則 と し て

で き な い (事 業者 団 体 の活動 に 関す る 独 占 禁止 法上 の 指針第二 8-4 ) 。

( 2 ) EU 指令

金融商 品 市場指令で は 、 監督権 限や検査権 限 の う ち 、 当 局 の 公権力 の 行使及び

裁量的 な 判 断権限 を含 ま な い も の に つ い て は 、 当 局 の 責任 に お い て 当 局 以外 に委

ね る こ と が で き る と し て い る (金融商 品 市場指令 48 条 2 項 、 5 0 条 1 頂 く c ) ) 。

一 方 、 生命保 険指令 に は こ の よ う な 規定 は な い 。 EU で は少 な く と も 生命保険分

野 に お け る 自 主規制 団 体 の 存在 は想定 し て い な い と い え る 。

自 主 規制 団 体 の 活用 が 、 生命保険業規制 と 比較 し た 金融商 品 取 引 業規制 の 大 き

な 特徴 と な っ て い る 2 8 。 こ れ は 、 金融商 品 取 引 業者 は 市場 に 参加 し て 互 い に 取 引

を 行 っ て お り 、 一 部 業者 の 違法行為 を探知す る こ と に つ い て は 当 局 よ り も 同 業者

が行 う ほ う が 容易 で あ り 、 ま た 、 不 当 な 利 益 を 取得 し よ う と す る 市場 の価格形成

機能 を 阻害す る 行為 を 同 業者 団 体 と し て 排 除 し よ う と す る イ ン セ ン テ ィ ブ も あ る

た め と 思 わ れ る 。

( 3 ) 英 国 の 取扱

28 B a s e 1 C o mm 1 t t e e o n B a n k 1 n g S u p e r v l s l o n , “!方 e /o メ“ # 刃or ““ ℃"#ガ ダ刃五M℃ノPZ珍5

C刃"ゞゞ-ぶ#℃7"刃教乙 ‘の“P増#!ゞ仂V “ N o v e m b e r 2 0 0 1 , p 1 2 で は 、 金 融 商 品 取 引 業 で は 自 主 規 制 団 体

を 通 じ た 監督 が 固 有 の 特徴 と な っ て お り 、 自 主 規制 団 体 の 機能 と し て は 、 事 業 者 の 検 査 、 監
督 お よ び 市場監視 と 会 員 に 関 す る ル ー ル遵守 の エ ン フ ォ ー ス メ ン ト が あ る と し て い る 。
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英 国 で は金融業界 の 自 主規制 団 体 は FSA に 統合 さ れ た 。 F SA は 法 に よ り 直接設

立 さ れ ( FSMA 1 条 ) 、 業 界 か ら 独 立 し た公 約性質 の 強 い規制 主体で あ り 、 自 主規制

団 体で は な い 。 言 い換 え る と 、 英 国 で は 自 主規制 団 体 を 公 的 な 規制 主体 と し て 再

編す る こ と で横断化 を行 っ た と い え る 。

な お 、 英 国保 険協会 (Th e A s s o c 1 a t 1 o n o f B r 1 t 1 s h I n s ur e s ) は 日 本 の 生命保険

協会 と 同 様 に 、 各種 の 非拘束 的 な ガ イ ド ラ イ ン を 公表 し て い る 。

2 . 紛争処理制度

( 1 ) 日 本 の 状況

上記金商法 の 自 主規制 団 体 は苦情解決や あ っ せ ん に 関 す る 業務 を 行 う こ と と さ

れ て い る (金 商法 7 7 条 、 7 7 条 の 2 、 7 8 条 の 6 、 7 8 条 7 ) 。 ま た 、 苦情解決及び あ っ

せ ん の た め の機 関 と し て 自 主規制 団 体以外 の 民 間 団 体 が 苦情解決等 を行 う 場合 に

行政 が こ れ を認定す る 制 度 を 導入 し て い る (金 商 法 7 9 条 の 7 ) 。

保 険業 法 で は こ の よ う な 制 度 は な い が 、 生命保 険協会 は苦情解決業務 を 行 う と

と も に 、 あ っ せ ん の た め の 裁定審査会 を 設 け て い る 。 ま た 、 投 資性保険 に 関 し て

金商法 の認定投資者保護 団 体 の認定 を 受 け て い る 。

( 2 ) EU 指令

金融商 品 市場指令で は 、 各 国 と も 、 裁判 外 の 紛争処理制度 を 設 け る べ き こ と が

勧奨 さ れ る (金融商 品 市場指令 5 3 条 ) 。

生命保 険指令 で は紛争処理制 度 に 関 す る 規定 は な く 、 契約 に 関 す る 苦情 を 取 り

扱 う 手続 に つ い て 、 紛争処理制 度 が あ る 場合 に は そ の 存在 も 併せ て 、 顧 客 へ情報

提供すべ き こ と と し て い る (生命保険指令別表 田 ) 2 9 に と ど ま る 。

紛争処理制 度 は金融商 品 取 引 分野 だ け で積極 的 に 捉 え ら れ て い る が 、 自 主 規制

団 体 と は 異 な り 、 生命保険分野で も そ の 存在 は想定 さ れ て い る も の と い え る 。

2 9 な お 、 O E CD G u 1 d e 1 l n e s f o r G o o d P r a c t 1 c e f o r I n s u r a n c e C 1 a l m Ma n a g e m e n t , N o v e m b e r 2 0 0 4 ,

p 9 は 、 保 険 金 支 払 拒絶 の 決 定 の 納 得 の い か な い 顧 客 の た め に 、 会 社 内 の 再 査 定 申 出 制 度 と 、
会 社外 の 仲 裁制 度 へ の 申 出 を 可能 に す る こ と が 良 好 な 実 務 ( g o o d p r a c t 1 c e ) で あ る と す る 。
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( 3 ) 英 国 の 状況

英 国 で は横断 的 な 紛争処理制 度 と し て オ ン ブ ズマ ン 制 度 (F 1 n a n c l a 1 omb u d s ma n

s e r v l c e , 以 下 FO S ) が あ る 。 FOS は 法人形態 と し て は 民 間 法人 で あ る が 、 金融サ ー

ビ ス 市場法 に根拠 を 有 し (FSMA 2 2 5 条 ) 、 F S A に よ っ て 設 立 さ れ た くFSMA 法 附則 1 7 、

2 ( 1 ) ) 。 ト ッ プ と ボ ー ド メ ン バ ー の 人事権 は FS A が 持つ 。 な お 、 ト ッ プ の任命 に つ

い て は財務省 の 同 意 も 要す る (FSMA 附則 1 7 、 3 ( 2 ) ) 。

F O S は金融商 品 取 引 業者 に 対す る 強制 的 な 管轄 を 持 ち (FSMA 2 2 6 条 ) 、 オ ン ブ ズマ

ン の 決定 に請求人 で あ る 顧 客 が 同 意すれ ば 、 金融商 品 取 引 業者 は法 的 に 拘 束 さ れ 、

裁 判所 に 訴 え る こ と は 許 さ れ な い (FSMA 2 2 8 条 ( 5 ) ) と い う よ う に 強 力 な 権 限 が 付

与 さ れ て い る 。 運 営 コ ス ト を 金融商 品 取 引 業者 に請求 で き る (F SMA 2 3 4 条 ) 点 を 踏

ま え て 自 主 的 制度 と 評 さ れ る こ と も あ る が 、 F SA が 設 立母体で人事権 も 握 っ て お

り 、 法律 に 基づ く 強力 な 司 法権類似 の権 限 を 行使す る 公 的 あ る い は 準公 的 と い う

べ き 機 関 と 考 え る べ き で あ る 。

と こ ろ で 、 裁判 外紛争処理制 度 は簡 易 かつ安価 に紛争 を解決す る も の で あ り 、

事業者 サ イ ド に も メ リ ッ ト が あ る 3 0 。 た だ 実務 的 に 問 題 と な る の は 、 約款解釈や

事実へ の適用 基準 が類似案件 の 実質 的 な 先例 と な り う る た め 、 当 該案件 の 解決 と

い う 範 囲 を 超 え て 保 険業界全体 に 大 き な 影響 を 及 ぼすお そ れ が あ る こ と で あ る 3 1

な お 、 FOS の よ う に 裁判 に 訴 え る こ と も で き な い 制 度設計 と し て し ま う と 、 日 本

に お い て は金融商 品 取 引 業者 の裁判 を 受 け る 権利 (憲法 3 2 条 ) を 侵 害 し 、 ま た 行政

が 最終審 と な っ て は な ら な い と す る 憲法 7 6 条 2 項違反 と な り 、 そ の 導入 は難 し い

と 考 え ら れ る 3 2 。

3 0 オ ン ブ ズ マ ン は 業者 と 顧 客 の 中 間 を 取 っ て 仲 裁す る の で は な く 、 何 が 正 し い の か と い う 視

点 で 解決 を 行 う 。 し た が っ て 、 業 者 の 説 明 が 正 し い と し て 門 前 払 い を す る こ と も あ る し 、 ま
た 結果 的 に も 3 分 の 2 が 業者 有利 で解決 し て い る ( F 1 n a n c 1 a 1 S e r v 1 c e s A u t h o r 1 t y & F 1 n a n c 1 a 1
om b u d s m a n s e r v 1 c e s ‘努執拗 2 rear 濯e yZ e " ノ ダメ“ a〃““ "擁" 〃“s勿翔 ゞer理 c〆 ( J u l y 2 0 0 4 ) p 1 2

参 照 ) 。 事 実認定等 で 後 見 的 な 手続 き を 進 め る こ と は あ っ て も 、 日 本 に お け る オ ン ブ ズ マ ン と
い う 語感 に 象徴 さ れ る よ う な 顧 客 サ イ ド に 立 っ た 後 見 的 判 断 が 行 われ る わ け で は な い 。
3 1 英 国 で も 、 こ の 点 に つ い て の 問 題 が 指摘 さ れ て い る ( F 1 n a n c 1 a 1 S e r v 1 c e s Au t h o r 1 t y &
F 1 n a n c 1 a 1 o m b u d s m a n s e r v l c e s , o〃 ‘ ℃ 〆 ね p 1 3 参 照 ) 。 こ の 点 を 踏 ま え FO S で は 、 ① 一 般 的

影 響 の あ る 場合 は F S A の 関 与 を 求 め る 、 ② 業 界 と の 密 接 な 情報 交換 を 行 う 、 ③ オ ン ブ ズ マ ン
の 判 断 の 前 に a d j u d l c a t o r と 呼 ばれ る 審 判 員 の 仮判 断 を 行 う 、 と い っ た 工 夫 を 行 っ て い る 。

3 2 犬飼 重仁 ｢金 融 ADR (裁 判 外紛争解決 ) 制 度 創 設 へ の 展望 ｣ 『 日 本版 金融 オ ン ブ ズ マ ン へ の 構

想 』 N I RA 研 究 会 犬飼 重仁 ･ 田 中 圭子 編著 p 4 4 参 照 。
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ま た 、 横 断的 な 制度 と し た 場合 に は 、 解決 に 当 た っ て の 十分 な 専 門 性が 有す る

か と い っ た 問題 が 生ず る が 、 英 国 で も 同 様 の 批判 が あ る こ と を 踏 ま え 、 専 門 分 野

ご と に 部 門 別 に 対応す る こ と 等 に よ り 専 門 性 の確保 を行 っ て い る 3 3 。

3 . エ ン フ オ ー ス メ ン ト

( 1 ) 日 本 の 状況

金融商 品 取 引 業者 に 対す る 主要 な エ ン フ ォ ー ス メ ン ト と し て は 、 金融商 品 取 引

業者 に 対す る 行政上 の 措置 (金商 法 5 1 条 、 5 2 条 ) が あ る 。 な お 、 金 商 法 の 課徴金

制 度 は 、 有価証券届 出 書等 の 開 示 書類へ の虚偽記載等 (金商 法 1 7 2 条 、 1 7 2 条 の 2 ) 、

風説 の 流布等 の 不公正取 引 (金 商法 1 7 3 条 ) に つ い て の み 規定 さ れ て お り 、 金融 商

品 取 引 業者 の 行為 規制 違反へ の適用 は な い 。

生命保 険会社 に 対す る エ ン フ ォ ー ス メ ン ト も 同 様 に 行政上 の 措置 が 中 心 と な っ

て い る が 、 特徴的 な の は 、 基礎書類 の認可制 度 が あ る こ と に 対応 し 、 基礎書類変

更命令 (保 険業法 1 3 1 条 ) が あ る こ と 、 お よ び金商法 で は法令違反等 の 場合 に 限 ら

れ て い る 業務停止命令 (金 商法 5 2 条 ) が 、 業務や財産 の 状況 に 照 ら し て 保 険契約

者 の保護 を 図 る た め 必要 で あ る と い う 要件 で発 出 で き る (保 険業法 1 3 2 条 ) と い

っ た 強力 な 権 限 と な っ て い る こ と で あ る 。 保 険業法で は金商法 と 比較 し て 、 行 政

が 生命保険会社の 事業 に深 く 関 与す る 規定 が 存置 さ れ て い る 。

目 下 の エ ン フ ォ ー ス メ ン ト に 関 す る 論点 と し て は 、 金融商 品 取 引 業者 の 行為 規

制違反 に 関 す る 課徴金規定 の 導入で あ る 。 こ の 点 に つ い て は 、 平成 1 5 年 の 金融審

議会 で導入 の 方 向 性が 示 さ れ た 3 4 が 、 立 法 時 に 除外 さ れ て 現在 に 至 っ て い る 3 5 。

( 2 ) EU 指令

金融商 品 市場指令 で は 、 金融 商 品 取 引 業者や金融商 品 市場 に 対 し て 、 一 定 の 行

3 3 F 1 n a n c 1 a 1 S e r v 1 c e s A u t h o r 1 t y & F 1 n a n c 1 a l omb u d s m a n s e r v 1 c e s , ④ ‘ “ 方 . p 1 3 参 照℃
ま た 杉 浦 宣彦 ほ か ｢金融 ADR 制 度 の 比 較 法 的 考察 ｣ (金 融研 究研修 セ ン タ ー 2 0 0 5 . 8 . 1 1 ) p 4 参 照 。
3 4 金 融審 議会 第一 部会 報告 ｢市場機 能 を 中 核 と す る 金融 シ ス テ ム に 向 け て ｣ 平成 1 5 年 1 2 月 2 4
日 p 1 6 参 照 。

3 6 三 井秀 範編著 『 課徴金制 度 と 民 事賠償 責任 条解証券 取 引 法 』 初 版 、 平成 1 7 年 、 p 1 5 で は 、
特 に 悪 質 で 抑 止 の 必 要性 が 高 い も の に 限 定 し て 導 入 し た と の 説 明 が な さ れ て い る 。
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【 平成 20 年度 日 本保険学会大会 】

共通論題 『いま保険 と は何かを考え る ｣

レ ジ ュ メ : 松澤 登

為 の 差止権 限 、 財産差押権 限 、 一 時 的 業務差止権 限 、 行政措置権 限 、 金融商 品 取

引 停止 権 限 、 金融商 品 の 上場廃止権限 、 刑 事手続へ の連携権 限 と い っ た行政上 の

措置 が 詳 細 に 規 定 さ れ て い る (金 融 商 品 市場指令 5 0 条 ) 。 ま た 、 行 政 上 の 制 裁

(Adm 1 n 1 s t r a t 1 v e s a n c t 1 o n s ) と い う 規 定 が あ り 、 適 正 な 行政上 の措置若 し く は適

正 な 行政上 の ペ ナルテ ィ を 課せ る よ う に し な け れ ば な ら な い と さ れ て い る (金 融

商 品 市場指令 5 1 条 1 項 ) 。

一 方 、 生命保険指令 は 、 保 険会社や役職員 に 対 し て 法律 の 履行 を 求 め る た め の

行政上 の 措置 を 取れ る よ う に す る こ と 、 お よ び必要 な場合 に は こ れ ら の 措置 を 適

切 な 司 法手続 き を 通 じ て 強制 すべ き こ と だ け が 規定 さ れ て お り (生命保険指令 1 3

条 ) 、 制 裁規 定 を 要求す る 条 文 は な い 。

こ の よ う な 相 違 が 生 じ た 背 景 と し て は 、 生命保険会社 は 当 局 か ら 定例 的 ･ 継続

的 な モ ニ タ リ ン グ を 受 け て い る こ と や 、 生命保険業 に 関 し て は 市場 の 悪用 と い っ

た こ と が想 定 し に く い と い っ た 理 由 が 考 え ら れ る 。

( 3 ) 英 国 の 取扱

英 国 で は エ ン フ ォ ー ス メ ン ト に 関 し て は横断的 な 制 度 と な っ て お り 、 金融商 品

取 引 業者 と 保険会社で適用 規定 を 分 け て い な い 。

英 国 の エ ン フ ォ ー ス メ ン ト で 特徴 的 な の は 、 重 要 な 役職者 な ど 承認 さ れ た 者

(a p p r o v e d p e r s o n ) へ の 課徴金 ･ 講責 (F SMA 6 6 条 ) 、 お よ び認可業者へ の 課徴金 ･

ポ リ シ ー ス テ ー ト メ ン ト の 公表 (FSMA 2 0 6 条 、 2 1 0 条 ) で あ る 3 6 。 承認 さ れ た者 に つ

い て 不適正行為 ( gu 1 1 t y o f m i s c o n du c t ) を 行 っ た 場合 に課徴金 が課せ ら れ る が 、

不 適正行為 に は行為原則 ( FSMA 6 4 条 ) 違反 お よ び法令上 の 義務違反 を含む ( FSMA 6 6

条 ) 。 一 方 、 認 可 業者 が 課徴金 を 課せ ら れ る の は 法令違反 に つ い て の み で あ る

( FSMA 2 0 5 条 ) 。

金融商 品 取 引 業者や そ の役職者 に課徴金 を か け る と い う の は 目 本 に 比 し て 厳格

3 6 そ の ほ か の 関 係す る 規 定 と し て は 、 免 許 の 取 消 ま た は 条件 変 更 ( F S MA 4 5 条 ) 、 承認役職者 の
職務禁止命令 ( F S MA 5 6 条 ( 2 ) ) ･ 承認 の 取 消 (F S MA 6 3 条 ) 、 上 場廃止 ま た は 停 止 (F S MA 7 8 条 ) 、 上
場規則 違反 の 場合 の 発行者 へ の 課徴金 ･ 謎責 ( F S MA 9 1 条 ) 、 市 場濫 用 者へ の 課徴金 (F S MA 1 2 3 条 ) 、
裁 判 所 へ の 差止命令 申 立 (F S MA 3 8 0 条 ) 、 不 正利 益 等 の 返還請 求 (F S MA 3 8 2 条 、 3 8 2 条 、 3 8 4 条 ) 、
刑 事訴 訟 の 提 起 ( F S MA 3 9 7 条 、 4 0 1 条 ) と い っ た も の が あ る 。
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【 平成 20 年度 日 本保険学会大会 】

共通論題 ｢いま保険 と は何かを考え る ｣

レジュ メ ; 松澤 登

で あ る と い え る が 、 英 国 で は保険業法 1 3 2 条 の よ う な 業務状況 に よ り 業務停止 が

で き る 権 限や基礎書類認可 と い っ た 規定 が な い と い う こ と を 考慮 し て お く 必要 が

あ る 。 す な わ ち 、 生命保険会社 の 経営 に行政 が深 く 関 与 を 行 わ な い代 わ り に 法令

違反 時 の 処分 が厳格 に な っ て い る と い え よ う 。

若干 の 小括 を 行 う と 、 英 国 で は 規制 を 支 え る 制 度 が横断化 し て い る が 、 そ の 手

法 は 、 自 主 規制 団 体や紛争処理制 度 に つ い て 民 間 団 体 を 公的 あ る い は 準公的 な 制

度 と し て 再編 し な おす と い う も の で あ る 。 ま た エ ン フ ォ ー ス メ ン ト も 横断化 し て

い る が 、 行政 の事業者へ の 関 与度合 い な ど 日 本 と は 規制 体系 が 相 当 異 な る こ と を

踏 ま え て お く 必要 が あ る 。

W 若干 の考察

以 上 の こ と を 前提 と し て 、 検討 に 当 た っ て の 視点 を 提示 し た い 。

ま ず 、 生命保 険 も 含 ん だ横断 的 法制 度 を構築す る こ と の 目 的 に つ い て で あ る 。

金融商 品 取 引 法制 定 の 主 な 目 的 は金融商 品 分野 に 規制 の 隙 間 が あ り 、 こ れ を ふ さ

ぐ こ と で あ っ た 。 し か し 、 現行 日 本 の 制 度 に お い て 生命保険 と 金融商 品 の 間 に 大

き な 規制 の 隙 間 問題 が あ る と は 思 われ な い 3 7 。

ま た保 険業法規制 が 時代遅れ で金融商 品 取 引 法 に合 わせ る べ き と の 主 張 も な さ

れ る が 、 上述 の 通 り 、 英 国 に 倣 っ て 横断的法制度導入 を す る こ と は 現行 日 本 の 生

命保険業規制 の 体 系 に 大 幅 な 変革 を迫 る も の で は な く 、 仮 に 個 々 の 規定 の 具体 的

内容 に 改善 の 余地 が あ る の で あ れ ば個別 に 見 直せ ば済む も の と 思 わ れ る 。

一 方 、 規制 を 支 え る 制 度 、 特 に 業態 を ま た ぐ 紛争処理制度 に つ い て は 商 品 の ボ

ー ダ レ ス 化 、 販 売 チ ャ ネ ル の ワ ン ス ト ッ プ化 に 対応す る も の と し て 、 紛争処理 の

横断化 は検討課題 と な り え よ う 。 例 え ば 、 各 業界 の 紛争処理機 関 の 受付窓 口 の 共

3 7 保 険 分 野 で も 保 険 業 法 の保 険業 の 定義 か ら ｢不 特 定 の 者 を 相 手 方 と す る ｣ と の 部 分 が 削 除
さ れ 、 根 拠法 の な い 共 済 問 題 を 生 じ さ せ た 法 の 隙 間 は ふ さ が れ た と 考 え ら れ る こ と 、 ま た 保
険業法 の 適 用 を 受 け な い 共 済 団 体 に 関 し て 、 農 業 協 同 組合法や 消 費 生活協 同 組合法 な ど の 改
正 を 通 じ て 保 険 業 法 を 踏 ま え た 規制 改 善 の 努 力 が 図 ら れ て き て い る こ と が あ る 。



【 平成 20 年度 日 本保険学会大会 】

共通論題 ｢いま保険 と は何かを考え る ｣

レジュ メ : 松澤 登

通化や審議案件 の 調整制度 を 設 け る と い っ た こ と は 当 面 の 検討対象 と し て 考 え ら

れ る 。 た だ 、 そ の 先 の 問題 と し て 、 英 国 の よ う に公 的 ･ 準公 的 な 制 度 と す る の か

ど う か の 政策判 断 が 必要 と な る 。

こ の よ う な 問 題 を 考 え る に 当 た っ て は 、 改 正 の理念 と い う こ と を 考 え る 必要 が

あ る 。 紛争処理制 度 を 公的 ･ 準公 的 な 制 度 と すべ き か ど う か は 、 た と え ば外資 系

金融機 関 の 参入促進 の た め の 環境整備 と し て 有効 か と い っ た 金融市場 の 国 際 的 競

争力 強化 と い っ た 面 な ど か ら も 検討 を 要す る で あ ろ う 。

ま た 、 エ ン フ ォ ー ス メ ン ト に つ い て も 日 本 の 金融市場 の 目 指すべ き 方 向 性 を 見

据 え て 検討すべ き で あ る 。 特 に 基礎書類認可制 度や厳格 な行政措置権限 な ど行政

の深い 関 与 を 前提 と す る 規制 体系 の ま ま で 、 事後 規制 的性格 の課徴金制度 を 導入

す る と すれ ば生命保険業 に過剰 な 障害 を 設 け 、 国 際 的 に 魅力 の な い 市場 と な る お

そ れ も あ る 。 こ の 点 に つ い て は 、 行政 の 責任 の 範囲 や権 限行使 の あ り 方 が い か に

あ る べ き か と い っ た 点 も 含 め 十分議論す る 必要 が あ る 。

V お わ り に

本文 で 見 た と お り 、 英 国 と 日 本 を 比 較 し て み て 生命保険会社へ の 規制 自 体 に は

決定 的 な相違 が な い こ と に 気づ か さ れ た 。 こ れ は英 国 に お い て 健全性規制 の 統合

作業 を 止 め る な ど揺 り 戻 し が 生 じ て き て い る こ と と 、 日 本 に お い て 金融商 品 取 引

法が 制 定 さ れ る な ど の 進展 が あ っ た こ と が 要 因 で あ ろ う 。

た だ 、 昨今 の 金融危機 で も 新 た な 規制 の提案 が 逐次 な さ れ て い る な ど金融商 品

の 分野 は 日 々 進展 し て お り 、 今 後 の 発展 が想定 さ れ る た め 、 現 時点 で 国 際 的 に 整

合 的 な 規制 で あ る か ら と い っ て 5 年 、 1 0 年後 も 合理 な も の で あ る と は 限 ら な い 。

当 分野 の い っ そ う の研究 の 発展 を 望む も の で あ る 。

以 上
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【 平成 20 年度 日 本保険学会大会 】

共通論題 ｢いま保険 と は何かを考え る ｣

レジュ メ : 松澤 登

別表 1 生命保険業 と 金融商品取引業にかかる規制 (主な も の)

金融商品取引法

保険業法

あ り

最低資本金規制

自 己資本規制比率

(顧客資産分離)

最低資本金規制

S M比率規制

基礎書類認可

責任準備金規制

自 己資本規制比率に基

づ く 監督措置

SM 比率に基づ く 監督措

置旦

契約条件変更手続

顧客資産分離

投資者保護基金

当 局管理下での破綻制

度

更生特例法

保険契約者保護機構

有価証券届 出書の公衆

縦覧

有価証券報告書の公衆

縦覧

な し

金融商品市場指令

生命保険指令

あ り

最低 自 己資本規制

自 己資本規制比率

第二の柱ルール

(顧客資産分離)

補償基金規制

S M規制

数理規制にかかる報告

責任準備金規制

自 己資本規制比率に基

づ く 監督措置

SM 比率 に基づ く 財務

健全化計画の提出

再建計画の提出

顧客資産分離

補償基金

破綻手続権限が母国当

局に限定

目 論見書 ･ 簡易 目 論見

書の公衆縦覧

年次 ･ 半期報告書の-

般開示

な し

　　　　 　　 　 　 　　　 　　 　　　 　

金融サー ビス 市場

法

EU と 同 じ

EU と 同 じ

EU 規制 に加 え 、 第

二 の柱ルール も 適

用

EU と 同 じ

EU と 同 じ

EU と 同 じ

EU 規制 に加 え 、 他

の保険会社への契

約移転の義務化。

補償機構

EU と 同 じ

EU と 同 じ
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【 平成 20 年度 日 本保険学会大会 】

共通論題 ｢いま保険 と は何かを考え る ｣

レジュ メ : 松澤 登

別表 2 規制 を支え る制度

業務及び財産の状況に

関す る説明書類の公衆

縦覧

目 論見書交付

契約締結前書面交付

契約概要 ･ 注意喚起情報

の交付

適合性原則

意向確認書面。 投資性保

険に は適合性原則 の適

用 も あ り

年次報告書 ･ 事業報告

書 ･ 監査報告書の一般

開示

簡易 目 論見書交付

指令の定め る情報の提

供

適合性原則

意向 と 必要性を勘案 し

た販売

EU と 同 じだが 、 半

期報告書の 一般 開

示 も求め られ る 。

EU と 同 じ

EU 規制 に加 え 、 投

資性に 関す る 情報

提供 ( キ ー フ ィ ー チ

ャ ー書類)

適合性原則

EU 規制 に加 え 、 適

合性原則 を重ねて

適用

法令上の根拠あ り

法令上の根拠な し

自 主規制団体の業務

あ っせん機関の認定

法令規定な し く投資

性保険に 関 し金商法

の認定)

行政上の措置 (業務

改善命令)

行政上 の措置 (業務

停止命令や基礎書類

変更命令を含む)

指令上の根拠あ り

指令上の根拠な し

裁判外紛争処理制度設

置を推奨

裁判外紛争処理制度の

存在について情報提供

行政上の措置

行政上のペナルテ ィ

行政上の措置

法令上の根拠な し

裁判外紛争処理制

度を FOS と し て設

置

承認 さ れた も のへ

の課徴金 ･ 謎責

認可業者への課徴

金 ･ ポ リ シース テー

ト メ ン ト の公表

‐ 20 -



【 平成 20 年度 日 本保険学会大会 菱

共通論題 ｢いま保険 と は何かを考え る ｣

レ ジ ュ メ ; 後藤和廣

差 異 が 縮 小 す る リ ス ク ･ サ ー ビ ス 産 業

-資本市場におけ る保険 と金融の融合の進展-

MSK基礎研究所 後 藤 和 廣

は じめに

｢ リ ス ク ･ サー ビス産業｣ と は 、 筆者の造語で、 金融機関 と 金融機関付随業務に携わ る企

業群の総称 と して使っ てい る 。 具体的には、 銀行、 証券、 保険、 事業者金融(商工 ロ ー ン)、

消費者金融、 そ して損害保険では代理店、 ブ ロ ーカ ー等 も含まれる概念であ る 。 こ の用語は、

｢ リ ス ク ･ サー ビス産業｣ と い う 用語で包括 した銀行、 証券、 保険等の各産業は、 業態が異

な る が 、 収益源であ る業務が リ ス ク マネジメ ン ト である点で共通 してい る こ と に基づいてい

る 。 経営 コ ンサルタ ン ト の ド ミ ニ ク ･ キ ャ サ リ ーは、 金融機関 と して 、 銀行、 証券、 保険、

ミ ュ ーチュ アル ･ フ ァ ン ド 、 金融ア ドバイ ザー等を挙げ、 金融機関等 と 他企業 と の根本的差

異は リ ス ク 対応の違いにあ る と してい る 。 ｢他企業が 、 リ ス ク 回避、 すなわち製造 ･ 販売に

集中すべ く 金融 リ ス ク の移転に努め る のに対 し 、 金融機関は リ ス ク の探求、 すなわち価格が

良好な リ ス ク と 劣悪な リ ス ク の識別に よ っ て繁栄に至 る 。 すべての リ ス ク を回避する金融機

関は 自 ら の機能を停止する に等 しいl 。 ｣ と 説明 してい る 。 そ して 、 金融機関の リ ス ク の取

り 扱い方法を 3 つに分類 してい る 。 第一は ｢ リ ス ク の吸収｣ であ り 保険会社の引 き受け 、 銀

行貸 し 出 し等であ る 。 第二は ｢ リ ス ク の仲介｣ であ り 、 投資家の預託資金に対する貯蓄金融

機関に よ る適切な投資の選別や保険代理店に よ る リ ス ク ･ プール機能等が該当する 。 第三は

｢ リ ス ク 助言機能｣ であ り 、 M&A 会社や投資選別におけ る投資顧問会社の機能であ る 。

ド ミ ニ ク ･ キ ャ サ リ ーの著書が出版 されたのは 1 99 l 年であ る 。 その後 、 金融機関の共通

点は リ ス ク マネジメ ン ト と い う 基本業務に と どま らず、 取扱 リ ス ク に も 見 られる よ う にな っ

て き た。 典型的な例が 、 代替 リ ス ク 移転(altematlve ri sk mns危r 崖ミT)に代表 される ｢保険 と 金

融の融合｣ と 言われる動向であ る 。 ART の市場では、 銀行、 証券等が保険 リ ス ク を資本市場

に仲介 してい る 。 ま た 、 資本市場では投資家が 、 保険 リ ス ク を引 き受けてい る 。 キ ャ プテ ィ

ブ等では リ ス ク の 出 し手であ る他産業が直接保険 リ ス ク を処理 してい る 。 AIミT 市場以外でも

｢業態間の垣根｣ の低下は進行 してい る 。 例えば、 保険産業も 、 ク レジ ッ ト ･ デ リ バテ ィ ブ

1 ド ミ ニ ク ･ キ ャ サ リ ー著、 工藤長義訳 ｢ リ ス ク への挑戦｣ ( l 994)p . 6
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等の引 き受け を通 じ 、 銀行の信用 リ ス ク を取っ てい る 。 リ ス ク 処理業務におけ る金融機関の

｢業態間の垣根｣ は 、 今後 さ ら に低 く な り 、 広範な領域に拡大 し 、 金融機関は ｢ リ ス ク ･ サ

ー ビス産業｣ 化する かも しれない。

本稿では、 リ ス ク フ ァ イ ナンシングを企業財務の視点か ら見直 し 、 リ ス ク フ ァ イ ナンシン

グにおけ る金融機関の役割 、 リ ス ク の最終的な処理を行 う 資本市場への効率的なアプロ ーチ

等について論 じたい。

なお 、 リ ス ク は現在では ｢ポジテ ィ ブ、 ネガテ ィ ブ両要素を含む｣ と 定義 さ れてい る が 、

本稿では、 リ ス ク は 、 ｢ネガテ ィ ブな結果を も た らす要素｣ の部分を主に取 り 上げてい る 。

これは 、 金融業界の リ ス ク マネジメ ン ト は、 現状 ｢ネガテ ィ ブな結果を も た らす要素｣ を主

た る対象 と して行われてい る こ と を勘案 した結果であ る こ と を 申 し添えておき たい。

ま た 、 本稿で使用する 、 リ ス ク ･ キ ャ ピ タル2は 、 リ ス ク か ら生 じ る損失をカバーする た

め準備する資本の総称であ り 、 保険、 ART、 デ リ バテ ィ ブ等に よ る損失補てん資金であ る オ

フ ･ バ ラ ンス シー ト ･ キ ャ ピタルが含まれてお り 、 増資、 借金等のオン ･ バ ラ ンス シー ト ･

キ ャ ピ タルのみではない こ と に ご留意いただき たい。

1. リ ス ク 対応における資本の役割 と資本市場の機能

(1) 株主資本は リ ス ク の最終処理手段

株主資本は リ ス ク か ら生 じ る損失を処理する最終的な資金であ る 。 損失が発生する と まず

利益が減少する 。 さ ら に損失が拡大する と 、 株主資本で補填する こ と にな る 。 例えば図表 1

の貸借対照表で、 建物が燃え 60 の損失が 、 売掛金が回収不能 と な り 25 の損失が発生 した と

す る 。 損失の発生に よ り 借 り 方は合計 76 減少 し 、 貸 し方の合計も 同額減少する 。 こ の と き

貸 し方の負債は返 さ ない限 り 減 ら ないか ら 、 株主資本が 75 減少する こ と にな る 。

図表 1 の例の よ う もこ 、 損失が発生 して も会社が存続でき る よ う あ ら か じ め準備 してお く 資

本が リ ス ク ･ キ ャ ピ タルであ る 。

2 キ ャ ピ タ ルは、 エ コ ノ ミ ッ ク ･ キ ャ ピ タ ル と シグナ リ ン グ ･ キ ャ ピ タ ルに大別 される 。 エ コ ノ ミ ッ ク ･ キ

ャ ピ タ ルは企業が事業を行い存続する上で必要 と な る 資本で 、 オペ レーシ ョ ナル ･ キ ャ ピ タ ル と リ ス ク ･ キ

ャ ピタ ルか ら構成 さ れ る 。 シグナ リ ング ･ キ ャ ピタ ル と は外部のステー ク ホルダー と の関係の緩衝 と して機

能する キ ャ ピタルであ る 。 オペ レーシ ョ ナル ･ キ ャ ピタ ルには、 設備資本や運転資本な どが含まれる 。
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< 図表1 >貸借対照表 注 : , , 部分が減少する )
(事故前) (事故後 )

負債 ･ 資本 (貸方)

(負債資本の部) 100

短期借入金 50

長期借入金 50

(固定資産) - だき養お0

建物 二きき60

計 よぶデ ー26

負債 ･ 資本 (貸方)

(負債資本の部) 1 00

短期借入金 50

長期借入金 50

(固 定資産) 100

建物 100

計 2OO

(2) リ ス ク フ ァ イ ナンシングは企業財務の一部

図表 1 の例では固定資産が 50 減少 してい る < 図 表 2 > 貸借対照表
(現状復 旧後 )

が 、 こ れを現状復 旧す る た め には貸 し方 も 50 負債 ･ 資本 (貸方)

(負債資本の部) 1 30

短期借入金 50

長期借入金 80

(固定資産) 'う ぶ1OQ

ち 》 ‘ 〕 100建物 薄 ら三 羽

計 g こ ぐ述76

増や さ なければな ら ない。 事故が起き た企業は 現金 2o 短期借入金 50
負債資本 であ る長期借入金を 30 、 資本金を 20 金融資産 , 30 長期借入金 80

売掛金 こぎ三 25 (純資産の部 ) “発を庭登う

調達 し現状復旧 してい る (図表 2 参照)。 こ の例 二発言 株主資本 ア #きざ麩

では負債資本であ る長期借入金が 、 リ ス ク の最 (固癈産) を 一報 奬隧 き熟議g≦
終的な処理手段であ る株主資本の代替機能を果 計 ′ さぞ 176 計 ^導き175

た してい る 。 長期借入金、 資本金の代わ り に4保険、 AR箪 令4ternat1ve R1sk Trans魚r) 、 デ リ

バテ ィ ブ等を使い損失を補填でき る 。 こ の点か ら 、 保険、 ART、 デ リ バテ ィ ブ等は、 負債資

本、 株主資本の代替機能があ る こ と か ら 、 資金調達手段の一種 と 考え る こ と ができ る 。

以上の点か ら 、 損失発生後の資金計画をたて実施する活動であ る リ ス ク フ ァ イ ナンシング

は、 企業の財務活動の一部 と 言え る 。

(3) リ ス ク の最終的な負担者は投資家

リ ス ク か ら生 じ る損失は最終的には株主資本に よ り 処理 される 。 株主資本の提供者は資本

市場の投資家であ る 。 したが っ て 、 リ ス ク は最終的には投資家に よ り 負担 さ れる こ と にな る 。

非金融会社の リ ス ク を 引 き 受け る金融機関は、 取 り 扱 う リ ス ク に違いはあ る が 、 リ ス ク ･ キ

ャ ピ タルを含む株主資本は資本市場の投資家か ら調達 してい る 。 非金融会社 自 身 も資本市場

か ら株主資本を調達 し リ ス ク 処理に使え る 。 すなわち 、 リ ス ク 処理に関わ る全当事者が 、 そ

の最終的な処理手段を資本市場の投資家に委ねてい る 。 図表 3 は、 リ ス ク ･ キ ャ ピタルを含

3
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む株主資本が 、 異な るルー ト を経て非金融会社及び金融機関に よ り 調達 される こ と を示 して

い る 。

リ ス ク の 出 し手であ る非金融会社か らみれば、 リ ス ク フ ァ イ ナンシングは リ ス ク か ら 生 じ

る損失を補填する ための資金調達であ る 。 こ のため 、 非金融会社が リ ス ク フ ァ イ ナンシング

手段を選択する 際には 、 リ ス ク ･ キ ャ ピ タルの調達コ ス ト が検討 されるべき であ る 。 ま た 、

リ ス ク の引 き受け手であ る金融機関に と っ て も 、 リ ス ク ･ キ ャ ピ タルの調達コ ス ト は 、 リ ス

ク 処理コ ス ト の高低に影響する ので重要であ る 。

< 図表3 >株主資本の調達 と リ ス ク の移転の流れ

保険販売 株主資本の調達

資本市場の投資家
各

種 損

リ 失

ス の

ク 最

か 終

ら 負

生 担

じ 者

る

非 ! 各

金 種 残

融 " 余

事 ス リ

業 グ ス ｢

会 の ク

社 肖u の

減 保

さ 有 一

保険 リ ス ク の分担

銀行

金融 ･ 財務 リ ス ク の分担

証券会社

発券不成功 リ ス ク の移転

(の 金融機関の役割は非金融会社と投資家 と の間の ｢導管｣

金融機関(保険会社、 証券会社、 銀行等) の役割は リ ス ク を資本市場の投資家に分散する

こ と 、 換言すれは非金融会社 と 投資家 と の間の ｢導管｣ 的な機能を果たすこ と と 言え る 。 図

表 3 は、 金融機関の導管的な機能の例示であ る 。 保険会社は保険を販売 し保険 リ ス ク を引 き

受け 、 銀行は融資を行い金融 ･ 財務 リ ス ク を と り 、 証券会社は株式の発行業務を通 じ不成功

の場合の引 き受け リ ス ク を と っ てい る 。 3 種の金融機関の間では取 り 扱 う リ ス ク 、 業務処理

方法等に違いが あ る が 、 資本市場の投資家か ら得た リ ス ク ･ キ ャ ピタルを リ ス ク の最終処理

手段 と してい る 点では共通 してい る 。

(6) 多様な リ ス ク ･ キ ャ ピタルの提供

金融機関の ｢業態間の垣根｣ の低下に よ り 、 資本市場は多様な リ ス ク ･ キ ャ ピ タルを企業

に提供する よ う をこ な っ た。 図表 4 は保険、 AI丸rr の分野を 中心に リ ス ク ･ キ ャ ピタルを例示

4
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した も のであ る 。 例 えば、 非金融会社は 、 地震 リ ス ク の処理に 、 保険(保険会社に リ ス ク 移

転) 、 融資枠(銀行) 、 証券化(投資家) 、 社内準備金(非金融会社 自 身の リ ス ク 保有。 最終的

には投資家に移転)か ら選択 し利用 してい る 。 移転 さ れた保険会社も 、 再保険、 証券化、 保

険デ リ バテ ィ ブを使い リ ス ク の一部を再移転 してい る 。 銀行 も証券化やデ リ バテ ィ ブで再処

理でき る 。 保険会社、 銀行が保有 した リ ス ク は最終的には投資家か ら集めた株主資本で担保

される 。 移転 された リ ス ク も最終的には投資家に よ り 処理 される 。

リ ス ク ･ キ ャ ピ タルは 、 一般的には株主資本の一部分(狭義の リ ス ク ･ キ ャ ピ タル) と し

て認識 されてい る 。 し か し 、 負債資本、 オフ ･ バ ラ ンス シー ト ･ キ ャ ピタルには、 株主資本

の代替機能があ る 。 例えば火災で工場が損傷 して も再建資金が借 り 入れできれば株主資本を

取 り 崩す必要はない。 為替 レー ト の変動で損失が出て も 、 デ リ バテ ィ ブで回収できれば問題

はない。 こ のた め狭義の リ ス ク ･ キ ャ ピ タ ルの代替機能が あ る キ ャ ピ タルは (広義の) リ ス

ク ･ キ ャ ピ タル と 考え る こ と ができ る 。

< 図表4> リ ス ク ･ キ ャ ピ タルの分類例 GB型、 保険等を例に した も の)
区分 調達 した資金

の貸借対照表
上の 区分

資金調達法

オン ･ バ ラ ンス シー ト ･ キ ャ

ピ タ ル
オ フ ･ バ ラ ンス シー ト ･ キ ャ ピ タ ル

外部

金融
負債資本

銀行借入、 社債 、 ポー ト
フ ォ リ オ ･ ト ラ ンス フ ァ ー

証券化(b) 、 融資枠 、 デ ッ ト ･ プ ッ ト

( メ ザニ ン ･ フ

ア イ ナ ン ス * )
劣後債 、 優先株 緊急サーブラ ス ･ ノ ー ト

株主資本 リ ス ク ･ キ ャ ピ タ ル
コ ンテ イ ンジ ェ ン ト ･ キ ャ ピ タ ル 、 エ ク イ

テ ィ ･ プ ッ ト 、 CatEPutsM

内部

金融
株主資本** 証券化(a)

証券化(c) 、 (天候)デ リ バテ ィ ブ 、 保険 、 再保険

サイ ド ･ カ ー 、 ILW、 相互保険組合 、 レ シプ ロ

カル、 CA型EX 、 負債担保証券、 保証

株主資本
損失経費予算 、 準備金の 引
き 当 て 、 自 家保険

免責金額の設定、 配 当 プラ ン 、 キ ャ プテ イ ブ 、
フ ァ イ ナイ ト ･ リ ス ク (財◆務再保険) 、 遡及料率

法 、 自 家労災制度

★優先株や劣後債に よ る 資金調達法

** こ の行の資金調達法は 、 資本市場が資金を提供する が 、 資金調達後 も発行株式数、 負債額は増加
しないので 、 利益に近し Y性格を有す る 資金 と 考えた。

証券化(a) は資産を担保に した証券化であ る 。 証券化(b)は裏付け資産は無 く 資金借入のた め に証券
を発行する方式であ る 。 証券化(c) は裏付け資産が無 く 、 ト リ ガー ･ ポイ ン ト に達 した と き 元本が没
収 さ れ る タ イ プの証券化であ る 。

2 . 金融技術の進歩 と金融機関の ｢業態間の垣根｣ の低下

金融技術が進歩 し 、 金融商品が多様化 した。 新 し く 開発 された商品の 中には今まで取 り 扱

っ て こ なかっ た リ ス ク が含まれてい る 。 例えば保険 リ ン ク 債(ILS insurance linked securlty)
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は、 地震、 風水災等の リ ス ク が含まれた債券であ る 。 こ の よ う な商品が金融機関の ｢業態間

の垣根｣ の低下を も た ら し た。 ま た 、 金融技術の発展は リ ス ク の定量化の高度化を も た ら し 、

金融機関 も従来取る こ と ができ なかっ た リ ス ク の保有を可能に した。 ｢垣根｣ の低下は、 金

融機関の機能が非金融会社 と 投資家 と の 『導管｣ であ る こ と を一層明確に してい る 。

以下、 最近の特徴的な ART 等の取引事例を説明 し 、 ｢垣根｣ の低下の状況を述べたい。

(1) 証券化

保険 リ ス ク の証券化は、 投資銀行、 証券会社、 再保険会社等が導管的な機能を果た してい

る 。 リ ス ク の証券化の仕組みは次の通 り であ る 。 投資銀行等は、 全体のス キーム作 り 、 証券

発行、 集めた資金管理等の業務を行 う 。

① オ リ ジネータ ー( リ ス ク の原所有者) が特定 目 的会社(Specia1 PUぼpose Comp如y SPC) に

リ ス ク を移転する 。

② SPC は証券を発行 し 、 リ ス ク か ら生 じた損失を負担する資金を集め る 。

③ 集め られた資金は信託基金等で運用 され 、 ト リ ガー と して約定 された事故が起きれば、

資金は取 り 崩 され、 オ リ ジネータ ーに提供または融資 される 。

図表 5 は 、 証券化の取 り < 図 表 5 > 世界 の キ ャ ッ ト ･ ボ ン ド の 発行状況

年 発行件数

(件)

発行金額

(百万 ドル)

年 発行件数

(件)

発行金額

(百万 ドル)

199 7 5 3 2 0 .O 2 002 7 1 , 2 1 9 . 6

1 9 98 8 8 46 . 1 2 0 0 3 7 1 , 7 2 9 . 8

1 9 99 1 0 9 84 , 8 2 004 6 1 , 1 42 . 8

2 0 0 0 9 1 , 1 3 9 . O 2 0 0 5 1 0 1 , 99 L9

200 1 7 966 . 9 2 006 20 4 ,6 9 3 .4

2 00 7 2 7 6 , 9 9 6 . 3

組み状況を示 してい る 。 証 (件) (百万 ドル) (件) (百万 ドル)

券化は汐97 年以降･ 毎年、 趨き 8 8麩戈 姦888 多 圭燭8
概ね l o 件弱 、 l o 億 ドル前 1999 10 9 84 , 8 2 004 6 1 , 1 42 . 8

2 0 0 0 9 1 , 1 3 9 . 0 2 0 0 5 1 0 1 , 99 L9

後で推移 して き たが 2005 年 2oo 1 7 966 . 9 2 006 20 4 ,6 9 3 .4

よ り 、 増加傾向に転 じた。 2 00 7 2 7 6 , 9 9 6 . 3
出所 : Guy C arpente r戸 箪he C a ta s trop he Bond Market

特に 、 2005 年のハ リ ケー at year end 2 007 (2 0 0 8 ) p . 5

ン ･ カ ト リ ーナ以降再保険市場のハー ド化の影響を受け急増 した。 2006 年、 件数は前年の

1 0 件か ら 20 件 と 増 え 、 金額は前年対比 1 3 6%増の 46 .9 億 ドル と なっ た3 。 2007 年 も前年に引

き続き活発で、 27 件、 70 .0 億 ドル と 前年を上回っ てい る 。 2008 年に入 り ペース は落ちてい

る が新規発行は続いてい る 。 しか し再保険市場が ソ フ ト化 し 、 発行ペース は一段 と 落ち る と

予想 される 。

3 Guy Canpenter, -The catas甘ophe Bond Maこrket at yezーべr end 2007 r - (2008) PP . 5
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< 図表6 > 日 本の企業の キャ ッ ト ･ ボ ン ド の発行状況 日 本の企業に よ る取 り

年月 概要

1 997 . 1 1
^

1 99 8 . 6

東京海上 、 東京地 区の地震 リ ス ク L億 ドル
" - L - ^ - ^ - - ^

安 田火災 、 台風 リ ス ク 8000万 ドル

1 99 9 . 6 東京デ ィ ズニー ラ ン ド 、 東京地 区の地震 リ ス ク 2億 ドル

ニ ッ セイ 同和火災 、 東京地区の 地震 リ ス ク 約7 000万 ドル200 2 . 5

2 00 3 . 6

2 004 . 8

JA共済運 、 台風 、 地震 リ ス ク 約4 . 7億 ドル

地震 リ ス ク 1 .2 5億 ドル (オ リ ジネー タ ーは未公開 )

東京海上 日 動 、 台 風 リ ス ク 2億 ドル2 00 6 . 8

2 007 . 6 三井住友海上、 台風 リ ス ク 1 . 2億 ド ル

2 00 7 . 7 共 栄火災 、 台風 リ ス ク L 1億 ドル

2 007 . 7 JR東 日 本、 地震 リ ス ク 2 . 6億 ドル

2008 . 5 JA共済運、 地震リス ク約3億ドル (発行枠 l o億ドル)

組み事例は図表 6 の と お

り l o 件であ る 。 特徴的な

点はオ リ エ ンタルラ ン ド

(東京ディ ズニー ラ ン ド)

と 凪東 日 本に よ る地震

リ ス ク の証券化であ る 。

非保険会社に よ る キ ャ ッ

ト ･ ボ ン ドの発行は世界的に見て も少ない4。 その 中で 2 件は多い と 言え る 。

(2) 融資枠

融資枠では、 銀行が導管的な機能を果たす。 ただ し 、 保険会社が融資枠のシンジケー ト 団

に参加 し同様の役割を果た してい る例 もみ られる 。 融資枠 と は、 一定の期間内で、 一定の金

額の範囲内であれば、 資金が必要な と き に定め られた条件で借 り 入れができ る契約の こ と で

あ る 。 融資枠利用者は金融機関に対 して手数料(コ ミ ッ ト メ ン ト ･ フ ィ ー)を支払 う 。 1 999 年

3 月 ｢特定融資枠契約に関する法律｣ の制定に よ り 法整備 された。

融資枠は、 震災等が発生 した と き には銀行等は融資を しないでお く こ と ができ る と い う 特

約が付 く のが一般的であ る 。 こ れは、 震災等が発生 した後の融資枠利用者のキ ャ ッ シュ ･ フ

ロ ーや財務内容が契約当初には予見できず、 弁済不能 と な る 可能性があ る ためであ る 。 しか

し 、 日 本で新 しいタ イ プの融資枠が開発 され、 日 本では企業が震災対策に使っ てい る 。 図表

7 は 、 日 本での利用状況を示 してい る 。 6 件全件が非金融会社の利用であ り 、 保険会社がゼ

ロ であ る 点が特徴的であ る 。 ま た 、 一部の銀行は、 商品化 し愛称を付け る な ど 、 積極的に取

り 組んでい る 。

諸外国で融資枠を保険 リ ス ク か ら生 じ る キ ャ ッ シュ ･ フ ロ ー不足を解消する手段 と して使

用 してい る例は多 く な く 、 従来は 、 ア メ リ カ の州政府がハ リ ケーン対策に利用 した例等があ

っ たのみであ る 。

4 l 997 年以降 6 件であ る (Guy αmpenter, opら dt . p . 26)
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< 図表7 > 日 本企業の融資枠の取 り 組み事例

(非銀行)企業に よ る 取 り 組み事例

年月 l 概要

2004 . 4 東京デ ィ ズニー ラ ン ド 、 リ ス ク 特定せず200億 円

2oo4 ‐ 1愕燧攣れ鬘ア ス ク 4O億 円 。 政策投資銀行 ･ 三井住友海上 、 静岡銀行が参加する シ ン
2006 . 弘鈴与 、 地震 リ ス ク 50億 円 。 三菱朝閏年信託銀行( ｢EQ ‐LIN団) を使用 。 政策投資銀が仲介。

2006 . 1 2 横河電機、 震度6弱以上の地震 リ ス ク 200億円 。 みずほ コ ーポ銀等複数行に よ る 協調融資。

2oo7 ‐ 幻 蓼麗薹鬱蝉孃髄を赫醤円た ラ イ ン を締結。 日 本政策投資銀行他 と 5o研憲 円 、
2oo8 ‐喘釀搬巍群 リ ス ク を主対象 と し た融資枠 1 , ooo億 円 を設定。 みず 々ま コ ーポ レー ト 銀行

銀行に よ る 取 り 組み事例

2004 . 1 1 ! 政策投資銀行が融資枠を契約 した企業の返済を保証。

三菱印可僅信託銀行、 政策投資銀行、 日 興シテ ィ グループ証券が国内初の震災時発動型融資

等 『EQ‐LINE ｣ を 開発。

2oo6 ‐ 1 2 掟藤デーポ銀、 震災時 も貸 し 出す新型の融資枠 ｢ルネサ ンス ‐ コ ミ ッ ト メ ン ト ラ イ ン ｣

(3) 資金借入

資金を借 り 入れ、 事故後のキ ャ シュ フ ロ ー不足に備えた事例が 1 件あ る 。 2004 年、 オ リ エ

ンタル ･ ラ ン ドが 200 億円 の社債を発行 したケース であ る 。 これは、 1 999 年発行 した地震債

券が同年に満期償還を迎え る こ と に対応 し 、 引 き続き 地震に関する リ ス ク をヘ ッ ジする こ と

を 目 的 と した資金調達であ る 5。 一般的に 、 借入資金の増加は財務内容の悪化要因 と 考え ら

れてい る ため 、 借 り 入れた資金を事業に使わず リ ス ク に備え保有 してお く こ と は行われない。

オ リ エ ンタル ･ ラ ン ドの例は一般的な考え方 と 異なっ てお り 興味深い例であ る 。 ただ し 、 資

金借入を損失発生前に リ ス ク フ ァ イ ナンシングの手段 と して使っ た例は、 オ リ エ ンタル ･ ラ

ン ド以外は公表 されていない。 しか し 、 資金借入に よ り 、 資金的に余裕ができ た場合、 リ ス

ク 対応に使っ てい る ケース はあ る と 推定 される 。

資金借入は、 損失発生後に生 じ る運転資金、 復 旧資金等の資金不足に対応する ため 、 リ ス

ク ･ フ ァ イ ナンス の手段ではあ る が 、 事後的に借 り 入れる場合は ART ではない。 しか し 、

損失発生前に借 り 入れ、 損失発生のため準備 してお く 場合は、 ART に近い リ ス ク ･ フ ァ イ

ナンス の手段 と いえ る 。 その理由 は 、 ART の一種 と して使え る融資枠 と 比べる と 、 融資枠

がオフ ･ バ ラ ンス 、 資金借 り 入れがオン ･ バ ラ ンス であ る他は大き な違いがないか ら であ る 。

5 h中ソ/www. olc , cojp/newsPmts/200404200 1pdf
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資金借入は、 銀行借入の場合は銀行等が導管的な機能を担い 、 社債等に よ る場合は非金融

会社が直接、 資本市場か ら資本調達する こ と にな る 。

(4) デ リ バテ ィ ブ、 特に保険 リ ス ク のデ リ バテ ィ ブ

デ リ バテ ィ ブ (金融派生商品 deriv頭ve )は 、 通貨 、 債券、 株式、 商品な どの本源的資産

(underlymg assets)の価格変動を対象 と した取引 と 言え る 。 ｢ リ ス ク は期待 した成果, 又は事

象か ら の偏差の可能性か ら生 じ る 6｣ ので、 ｢偏差の可能性｣ は変動する ので リ ス ク を対照

と したデ リ バテ ィ ブは組成でき る 。 保険 リ ス ク を対象 と したデ リ バテ ィ ブが保険デ リ バテ ィ

ブであ る 。

日 本の企業が取引 した保険 リ ス ク のデ く 図 表 8 > 日 本企 業 の保険デ リ バ テ ィ ブ

リ バテ ィ ブは、 図表 8 の通 り 、 保険会社 の 取 り 組 み事例
年月 概要

1998 .4 三井海上が地震 リ ス ク 約40億円 。

2 000 , 3 東京海上が台風等の リ ス ク 2億 ドル。

200 L7 東京海上が台風等の リ ス ク 約 540億円 。

2 00 3 , 8 三井住友海上が風水災 リ ス ク 約 1 2 0億円 。

が地震、 風水災等の災害 リ ス ク を処理す 1998 ･ 三井 、 が地 ‐ リ ス ク ′ い 息 o
2 000 , 3 東京海上が台風等の リ ス ク 2億 ドル。

る ために使われた事例に限定 される 。 た 20o L7 東京海上が台風等の リ ス ク 約 540億円 。

だ し 、 オ リ エ ンタル . ラ ン ドや 凪東 日 200 3 ,8 三井住友海上が風水災 リ ス ク 約 1 2 0億円 。

本の地震 リ ス ク の証券化で、 リ ス ク を SPC に移す際にデ リ バテ ィ ブが使用 された。

ま た 、 投資銀行、 証券会社が保険 リ ス ク をカバーするデ リ バテ ィ ブを開発 してい る 。 た と

えば、 三菱 UF竇証券が災害、 製品回収、 返済不能等に よ る損失を回避 ･ 縮小するデ リ バテ ィ

ブを開発 してい る 7。

(5) コ ンテ イ ンジェ ン ト ･ キ ャ ピタル、 コ ミ テ イ ツ ド ･ キャ ピタル

コ ンテ イ ンジェ ン ト ･ キ ャ ピ タル(contingent capi観1) 、 コ ミ テ ィ ツ ド ･ キ ャ ピタル(co箕1m超ed

capi飢)は 、 損失が発生 し資本不足のおそれが生 じた と き 、 株式を発行 して資本不足を解消す

る手段であ る 。 コ ンテ イ ンジェ ン ト ･ キ ャ ピタルには 、 ｢条件付新株発行8｣ 、 コ ミ テ ィ ッ

6 Iso and IECJISO往EC G1田[DB 73 : 2002 , Risk management-Vocabula]ツーGu1d1lnes 鮠r use 1n

standards f (2002) pp . 2毬 るこ よ る 。 ま た邦訳は 日 本規格協会、 ｢ リ ス ク マネ ジメ ン ト 一用語-規格において使

用する ための指針 rERQOO08 (以下 ｢TRQOO08｣ と 略す) ｣ (2003)pp . 3 ‐ 4 に よ る 。 なお 、 TRQOO08 はガイ ド

73 の翻訳規格であ る 。

7 『 日 経金融新聞』 (2007 . 8 . 28) p . 3

8 www. soec .nagoya ･u . ac .ip位tm/sta留noguct証noguchl .html
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ド . キ ャ ピ タルには ｢用途指定資本9｣ の訳があ る 。 いずれも ｢新株予約権｣ に近い

考え られる 。 新株予約権は M&A 対策の方法l o 、 急激な資金不足対策1 1 、 新興企業の 、

法l 2な ど広 く 使われてい る 。

コ ンテ イ ンジェ ン ト ･ キ ャ ピタル、 コ ミ テ イ ッ ド ･ キ ャ ピタルの取引例 と しては、

不足 と な る リ ス ク ｣ の対応手段 と して用い られる こ と が多 く 、 地震、 台風等特定の ゞ

ク の対応手段 と して使用 された案件で公表 された例は見あた ら ない。 『事業 リ ス ク

段L 3 ｣ と も言え る 。

に近い概念 と

、 新興企業の資金調達

｢資本

台風等特定の災害 リ ス

『事業 リ ス ク の処理手

(6) 保険市場が金融 リ ス ク を取 り 込んだ例

証券化、 融資枠な ど保険 リ ス ク の資本市場への移転が話題に される こ と が多いが 、 保険市

場が金融 リ ス ク を取 り 込んだこ と も あ る 。

バーゼル銀行監督委員会(Base1 Comm1ttee on Bank1ng Supe内1s1on) 、 証券監督者国際

機構(Internat1onal organizat1on of Secur1t1es Comm1ss1ons IOSCO) 、 保険監督者国際機

構(Internationa1 Associat1on of Insurance Supe約1sors IAIS) の 三組織の合同調査委員会

(Joint Forum)は 、 ク レジ ッ ト ･ デ リ バテ ィ ブ等信用 リ ス ク 取引 の実態調査を行い 、 2004 年

9 B1ectnc Dict1onary Project, 『英辞郎』 (2007)

1o ht中 ソ/瓜artmdale .jp/v1deo/corporate-law/200607 14Watanabe l ‐ 32 . sUvf

l 1 英会話教室最大手の NOVA は 2007 年 10 月 24 日 、 新株予約権を発行 し 、 割 当先の投資会社 2 社か ら

7000 万円 を得た。 新株予約権は 1 個 50 万株で 、 発行価格は 1 個 175 , 000 円 であ る 。 これを投資会社 2 社に

200 個割 り 当 てた。 1 株の行使価額は 35 円 で 、 2 社が予約権の全部を行使すれば、 諸費用 を差 し引 き 、 64

億円 を調達でき る 見込みであ る 。 しか し 、 NOVA は 1 1 月 27 日 付で上場廃止 と な り 予約権は事実上無効に

な っ た と み られる 。

1 2 日 本政策投資銀行は新株予約権を取得する こ と で 、 ベンチ ャ ー企業向 けの融資を行っ てい る 。 融資実績は

87 件、 43 億円 に達 してい る 。 日 本政策投資銀行は新株予約権を取得すれば、 融資先の株価が上昇 した場合

株式の売却益を得 られる 。 こ のため 、 一定の リ ス ク を と れば担保不足の企業に も融資可能 と 判断 した。 ベン

チ ャー企業も新株予約権の交付であれば、 株数は増加せず、 既存株主の利益は損なわれない。 発行済み株式

の大半を取得 されて経営権を握 られる こ と も 回避でき る 。 新株予約権を買い戻すこ と も可能であ る 。 ( 『政

投銀、 ベンチ ャー融資 、 新株予約権で 担保少ない企業に照準｣ 、 『 日 経金融新聞』 (2007 . 12 . 5) p . 3)

1 3 事業 リ ス ク を処理する手段 と してプロ ジェ ク ト ･ フ ァ イ ナ ンス におけ る ノ ン リ コ ース ･ ロ ー ン( :

nomecourse lom、 非遡及型融資)が あ る 。 こ の融資は 、 借 り 手はプロ ジェ ク ト 完成後当該プロ ジェ ク ト か ら得

られる キ ャ ッ シュ ･ フ ロ ーのみを返済原資 と する方法であ る 。 借 り 手は 、 そ の範囲を超えての返済義務は無

く 債権全額の返済責任を負わない。

l o



匿 平成 20 年度 日 本保険学会大会 1

共通論題 ｢いま保険 と は何かを考え る ｣

レ ジュ メ : 後藤和廣

10 月 、 “Credlt R1sk rrrans俺で と 題する報告書をま と め公表14 した。 同報告書に よれば、 再保

険会社な どが ク レジ ッ ト ･ デ リ バテ ィ ブ等で引 き受けた リ ス ク は、 『想定元本で 1500 億 ド

ル(約 16 兆 円)程度｣ と 見積も っ てい る 。 そ して 、 ｢ ク レジ ッ ト ･ デ リ バテ ィ ブ等は保険会社

の総投資額の 1%程度で、 財務の健全性が脅か さす こ と はない｣ と し 、 ｢ ク レジ ッ ト ･ デ リ

バテ ィ ブ取引 に よ る信用 リ ス ク の分散はむ し ろ金融システムの安定化に役立っ てい る ｣ と の

見方16を示 した。

こ の調査は、 再保険会社等が 、 ク レ ジ ッ ト ･ デ リ バテ ィ ブ取引 で、 銀行の貸 し倒れ リ ス ク

を と り 、 巨額の含み損 と な っ てい る と の疑念を検証する ため行われた。 ま た 、 地震等で再保

険会社が巨損を被っ た場合、 貸 し倒れ損を払いきれな く な り 、 金融市場に混乱を引 き 起こす

可能性の調査も兼ねていた と 言われる 。

(7) 保険 リ ス ク の信用 リ ス ク への変換

保険 リ ス ク を 、 非保険会社の手段を使い処理 される場合、 保険 リ ス ク が信用 リ ス ク に変換

される こ と があ る 。 例 えば地震 リ ス ク を処理する ための融資枠のばあい、 ト リ ガーの要件を

充足 した地震が発生 して も 、 それは融資の条件が満た される に と どま り 、 銀行に損失は発生

しない。 融資 した資金が返済 されな く な る こ と が リ ス ク であ る 。 すなわち 、 銀行 リ ス ク マネ

ジメ ン ト では、 地震 リ ス ク も信用 リ ス ク に変換する こ と で処理可能であ る 。

ま た 、 保険業界に も変換を利用 した例がみ られる 。 2007 年 2 月 、 ハ ノ ーバー再保険会社は

シンセテ ィ ッ ク CDo1 6(合成債務担保証券 synthenc cou鷁eralized debt obligation)を使い保険 リ ス

ク を処理 してい る 。 これは 、 簡単に言えば、 ハ ノ ーバー再保険会社の保有する リ ス ク の支払

い保証を特定 目 的会社(special puぼpose comp如y SPC)か ら取 り 付け 、 SPC の支払い不能 リ ス ク

を回避する ため 、 SPC に証券を発行 させ資金を集め 、 支払いの担保 と するや り 方であ る 。

1 4 www.b勾 .orjp/朝pe/release/拠り放水o03他ls04 1 0d .htm

1 5 こ の見解は 2007 年以降のサブプラ イ ム問題を契機に生 じた金融市場の混乱を考慮する と 変更が必要かも

しれないo

1 6 シ ンセテ ィ ッ ク CDO を使っ た取引例は以下の通 り 。 銀行が ロ ーンの信用 リ ス ク を軽減する ために 、 SPC

に ロ ーンを売却する (いわゆ る証券化)のではな く 、 ク レジ ッ ト ･ デ リ バテ ィ ブに よ り SPC か ら プロ テ ク シ ョ

ン を買 う 。 SPC が有する信用 リ ス ク を ク リ アする ため 、 投資家か ら資金を調達 し 、 銀行に担保 と して提供す

る 。

1 1
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再々保険や証券化等は リ ス ク を再保険会社や投資家に移転する が 、 ハ ノ ーバー再保険会社の

こ の新 しい方式では、 リ ス ク は事故発生まで同社に残る点が異な る 。

(8)投資業務分野における 『業態間の垣根｣ の低下

｢業態間の垣根｣ の低下は、 ｢非金融会社か ら リ ス ク を取る ｣ 業務に と どま ら ない。 投資業

務分野でも起き てい る 。 例 えば、 ILS の投資は、 ヘ ッ ジ ･ フ ァ ン ド 、 ミ ュ ーチュ アル ･ フ ァ

ン ド等キ ャ タ ス ト ロ フ ィ ー ･ リ ス ク に関 し ノ ウハ ウが乏 しい と 考え られる金融機関 も参加 し

てい る 。 金融機関は、 リ ス ク の種類 と 大き さ が分か り 、 自 社の リ ス ク マネジメ ン ト 方針に抵

触 しなければ従来取 ら なかっ た リ ス ク も取る よ う ろこ な っ てい る と 考え られる 。

3。 非金融会社における企業財務の視点からの リ ス ク フ ァ イ ナンシング

非金融会社におけ る リ ス ク フ ァ イ ナンシングは、 従来は保険 リ ス ク 中心で、 資金繰 り 等企

業財務の視点か ら の検討はあま り 行われて こ なかっ た。 企業財務の分野でも 、 事業に関わ る

投資、 資金繰 り 等が中心的な課題で、 リ ス ク か ら生 じ る事業中断、 損失が資金繰 り に与え る

影響等が検討される機会は多 く なかっ た。

しか し 、 エ ンタ ープラ イ ズ ･ リ ス ク マネジメ ン ト に必要性が唱え られ る よ う るこ な っ てか ら 、

企業財務の視点か ら リ ス ク フ ァ イ ナンシングを検討する企業が増えてい る 。 例 えば、 第 2 章

で紹介 した殆 どの 日 本企業は、 事故発生後のキ ャ ッ シュ ･ フ ロ ーを重視 してい る こ と か ら 、

企業財務の視点か ら の検討も行っ てい る と 推測 される 。 企業財務の視点か ら の検討は、 新 し

い タ イ プの資金需要を生み出 し 、 金融機関の新商品開発の誘因 と な り 、 ｢業態間の垣根｣ の

低下を も た らす一因 と なっ てい る 。 非金融会社におけ る リ ス ク フ ァ イ ナンシング手法の変化

は金融機関の活動に も影響を与え る ので、 以下、 融資枠を地震対策に使っ た巴川製紙所の例

17 を説明 したい。

< 巴川製紙所の例>

巴川製紙所は紙、 不織布お よびパルプ等の製造メ ーカーであ る 。 売上高 459 億円 、 従業員

数 1 ,440 名 (2008 年 3 月 末の連結ベース の数字) で国内の工場は静岡県に集中 してい る 。

1 998 年 、 同社は リ ス ク マネ ジメ ン ト の一環 と して東海地震対策の総合的な検討を開始 した。

1 7出所 : 経済産業省 、 ｢ リ ス ク フ ァ イ ナンス研究会報告書｣ (2006) pp9 1 ‐99
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財務面では①地震保険の購入、 ②資金繰 り 対策の視点か ら取 り 組んだ。 地震保険の購入は、

既存損害保険を全面的に見直 し 、 削減 された保険料を充当 し地震保険に加入 した。 資金繰 り

対策は、 地震が発生する と 最長 3 ヶ 月 操業停止する と 想定 し 、 資金繰 り 表を作成 し予想 され

る不足資金相 当額の優良手形の手持ち及び現預金の積み増 し を実施 した。 さ ら に主力銀行に

資金移動表を開示 し 、 有事の手形割引実施を依頼 し応諾を得た。

そ して 、 よ り 効率的な リ ス ク フ ァ イ ナンス に向 けた検討を 、 コ ンサルタ ン ト のア ドバイ ス

を得なが ら 、 開始 した。 検討はバラ ンス シー ト と キ ャ ッ シュ ･ フ ロ ーへの影響を分析 した。

図表 9 はその考え方を示 してい る 。 地震が発生 し施設が損害を被 り 、 営業が停止する と バ ラ

ンス シー ト の借 り 方では固定資産が減 り 、 貸 し方では、 資本が減少する 。 資本は保険金を受

け取る こ と で回復でき る ので、 保険契約の内容か適切か ど う かを見直 した。 見直 しの結果、

固定資産相当額の資本は回復する が 、 地震に よ る営業停止等に よ り 資金流入が最大 40 億円

不足 し 、 バ ラ ンス シー ト の毀損は完全には回復 しない こ と が分かっ た。 こ のため融資枠を使

い資金借入を行 う こ と に した。

< 図表9 >バラ ンス シー ト を意識 した リ ス ク フ ァ イ ナンシングの構築
地震発生前 地震発生後 保険金受取に よ る 資本回復 融資枠に よ る 流動性確保

流動資産秀ん 流動負蔓‐ イ流動資産ぞ 鱗勢′免煙"れし

現金 借入

資本

を三三愛を 資本

保険金 資本回復

保険金 資本回復

出所 : 経済産業省 、 ｢ リ ス ク フ ァ イ ナ ンス研究会報告書｣ (2006) p . 9 5 の 図 1 を参考に著者が作成
(WWW.metL go ,jp /report/data/g60630ai . ht血1)

図表 1 0 は融資枠のス キーム を示 してい る 。 その特徴点は①融資を確実にする ため 、 地震

発生前か ら SPC に融資実行 され震災発生後 、 同社は SPC か ら融資を受け る 、 ② 日 本政策投

資銀行が借入金の返済を保証 してい る 点にあ る 。

融資枠の導入の効果は、 財務に良い影響を与えた。 融資枠に よ り 緊急時の資金の確保がで

き た こ と に加え 、 財務面での効率化を図 る こ と ができ た。 具体的には、 現預金の圧縮が可能

と な り 、 ROA(remm on asset 総資産利益率)が向上、 ま た優良手形の流動化に よ り 有利子負債

を削減する こ と ができ た。
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< 図表lo > 巴川製紙所の融資枠の概念図

l 政策投資銀行 l

1 巴川製紙所 富め鰊--澄

(3) 30億 円保証

苺 (2) 4o億 円 の協調融資
協調融資団SPC

l (4) 運用

安全資産

( 1) 巴川製紙所はSPC(特定 目 的会社)と融資枠の契約を締結する。

(2) SPCは融資の原資をシンジケート団より借り入れる。

(3) 巳川製紙所が弁済不能なった場合、 政策投資銀行が融資総額の3/4を保証-

(4) SPCは融資実行まで安全資産に投資しておく 。

(5) 地震発生後 、 融資が実行される。

4. リ ス ク フ ァ イ ナンシングにおける資本コ ス ト の重要性

第 2 章、 第 3 章で見た よ う るこ 、 銀行等は、 事業資金の調達手段を リ ス ク ･ キ ャ ピタルに転

用 し 、 非金融会社は、 単に損害の復旧 に と どま らず企業財務の視点か ら リ ス ク ･ キ ャ ピタル

の調達を検討 してい る 。

しか し 、 リ ス ク ･ キ ャ ピタルを調達する ためには コ ス ト 、 すなわち資本コ ス ト が必要であ

る 18。 低い資本コ ス ト で株主資本を集め る こ と は リ ス ク フ ァ イ ナンシングを進め る 上で重要

な課題 と な る 。 巴川製紙所の場合でも 、 融資枠のプ レ ミ ア ムが同社の負担に耐えかねる ほ ど

高ければ、 融資枠は採用 されなかっ たであろ う 。 本章では資本コ ス ト の概要 と 低減策につい

て論 じたい。 特に株主資本の調達コ ス ト は重要であ る 。 株主資本は、 いずれの リ ス ク フ ァ イ

ナンシング手段を使用 して も 、 リ ス ク か ら の損失を処理する最終的な資金 と な る か ら だ。

(L ) 株主資本の調達には資本コ ス ト が必要

資本コ ス ト と は 、 会社が資本を調達する ために負担する費用 の こ と であ る 。

達のため投資家に報酬を払わなければな ら ない。 投資家か ら見れば、 報酬が

は行えない。 こ の報酬の額が資本コ ス ト の額 と な る 。

会社は資金調

報酬が得 られない投資

燧 リ ス ク フ ァ イ ナ ンシン グ手段を使 う かを決め る 際に 、 大 き な影響を与え る要素は も ち ろん、 資本コ ス ト ば

か り ではない。 リ ス ク フ ァ イ ナンシング手段のカバー内容、 入手可能性、 コ ス ト 等 、 考慮するべき 要素が多

い。 ま た 、 キ ャ プテ ィ ブ等投資が必要な場合は、 事業価値の評価等も必要にな る 。 ただ し 、 本稿では、 今ま

であま り 注 目 されて こ なかっ た資本コ ス ト を 中心に論 じてお り 、 他の要素は割愛 してい る 。
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資本は、 負債資本 と株主資本に分類 される 。 したが っ て資本コ ス ト も負債資本コ ス ト と 株

主資本コ ス ト に分類 される 。 負債資本コ ス ト は、 借入金に対する金利であ り 、 融資契約等で

明記 されてお り 確定でき る 。 株主資本コ ス ト は、 株主の機会コ ス ト (opportunity cost)以上の

金額 と な る 。 機会 コ ス ト と は、 株主が特定の会社に投資をする と き 、 その他の会社への投資

を断念 しなければな ら ないが 、 こ の断念する利益の こ と を言 う 。 機会 コ ス ト は単に配当金に

と どま ら ない。 投資家は、 株価の上昇に よ る利益も期待する 。 機会 コ ス ト は こ の株価上昇益

も含まれる 。

負債資本コ ス ト は、 株主資本コ ス ト よ り 安い。 これは、 負債資本が返済を約束 されている

のに対 し 、 株主資本は返済が約束 されてお らず、 リ ス ク が高いか ら であ る 。

非金融会社が リ ス ク フ ァ イ ナンシング手段を検討する 際には、 他の条件が同一であれば、

資本コ ス ト が最 も安い手段を選択する こ と にな る 。 複数の金融機関の提案する リ ス ク フ ァ イ

ナンシング手段か ら選択する場合は、 金融機関の資本コ ス ト が非金融機関の負担する費用 に

影響する 。 資本コ ス ト の高い金融機関が提供する リ ス ク フ ァ イ ナ ンシング手段の費用 は概 し

て高 く な る 。 リ ス ク を取る金融機関が 、 自 ら の株主資本を調達 ･ 維持する ための費用は、 事

業活動の利益か ら得る こ と にな り 、 最終的には顧客であ る非金融会社が負担する こ と にな る

か らであ る 。 リ ス ク の 出 し手であ る非金融会社 と リ ス ク の最終負担者であ る投資家 と のルー

ト は複数存在する が 、 各ルー ト の資本 コ ス ト が 、 使用ルー ト の決定に影響を与え る可能性が

あ る 。

資本 コ ス ト を考慮 しない と 一見利益が出てい る よ う に見えて も 実質、 事業価値、 企業価値

を毀損 してい る こ と が あ る 。 以下例を使い説明 したい。

例 : A 社の資本コ ス ト は 5%で、 その内訳は、 株主資本コ ス ト は 8% 、 負債資本コ ス ト は 3%

であ る 。 A 社は新事業のための子会社の設立を計画 し収益予測を行っ た。 その結果は資本金

2 億円 が必要で、 予想利益は 1200 万 円であっ た。 A 社は子会社の株主資本を 、 同社の増資 と

銀行か ら の借 り 入れで賄 う こ と を比較検討 した。 検討結果は以下の通 り と な っ た。

a . 子会社の資本金を増資で調達 した場合 : 経済的利益(Ep econo血ic pro五t)はマイ ナス と

な り 、 株主資本利益率(ROE return on equity) 、 総資産利益率(ROA return on asset)

と も低下する ので採用するべき ではない。
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b .子会社の資本金を負債で調達 した場合 : 回P ブラ ス と な り 、 RO団 は上昇する 。 ROA

も 同時に上昇す る場合は採用す る べき であ る 。 ROA が下落する場合は 、 いわゆ る

｢ハイ ･ レバ レ ッ ジ政策19｣ と な る ので、 経営者の判断が必要 と な る と 考え られる 。

以上、 オン ･ バ ラ ンス シー ト ･ キ ャ ピタルの資本コ ス ト を例に説明 したが 、 オフ ･ バ ラ ン

ス シー ト . キ ャ ピタルの資本コ ス ト 20 も 、 本稿では説明省略する が 、 考慮する必要があ る 。

(2) 資本コス ト の低減策

前述の通 り 、 リ ス ク ･ キ ャ ピタルは、 リ ス ク の出 し手であ る 非金融会社でも 、 リ ス ク の取

り 手であ る金融機関でも 、 資本市場よ り 調達 してい る 。 こ の結果、 リ ス ク ･ キ ャ ピタルの調

達費用であ る資本コ ス ト を下げる こ と は 、 非金融会社、 金融機関を問わず、 リ ス ク フ ァ イ ナ

ンシング活動の重要な取 り 組みの 1 つ と な る 。 資本コ ス ト を下げる ために次の よ う な方法が

考え られる 。

① 良質な リ ス ク のポー ト フ ォ リ オを作 り 、 リ ス ク ･ キャ ピタルを減らす

良質な リ ス ク のポー ト フ オ リ オは、 負の相関関係があ る リ ス ク 、 ま たは正の相関関係があ

っ て も相関関係が希薄な リ ス ク を 、 一つのポー ト フ ォ リ オに組み込むこ と で作る こ と ができ

る 。 これは分散投資の理論で証明 されてい る 。 例えば、 相関関係のない 2 つの リ ス ク 各 l o

億円 を l つのポー ト フ ォ リ オに組み込めば、 リ ス ク の量は 20 億円ではな く 、 1 4 億円程度に

減少する 。

良質な リ ス ク のポー ト フ ォ リ オの作成の点では、 金融機関は非金融会社に対 し優位な立場

にあ る 。 金融機関は、 多数の非金融会社の リ ス ク を一つのポー ト フ ォ リ オに組み込め る が 、

非金融会社は 自社の リ ス ク しか リ ス ク のポー ト フ ォ リ オに組み込めないか ら であ る 。 リ ス ク

が減少すればその分 リ ス ク ･ キ ャ ピ タルも減 らすこ と ができ る 。

1 9 株主資本を少な く 、 負債資本を増やす財務戦略。 株主資本を梃子( レバ レ ッ ジ)に大き な負債資本を調達 し

事業を行 う 趣旨。 ROE は良 く な る が 、 銀行等が融資を渋る こ と が多い。

20 オ フ ･ バ ラ ンス シー ト ･ キ ャ ピ タルについては企業財務の分野でその概念が確立 してお らず、 その資本コ

ス ト にって も未確立であ る 。 ただ し 、 先駆的な論考は成 されてい る 。 拙稿 ｢企業財務 と リ ス ク フ ァ イ ナンシ

ン グ｣ を参照 されたい ( 『損害保険研究』 第 70 巻第 3 号 2008 年 1 1 月 刊行予定)。
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リ ス ク の大き さ の変動、 リ ス ク の定義に従えば リ ス ク の期待値か ら の偏差、 が少ない リ ス

ク のポー ト フ ォ リ オにする こ と も重要であ る 。 変動が少なければ リ ス ク ･ キ ャ ピ タルを減 ら

すこ と ができ る 。 た と えば、 損失の期待値が 5 億円 、 1 年間で 99%の確率で発生 し う る最大

損失が 10 億円 の リ ス ク のポー ト フ ォ リ オがあ っ た と する 。 こ の場合必要な リ ス ク ･ キ ャ ピ

タルは 10 億円 であ る が 、 同 じ条件での最大損失が 8 億円 の場合は、 リ ス ク ･ キ ャ ピ タルは

8 億円 と な る 。

リ ス ク ･ キ ャ ピ タルが少なければ、 その分資本コ ス ト は減 らすこ と ができ る 。 さ ら に 、 株

主資本を減 らせる ので 1 株当 た り の利益が増え る こ と にな り 投資家の人気が上が り 、 資本コ

ス ト が下が る こ と にな る 。 こ の結果、 リ ス ク を 引 き 受け る金融機関に払 う 費用 も減 らす こ と

ができ 、 企業の利益拡大につなが る 2 1。

② 発生 しやすい少額の損失は保有する

これも 、 リ ス ク ･ キ ャ ピタルを減 らす方法の一つであ る 。 発生頻度が高 く 、 額が小 さ い損

失は、 その総額は予測 しやす く 、 ま た 、 予測値か ら の偏差も小 さ い。 こ の種の特性を もつ リ

ス ク は 、 自 ら保有 し金融機関に移転 しなければ、 金融機関が得る利益 と 資本コ ス ト を節約で

き る 。

③ 最適資本構成を検討する

資本は、 借金等の負債資本 と株式等の株主資本の 2 つに大別 される 。 前述の通 り 負債資本

の調達コ ス ト は 、 株主資本の調達コ ス ト よ り 安い。 両資本の調達コ ス ト の合計であ る資本コ

ス ト は 、 両資本を適切に組み合わせる こ と に よ り 、 下げる こ と が可能であ る 。 資本コ ス ト が

最低 と な る 両資本の構成割合の問題は、 ｢最適資本構成｣ の 問題 と いわれる 。 最適資本構成

の問題は、 資本効率の点だけでな く リ ス ク フ ァ イ ナ ンシングの点か ら も検討 されるべき であ

る 。 さ ら に 、 後述する オフ ･ バ ラ ンス シー ト ･ キ ャ ピ タ ルも導入 し資本コ ス ト を下げる 工夫

をするべき であ る 。

2 t 実例 と して UGG のケース があげ られる 。 ト ーマ ス ･ L ･ パー ト ン 、 ウ イ リ ア ム ･ G ･ シェ ンカー 、 ポー

ル ･ L ･ ウ オーカー (著) 、 刈屋武昭、 佐藤勉、 藤田正幸(訳) 、 ｢収益を作る戦略的 リ ス ク マネ ジメ ン ト 米国優

良企業の成功事例｣ (2003) pp . 163 ‐ 190
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最適資本構成の問題は、 負債の大半が保険契約の準備金であ る保険会社や、 預金であ る銀

行等の金融機関では、 非金融会社 と は異なっ た視点か ら の検討も必要かも しれない。

④ オフ ･ バラ ンス シー ト ･ キャ ピタルを使 う

オフ . バ ラ ンス シー ト . キ ャ ピタル22 と は 、 資本の調達契約を締結 した時点では貸借対照

表等の財務報告書に計上 されないが 、 資本不足 と なっ た と き 資金提供され、 財務報告書に も

計上 される キ ャ ピ タルの こ と であ る 。 保険 リ ス ク の証券化はオフ ･ バ ラ ンス シー ト ･ キ ャ ピ

タルの一種であ る 。 証券化実施時には、 投資家か ら資金を集め る が 、 SPC(special pulpose

comp獺y 特定 目 的会社)が基金を立ち上げ運用 し 、 オ リ ジネータ ー(証券化に よ り 最終的に資

金を受領する人)には入金 されない。 ト リ ガー と して約定 した保険事故が発生する と 、 基金

が取 り 崩 され、 オ リ ジネータ ーに入金 される 。 金融デ リ バテ ィ ブ、 保険、 融資枠等は、 それ

ぞれ、 ト リ ガー ･ イ ベン ト の発生、 保険事故の発生、 融資の 申 し込みがあっ た後 、 資金提供

される ので、 オフ ･ バ ラ ンス シー ト ･ キ ャ ピタルに該当する 。

オン ･ バ ラ ンス シー ト ･ キ ャ ピタル と は、 株式や社債の発行、 銀行か ら の借 り 入れ等、 資

本の調達契約を結ぶ と 、 投資家、 銀行等か ら資金提供を受け 、 貸借対照表に計上 される キ ャ

ピタルの こ と であ る 。

オフ ･ バ ラ ンス シー ト ･ キ ャ ピタルで資金提供される場合は、 ト リ ガー ･ イ ベン ト の発生

等があっ た後に限 られてお り 、 制限のないオン ･ バ ラ ンス シー ト ･ キ ャ ピタルよ り 、 資金提

供の機会は少な く デフ ォル ト の リ ス ク も小 さ い。 ま た資金提供する金融機関は資金提供の実

施まで運用でき る 。 こ のため 、 オフ ･ バ ラ ンス シー ト ･ キ ャ ピ タルの資本コ ス ト はオン ･ バ

ラ ンス シー ト ･ キ ャ ピ タル と 比べ安い。 さ ら に 、 オフ ･ バ ラ ンス シー ト ･ キ ャ ピ タルを使え

ば、 契約締結時には、 当該企業の財務内容への悪影響を与えずに リ ス ク フ ァ イ ナンシングを

行 う こ と ができ る 。 こ のため 、 格付けが変更 された り 、 銀行 ･ 株主の信頼を損ねる可能性は

小 さ い。

22 オン ･ バ ラ ンス シー ト ･ キ ャ ピ タ ル及びオフ ･ バ ラ ンス シー ト ･ キ ャ ピタルの 2 つの用語は企業財務の分

野では一般的ではない。 ｢資金が必要 と なっ た と き に資金提供が受け られる ｣ と い う 趣旨 を表現でき る適切

な用語が見当 た ら ないので こ の言葉を使 う こ と に した。
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⑥ 高株価経営を行 う

株価は需給で決ま る ので、 株価が高い と い う こ と は、 その会社の株式を買い求めてい る投

資家が多い と い う こ と であ る 。 投資家が多ければ、 資金は集めやす く その コ ス ト は低 く な る 。

資本コ ス ト を下げる ためには高株価経営が望ま しい。

(3) 資本コス ト の低減以外の対策

以下の対策は資本コ ス ト を低減する効果は少ないが 、 リ ス ク を取る業務を金融機関に よ り

実践 される こ と が望ま しい。

リ ス ク ･ キ ャ ピ タルを含む株主資本の厚みを増やす。 BP23は 、 保険をやめ 、 自 家保険化 し

た理由 の一つ と して 、 保険会社の資本が少な く 規模の小 さ い こ と を あげてい る 。

会社の格付けを上げる 。 自 社よ り デフ ォル ト にな る確率が高い金融機関に リ ス ク移転を行

っ て も 、 実効が疑わ しい。

資本市場への リ ス ク 移転機能を強化する 。 リ ス ク の最終的な負担者であ る資本市場の投資

家 と 直接取引ができ る よ う になれば、 リ ス ク 移転コ ス ト を下げる こ と ができ る 。

顧客のニーズにあっ た リ ス ク 処理商品を開発 し 、 提供する 。 顧客のニーズは、 資金需要が

発生 した と き 、 速やかに確実に資金調達でき る こ と であ る 。

終わ り に

本稿は、 リ ス ク フ ァ イ ナンシング手段 と して保険、 融資枠、 証券化、 キ ャ プテ ィ ブをイ メ

ージ しなが ら書き上げた。 前述の 4 手段を思い浮かべていただければ、 本稿の内容が実際に

起き てい る事象に どの よ う に関わっ てい る のか、 容易に理解 していただけ る と 考え る 。

金融機関の ｢業態間の垣根｣ は今後 さ ら に低 く な る だろ う 。 金融機関が今まで情報不足で

引 き 受けなかっ た リ ス ク も 、 リ ス ク の定量化技術が高度化 し 、 取る こ と ができ る リ ス ク と な

る可能性が高いか ら だ。 リ ス ク の出 し手であ る非金融企業のニーズも多様化 してい る 。 従来

23 "Nei1 A Doherty, C1i価ord ｢W. Smi曲, Jr. ゞ -Coー中or欲e msuramce s甘露錐評 the Bmish Pe口oleulmも Don鷁d H Chew, Jr . J n1e

new colporate l趾額1cご ( 1 999) pp . 52 1 -529 参照。
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は、 事故等に よ る損害の復旧 に主た る 関心があっ たが 、 最近は事業中断の回避が重視 されて

い る 。

金融機関の ｢業態間の垣根｣ の低下そ して非金融企業のニーズの多様化は リ ス ク フ ァ イ ナ

ンシング手段を今以上に多様化する だろ う 。 多様な手段か ら最善の手段を選択する ためには 、

その効率性の比較が必要だが 、 資本 コ ス ト を尺度 と して使えば可能 と 考え る 。 資本 コ ス ト は

事業価値、 そ してその企業の合計値であ る企業価値の算出に不可欠の要素であ る 。 リ ス ク フ

ァ イ ナンシングを含む リ ス ク マネ ジメ ン ト も 、 会社の事業の一環であ り 、 その事業価値は評

価 されるべき であ る 。 資本 コ ス ト は リ ス ク マネ ジメ ン ト の事業価値を評価する 際に も役立つ。

なお、 資本コ ス ト 等についての筆者の考え方は、 拙稿 ｢企業財務 と リ ス ク フ ァ イ ナンシン

グ｣ ( 『損害保険研究』 第 70 巻第 3 号 2008 年 1 1 月 刊行予定)を参照 していただければ幸

いであ る 。
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昨今の国際的動向か ら保険商品を再考する

キャ ピタ ス コ ンサルテ ィ ング株式会社

代表取締役 森本 祐司

本発表は、 最近の国際的な会計や規制において検討されてい る保険負債の評価方法に対する

考え方を踏ま えた上で、 その評価の観点か ら保険商品の構造を再考 し 、 論点を洗い出そ う と

する も のであ る 。

1 . 昨今の国際的動向

保険負債に関連 した主た る 国際的動向 と し ては、 国際会計基準におけ る保険契約プロ ジェ

ク ト と 国際的な ソルベンシー評価に関する動き があ る 。

国際会計基準審議会は、 2007 年保険契約に関 して ｢論点書｣ 1 が公表 してお り 、 その 中で、

現時点での保険契約の会計上の測定に関する予備的見解を提示 してい る 。 それに よ る と 、 保

険負債を現在出 口価値 と 呼ばれる方法で評価する こ と を推奨 してい る 。 現在出 口価値 と は次

の 3 つの基礎的要素 ( ビルディ ング ･ ブ ロ ッ ク ) か ら測定 された価値の こ と であ る 。

◇ 契約上のキ ャ ッ シュ フ ロ ーの 、 明示的でバイ アスのない、 市場 と 整合的で、 確率で加重

された現在の見積も り

◇ 貨幣の時間価値に関 して 、 将来キ ャ ッ シュ フ ロ ーの見積も り を調整する現在の市場にお

け る割引率

◇ 市場参加者が リ ス ク 負担等に対 して要求する 明示的でバイ アス のないマージンの見積も

り

現在出 ロ価値を敢えて一言で表すれば、 極力市場 と整合的な ｢現時点での評価｣ を用い るべ

き だ、 と い う こ と と な る 。

一方、 国際的な ソルベンシー評価の動き の中では、 保険監督者国際機構 (IAIS ) が こ こ数

年、 保険会社の ソルベンシー評価に関する 国際的な共通指針を構築すべ く 、 い く つかの文書

を公表 してい る 。 その一環 と して 2007 年に公表 された ｢保険会社の健全性評価のための共

l “Discusslon Paper : Prel immaIy Views on 血st虹従1Ce Con鬘acts, " 2007
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道の構造 (通称 ｢ス ト ラ ク チャーペーパー｣ ) ｣ 2 には 、 保険会社の ソルベンシー評価にお

いて必要 と 思われる 1 5 の構造要素が示 されてい る が 、 その 中で、 負債評価の考え方が述べ

られてい る部分がい く つかあ る 。 例えば、 構造要素 4 では資産や負債の評価について言及 し

ている が 、 その解説の 中で ｢保険経営、 規制 、 お よ び保険監督 と も 、 経済価値に よ る評価を

基礎 と する必要があ る ｣ と 記 されてい る 。 こ こ で経済価値 と は 、 ｢市場価格が利用可能な場

合には、 現時点での市場価格 と整合的な方法に よ り 導かれ、 市場価格が利用可能でない場合

には市場整合的な原則 ･ 方法 ･ パ ラ メ ータ を用いた資産 ･ 負債のキ ャ ッ シュ フ ロ ーの評価｣

だ と 記 されてい る 。 ま た 、 それ以外の構造要素において 、 よ り 具体的に ｢保険負債の要素は

(中略) 市場が利用 してい る と される原則、 方法、 パ ラ メ ータ に沿っ て評価 されるべき ｣

(構造要素 5 ) 、 ｢保険負債固有の不確実性を踏ま え る と 、 責任準備金は、 契約義務の果た

すコ ス ト の最良推計に加えて リ ス ク マージンを含む必要があ る ｣ (構造要素 7 ) と いっ た記

述が見 られる 。

ま た 、 EU で導入に向 けて検討が進め られてい る ソルベンシー ロ プロ ジェ ク ト において も 、

現在、 定量的影響度調査 (QIS ) が実施 されてい る が 、 その 中で、 保険負債の評価について

も期待キャ ッ シュ フ ロ ーを無 リ ス ク 金利で割 り 引 く 部分 (ベス ト エステ ィ メ ー ト ) に リ ス ク

マージンを加え る こ と と してい る 。 ま た 、 保険契約に内在する保証やオプシ ョ ンについて も 、

本源的価値及び時間価値を含めた市場整合的なベースで評価 されるべき であ り 、 ま た 、 契約

者行動及び他の非金融要素を考慮に入れるべき であ る と してい る 。

会計 ･ 規制の保険負債に対する方向性の共通点 と して 、 保険負債を現在の市場 と整合的に

な る よ う に捉え よ う と してい る と い う こ と がいえ よ う が挙げ られる 。 も ち ろん、 これ ら はま

だ検討段階であ り 、 最終的に どの よ う な計測方法 と な る か、 その場合会計 ･ 規制は整合的な

方法 と な る のか と いっ た点については未知数であ る が 、 仮に こ う した手法が導入 される こ と

になれば割引率は市場の無 リ ス ク 金利が活用 され、 保険 リ ス ク について も適正なマージンを

可能な限 り 市場整合的に較正 ･ 評価する こ と が求め られる よ う にな る 。

こ の よ う な手法は、 特に従来の生保数理に基づいた保険料 ･ 責任準備金計算 と は大き く 異

な る こ と と な る 。 次章では、 こ う した手法を用いた場合に 、 保険商品価値が どの よ う に見え

て く る かについて論 じ る 。

2 I/uS, “n1e L‘、JS Common Stnlc証re Foだn1e Assessment of ]ms濾er So1Vency, ' ' 2007
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2 . 国際的動向から見た保険商品

経済価値を基礎 と した保険負債価値の考え方に基づいた場合、 従来 と は どの よ う もこ見方が

変わっ て く る だろ う か。

従来保険数理でも将来キャ ッ シュ フ ロ ーを割 り 引いて責任準備金等を導 く 、 と い う 手法は

同 じであ る 。 しか し なが ら 、 そ こ で用い られる基礎率等の思想が異なっ て く る こ と にな る 。

現状では、 生保商品は、 予定死亡率 (疾病等も 同様の概念で基礎率が存在する が 、 こ こ で

はそれ ら を含んだ概念 と してお く ) 、 予定事業費率、 予定利率を計算基礎 と してい る 。 予定

死亡率 ･ 予定事業費率をベース に将来キャ ッ シュ フ ロ ーを推計 し 、 それを予定利率で割 り 引

いた結果、 収支が相等する よ う に保険料を決定する 。 ま た基礎率に基づ く 将来キ ャ ッ シュ フ

ロ ーを予定利率で割 り 引 く こ と で責任準備金な どを計算する 。 計算上、 リ ス ク を引 き受け る

対価は明示的には出て こ ないが 、 予定死亡率、 予定事業費率が保守的に推計 されてお り 、 そ

こ に内包 されてい る と 考え られてい る こ と にな る 。 ま た 、 予定利率は契約時点の も のを使い

続け る こ と と な る 。

経済価値ベースの手法を導入 した場合の大き な変化の一つは、 価値の大部分を 占め る ｢将

来期待キャ ッ シュ フ ロ ーを現在価値 (最良推計も し く は現在推計 と 呼ばれる ) ｣ 導出に際 し

て 、 現在の無 リ ス ク 金利で割 り 引 く と い う 手法を と り いれる こ と であ る 。 これに よ り 、 市場

金利の変動が保険負債価値に直接影響する こ と にな る 。

ま た 、 リ ス ク マージンについて も 、 明示的に計算する必要があ る 。 こ の計測手法について

も様々 な検討が続け られている が 、 欧州等では ｢資本コ ス ト 法｣ と 呼ばれる手法が一般的に

使われる ケースが増えて き てい る 。 こ の手法は、 簡単に言えば毎年発生するヘ ッ ジ不能 リ ス

ク の大き さ を算出 し 、 それに資本コ ス ト 率を乗 じ る と い う も のであ る 。 も っ と も 、 これにつ

いては、 こ れま で基礎率の 中で暗に計算 していた も のを 、 分離 して明示的にするだけ 、 と も

考え られる 。

一方、 それ と “ま様相を異にする変化 と して 、 保険契約に内在するオプシ ョ ンや保証の価値

評価が挙げ られる 。 こ こ で、 オプシ ョ ン と は 、 契約者が市場環境や非市場環境が変化 した場

合に 、 自 身に と っ て有利な選択をする権利の こ と を指 し 、 保証 と は、 市場環境や非市場環境

が変化 した場合に 、 契約者に と っ て不利な状況を補填する義務の こ と を指す。 具体的な例 と
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しては、 金利上昇時の解約 と い う 契約者行動に関連 したオプシ ョ ン 、 健康状態悪化時の更

新 ･ 解約率の低下 ( これも契約者行動に関連 したオプシ ョ ン) 、 有配当商品におけ る予定基

礎率の保証 と いっ た も のが挙げ られる 。 最近流行っ てい る変額年金の最低保証な ど も 、 適切

に考慮する必要があ る 。

保証 と オプシ ョ ンの価値計測手法について も 、 様々 な検討がな されてい る 。 例えば、 解約

に関する契約者オプシ ョ ン と は、 保険契約者がいつでも保険契約を解約 して解約返戻金が得

られる と い う 選択権を持っ てい る こ と に基づ く も のであ る が 、 そのオプシ ョ ン価値を算出す

る ためには 、 契約者が市場の金利動向に応 じて 、 どの よ う な行動を と る かをモデル化する必

要があ る 。 これに対する一つの考え方 と して 、 契約者が経済合理的に行動する と 仮定 してモ

デル化する方法があ る 。 具体的には、 市場金利が上昇 し 、 それに伴っ て予定利率が引 き 上げ

られ保険料が低下する と い う 事象が生 じた際に 、 現在の契約を解約 して 、 その資金を用いて

同条件の保険に加入 した場合に得をする (一時払であれば、 解約返戻金が余る 、 平準払であ

れば、 これか ら支払 う 保険料が従前よ り も安 く な る ) 時には必ず解約をする 、 と い う も ので

あ る 。 こ の よ う なモデルを設定 した場合、 市場金利 と 予定利率の関係を定式化すれば、 市場

金利のパス毎に どの タ イ ミ ン グで解約するかが明確にな り 、 オプシ ョ ン価値を計算する こ と

が可能 と な る 。 こ の考え方は、 いわゆ る金融商品に内在するオプシ ョ ン評価 と整合的な手法

であ る 。

しか し なが ら 、 こ う 単純には計算が出来ないのではないか と い う 見方が圧倒的であ る 。 -

つには、 金融商品 と 異な り 、 保険契約に再加入する ためには健康状態が関与する ため 、 必ず

し も上述 した よ う な行動が と れる か ど う かは分か ら ない 、 と いっ た点 も挙げ られてい る 。 ま

たそれ と は別に保険契約者が経済合理性のみに基づいて行動 してい る のではない と いっ た こ

と が指摘 されている 。 実際、 過去の統計等を見る限 り は、 経済合理性 と は別の理由で多 く の

解約が起き てい る こ と は確かであ る 。 ま た 、 最近 20 年程度の期間 、 予定利率が引 き 上げ ら

れた経験が殆 どない我が国の場合、 経済合理的な解約の動向について見積も る こ と す ら 困難

であ る 、 と も言われてい る 。

ただ し 、 一方で、 過去の経験がない こ と を も っ て こ う したオプシ ョ ン性が全 く 生 じない と

断定する こ と も難 しい。 したが っ て 、 現実的な落 と し所 と しては、 過去の動向 も踏ま えなが

ら 、 類似の特性を持つ金融商品 (例 : 住宅 ロ ーンの期限前返済な ど) も参考に しつつ、 オプ

4
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シ ョ ン評価を行 う 必要が生 じ る 。 なお 、 こ う した推定や検討な どを実施 した場合、 推定 され

た解約率には当然なが ら不確実性が存在する ため 、 その リ ス ク に対応するためのマージンの

推定な ど も必要になっ て く る可能性があ る 。 死亡や疾病

動性を見込むのはき わめて難 しい。 あ る程度保守的な見積も

のマージンが要求 される可能性も あ る 。 結果 【図表 1
と し てそれが保険料に跳ね返 り 、 保険契約者 価値

の負担が重 く な る と いっ た事態を招 く こ と も

想定 さ れる 。

こ う したオプシ ョ ン評価は、 最初に述べた

｢現在の市場におけ る無 リ ス ク 金利でキ ャ ッ

シュ フ ロ ーを割 り 引 く ｣ と い う 部分 と あいま

っ て 、 さ ら に複雑な問題を提供する 。 保険負

債を市場金利で評価する こ と に よ り 、 特に期

間の長い生命保険商品の場合、 市場金利の上

昇に よ っ て価値が大き く 低下 し 、 市場金利の

低下に よ っ て価値が大き く 上昇する と い う 特

性を持つ こ と にな る ( 【 図表 1 1 ご参照) 。

こ の変動を放置 してお く と 、 負債価値変動に

よ っ て純資産が大き く 変動 して しま う こ と に

な る ため 、 資産サイ ドでこ の金利 リ ス ク を コ

ン ト ロ ールする必要があ る 。 つま り 金利感応

度の高い資産、 すなわち超長期の債券等を多

く 保有 してお く 必要があ る ( 【 図表 2 1 ご参

照) 。 と こ ろが 、 金利上昇に伴 う 解約オプシ

ョ ンの評価を考慮する と 、 金利上昇時にはオ

プシ ョ ン価値が上昇する ため 、 想定 していた

よ り も負債価値が大き く 変動 しない 、 と い う

状況が発生する ( 【 図表 3 1 ご参照) 。 こ う

と いっ た事象 と は異な り 、 解約の変

、 的な見積も り を行お う と すれば、 それな り

【図表 1 1経済価値導入後の負債価値

価値

金利

【図表2 1 負債価値と資産価値の関係

価値

金利

【図表3 1オプシコン性を考慮すると…

価値

金利
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した負債価値の変動性を考慮する ためには 、 資産サイ ドで も金利オプシ ョ ンな どを購入する

必要が生 じ る 。 それには相応の コ ス ト が必要 と な る 。 その分は、 保険負債評価において も考

慮 されている ので、 保険料を適正に決定する ためには、 保険料にオプシ ョ ン料相当分を上乗

せ しなければな ら ない。

ま た 、 解約行動の推定が困難であ る場合、 負債評価に際 して リ ス ク マージンを要求する必

要があ る と 述べた。 リ ス ク マージンを要求する場合、 負債のオプシ ョ ン性評価 自 体は小 さ く

な る と 考え られる が 、 一方、 実際の契約者動向が ど う な る かが不確定であ る ため 、 仮に金利

上昇時に解約が起こ る と (経済価値ベース の責任準備金よ り も解約返戻金の方が大き いた

め) 、 そ こ で損失が生 じ る こ と と な る 。 その損失を リ ス ク マージンで穴埋めでき ない場合に

は、 実際に損失が生 じて し ま う 。 程度問題であ る が 、 保守的に リ ス ク マージンを見積も っ た

場合には保険契約者に保険料の上昇 と して跳ね返る こ と と な る 。 一方、 リ ス ク マージンが不

足 してい る場合には、 保険会社が リ ス ク を被る可能性があ る 。

少 し話を整理 し よ う 。 経済価値ベース の保険負債評価を導入 した場合、 課題の一つが契約

者の解約 と い う オプシ ョ ン と な る 。 過去データ も ない中 、 推定は極めて困難であ る が 、 見積

も り を誤る と 保険会社が大き な損失を被る リ ス ク があ る 。 ただ し 、 保守的な見積も り が過ぎ

た場合には、 保険料上昇 と い う 形で契約者に負担を強いる こ と と なっ て しま う 。 厄介な存在

と い う こ と にな る 。

3 . 問題解決に向けて

何故こ う した問題が起こ る のか。 こ の問題の根本的な部分は解約返戻金額にあ る 。 現行生

保商品の解約返戻金は、 これま での生保数理をベース に した も のであ り 、 契約時点で、 どの

段階で解約 した ら解約返戻金はい く ら にな る か、 と い う こ と が確定 してい る 。 その水準は、

多少の調整等は行われる も のの 、 従来生保数理におけ る責任準備金に近い レベル と なっ てい

る 。 し たが っ て 、 市場状況に よ っ て変動する こ と はない。 それは一見する限 り 、 ご く 自 然な

保険の特性であ る と 思われる 。 しか し なが ら 、 こ の特性が上記の問題を引 き起 こ して しま っ

てい る のであ る 。

その問題を明 ら かにする ために 、 自 明 な比較 と して 、 国債や株等の金融商品を保有 してい

る場合を考えてみる 。 一般に 、 金融商品 も いつでも ｢売却可能｣ ( =売却 と い う 選択権あ

6
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り ) であ る が 、 それが問題視 される こ と はない。 なぜか。 それは金融商品を手放す場合には

常に市場価格での売買が基本 と なっ てい る か ら であ る 。 つま り 、 金融商品については入手す

る場合も 、 手放す場合も市場整合的、 つま り 経済価値であ る ため 、 いつ売却 と い う 権利を行

使 されて も 問題は生 じ ない。

翻っ て 、 現状の保険の解約返戻金は市場整合的になっ ていない。 したが っ て 、 解約する と

い う ア ク シ ョ ンに よ っ て保険会社が経済的に不利益を被る (ま たは利益を得る ) 可能性があ

る のであ る 。 も ち ろん 、 確定 した解約返戻金を払 う と い う こ と をオプシ ョ ン と して 、 その全

体を経済価値 と して考えてお く こ と は可能であ る が 、 その場合、 オプシ ョ ン価値に見合 う コ

ス ト が保険契約者の負担 と な る 。 それは契約者が望むこ と なのか ど う かは疑問の残る と こ ろ

であ る 。

別の解決方法 と しては解約返戻金を金融商品同様、 市場整合的 と して しま う 、 と い う 方法

が考え られる 。 すなわち 、 解約返戻金を 、 保険負債の経済価値 ( こ の場合、 解約を考慮 しな

い期待キャ ッ シュ フ ロ ーをベース と した価値) と して しま う 、 と い う 方法であ る 。 実際、 こ

の方法は一部の保険商品では用い られてお り 、 MVA (Market Value Adjustmem、 市場価格調

整) と い う 名称も付 されている 。 しか しなが ら 、 こ う し た対応は太宗の商品では と られてい

ない。 なぜかは分か ら ないが 、 そ も そ も経済価値 と い う 概念を保険負債に導入 し よ う と い う

議論が生 じたのはつい最近の こ と であ る こ と か ら 、 従来は 『責任準備金｣ に近い レベルを払

い出す と 言 う のは当然の概念であ る と も いえ る 。

では、 責任準備金が経済価値ベース にな る こ と を機に 、 解約返戻金制度も変えればよいの

では、 と も 考え られる が 、 一般にはそれは受け入れ られそ う にない。 反対する理由 と しては、

市場環境に よ っ て解約返戻金が変動する と い う こ と が契約者に と っ て分か り に く く 、 混乱を

招 く と いっ た こ と が考え られる 。 確かに 、 それはそ う かも しれない。 ただ し 、 本当 に こ う し

た素朴な考えや理由は正 しいのだろ う か。

こ こ で、 基本に立ち返っ て ｢解約する ｣ と は ど う い う こ と かを考えてみよ う 。 極めて簡単

な例 と して 、 余命 30 年の人が 、 保険金 l ooo 万円 の終身保険に入っ ていた と し よ う 。 保険料

は既に払い済み と なっ てい る と 仮定する 。 こ の場合、 保険契約者は、 解約 しなければ期待値

と して ｢30 年後に 1000 万円 が も ら え る ｣ と い う こ と にな る 。 こ の権利を現時点で現金化す

る と い う のが ｢解約する ｣ と い う 行為に相 当する と 考え られる 。 つま り 、 シンプルに整理す
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れば、 契約者は解約する際に 、 ｢3 0 年後の 1000 万 円 ｣ を失 う 代わ り に 、 解約返戻金を得る 、

と い う 図式にな る 。 では、 一体い く ら も ら えばその契約者は公平に取 り 扱われた と 言え る だ

ろ う か。 それは 、 ｢その時点におけ る 30 年後の l 000 万円 ｣ の現在価値に等 しいはずであ る 。

それはい く らか。 当然市場環境に よ っ て変わ り う る 。 金利が高ければ、 30 年間で 1 000 万円

に殖やすための元手は少な く て よい。 一方、 金利が低ければそれな り の元手がなければ 30

年で 1000 万 円 にはな ら ない。 つま り 、 その時々 の市場金利で割 り 引 く こ と に よ り 、 ｢その

時々 の環境に合っ た適正な 『30 年後の 1000 万 円 』 ｣ を契約者は手に出来る のであ る 。 これ

はま さ に市場整合的な経済価値を返戻する こ と に他な ら ない。 つま り 、 解約 と は将来得 られ

る はずだっ たキ ャ ッ シュ フ ロ ーを現時点で 『現金化｣ する 、 と 考えれば、 MいVA は 自 然な手

法 と も いえ る 3。

MVA が解約返戻金 と して認め られる よ う るこ なれば、 保険会社の運用ス タ イルも大き く 変

わ る こ と にな る 。 保険負債の価値を考え る 際に 、 解約動向 を心配する必要がな く な る 。 よ っ

て 、 前述 した 【 図表 2 1 の よ う な運用 を心がければ、 経済価値が導入 されて も適切な資産負

債管理を行 う こ と が可能 と な る 。 オプシ ョ ン価値や、 解約返戻金の不確定性に伴 う リ ス ク マ

ージンを考え る必要がな く な る こ と か ら 、 保険契約者に余分な負担を強いた り 、 保険会社が

余分な リ ス ク におびえた り する必要も な く な る 。

契約者に と っ て も真の意味で ｢公平｣ であ り 、 保険料に余分な負担が生 じず、 保険会社が

余分な リ ス ク におびえ る こ と も ない。 これを実現 させれば様々 な メ リ ッ ト があ る と 考え られ

る が 、 前述 した よ う に 、 今の と こ ろ 、 保険の特性であ る解約返戻金について 、 その よ う な議

論も生 じていない し 、 実現は困難であ る よ う に感 じ られる 。 そのま ま進んで しまい 、 経済価

値ベースの評価が導入 される と 、 上述 した メ リ ッ ト の逆、 すなわち様々 なデメ リ ッ ト が生 じ

て しまい 、 社会的な コ ス ト と な る のではないか と 考え られる 。

本稿では、 解約オプシ ョ ンを例に と っ て 、 経済価値ベースの保険負債評価におけ る 障壁を

取 り 除 く こ と の必要性 と課題について述べた。 他に も こ う した例はい く つかあ る と 考え られ

3 なお 、 こ の議論では リ ス ク マージンがでて き ていない。 リ ス ク マージンは、 保険 リ ス ク 等を保険会社が引
き 受け る対価 と い う こ と にな る ので 、 解約に よ っ てその リ ス ク か ら解放 される のであれば、 その分は契約者
に還元すべき と も考え られる 。 そ う であれば、 MVA と しては、 将来のキ ャ ッ シュ フ ロ ーを現在価値換算 し
た も の ( =最良推計も し く は現在推計) に リ スク マージンを加えた も の 、 と な り 、 ま さ に経済価値ベース の
責任準備金 と 等 し く な る 。
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る 。 会計 ･ 規制の変革は着実に近づいて き てい る 。 こ う し た状況を正 し く 理解 し 、 早 く 問題

解決に着手 し 、 契約者を含めた様々 な関係者の理解を得る努力 を重ねてい く こ と が重要なの

ではないだろ う か。
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